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第１章 研究の目的と構成 
 
はじめに 
日本の地方都市は、限られた地方財政のなかで、いかにして都市を活性化させるか、と
いう問題を抱えている。 
2009 年の国土交通省白書1は「歴史的風致の保全」を課題として掲げている。この背景
には、良好な都市景観を形成し、住環境を向上させること、また観光資源として都市景観
を活用すること、といったねらいがある。 
そしてさらにその根を探ると、地方都市は、もはやインフラ整備に対する国からの補助金を
待つだけではなく、自らの限られた資産（経済的資産、文化的資産）を活用して、都市の
魅力を向上させて人口の流出に歯止めをかけ、観光を足がかりにして地方を活性化しなけ
ればならない、といった厳しい状況も見えてくる。 
地方都市のおかれている状況は地域により様々だが、限られた財政のなかで、この問題
に取り組まなければならないのは、いずれの地方都市も同じであろう。そしてその問題に取り
組む手段が都市再開発である。 
往来の都市再開発は、既存の町並
みを壊して行われてきた。しかし歴史的景
観の保全に対して次第に国の施策が向く
ようになり、歴史的な都市の再開発が実
現できるようになってきている。ただし、歴
史的な都市の再開発は、都市計画によ
ってのみ取り組まれるべき問題ではない。
都市計画だけでは“歴史的”都市景観を
守ることはできない。歴史的都市景観は歴史的建築物ひとつひとつの集積によって生まれ
るものだ。都市計画では歴史的建築物ひとつひとつがどう保存されるべきか、捉えることは
できない。 
それゆえ、歴史的都市景観の保存は、都市計画に文化財保護を連携させる必要があ
る。だが、都市計画と文化財保護の間には溝がある。その溝は制度として連携が取れてい
写真１ 70 年代にはドイツでも中心市街地活性化のため、歴
史的建築物の取り壊しが行われることがあった。 
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ないがための溝であり、地図を俯瞰するようにして都市を捉える都市計画と、町並みのなか
に視点を置いて建物ひとつひとつを見渡す文化財保護との間の認知の溝である。 
本稿が取り組むべき課題は、この溝をどのようにして埋めるのか、提案することにある。す
なわち歴史的都市景観保護を行うには、文化財保護の立場と都市計画の立場をつなぐよ
うな手法を確立する必要がある、ということだ。 
手がかりはドイツにある。 
ドイツは、日本の地方都市が今経験していることを、過去に経験している。そして、都市を
いかに活性化するかという課題に対して、都市景観を記念物として保護する制度をつくり、
都市再開発や眺望の保護などにおいて成果をあげているからだ。 
ドイツの都市再開発に対する補助事業は 1971 年からはじめられた。当時の失業率は
1％以下で、実質成長率は4％だった。ところが1973年～82年にかけては、オイルショックの
影響などにより、自然失業率（経済の状況に関わらず常に存在する失業率）は 9％にまで
上昇し、成長率も 1％～2％の間に下げ止まることとなった。 
この失業率と成長率の低下は、とりわけ建設業界に大きなダメージを与えた。そこで当時
の西ドイツ政府は、都市再開発に対する補助金の額を前年の３倍に増額した。1985 年には
206 億円（1.67 億ユーロ）だった予算額は、1986 年には 630 億円（5.11 億ユーロ）にまで増
額されている。 
その結果、都市再開発に対する補助金の増額は、建設業界の冷え込みを支えた。また
1986 年を境に上昇する一方だった失業率に歯止めがかかり、建設業界の雇用も上昇に
転じている。 
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図１ 1972 年～1990 年までの旧西ドイツにおける景気の変遷 
 Markus Eltges, Gregor Lackmann “Städtebauförderung zwischen WachstumsundAusgleichsziel” in: Informationen zur 
Raumentwicklung Heft 10/11.2003 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 図２ 連邦政府による都市再開発助成金の推移 
Markus Eltges, Gregor Lackmann “ Städtebauförderung zwischen WachstumsundAusgleichsziel ”  in: Informationen zur 
Raumentwicklung Heft 10/11.2003 
ドイツの都市再開発が日本と異なっていた点は、あくまでも既存の都市景観、都市構造
を残すというコンセプトに基づいて、都市計画と文化財保護が連動した点である。西ドイツで
80 年代に進められた都市再開発は、1971 年に制定された「都市建築の改修と開発に関
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する法律（Gesetz über städtebauliche Sanierungs- und Entwicklungsmaßnahmen）（都市建築促進
法（Städtebauförderungsgesetz）」を下敷きとしていた。これは、都市建築に対する連邦、州レ
ベルでの助成を定めた法律で、「連邦内のすべての場所における建築構造を、社会的、
衛生的、経済的そして文化的要求にもとづいて」発展させ、経済構造を改善すべく制定さ
れたもので、歴史的建築物の保存を条件として定めていた。この制度は、西ドイツの多くの
町で利用され、歴史的建造物が集まる中心市街地の再開発に弾みをつけることとなった。 
この都市再開発事業と足並みを揃えるように、記念物の登録件数も70年代より増加した。
再開発のなかで、歴史的建築物を保存する枠組みが整い。記念物を大幅に増やして、数
の保存を進めた結果といえる。 
その結果として今、ドイツには 100 万棟ともいわれる文化財が存在する。日本においては
歴史的建築物の保存は、都市再開発とは相容れない関係となることも多々あるが、ドイツ
においては記念物保護と都市計画が連動している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ ノルトライン＝ヴェストファーレン州の文化財登録件数の推移 
  
こうしてドイツは、空洞化する地方都市の歴史的な中心市街地を再開発しつつも、既存
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の歴史的建築物を記念物として登録しながら保存することで、都市景観を継承することに
成功した。都市再開発事業は、東西ドイツ統合後は旧東ドイツにて重点的に進められ、
2003 年の時点で、2500 の都市で 5500 の事業が展開されたと報告がなされている2。 
この成功は、都市計画と文化財保護が連携した結果である。これだけの規模で行われ
たドイツの都市再開発の経験から得られる知見は、これからの日本の地方都市政策に大
きな示唆を与えるのではないだろうか。 
そこで本稿では、ドイツの歴史的都市景観保護をテーマとして、都市計画と文化財保存
がどのようにこれに取り組むべきなのか、ドイツの制度を研究することで、論じてみたい。 
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1. 本論の目的 
本論は、都市景観を記念物として保護する手法について、ドイツにおける自治体の実際
の取り組みを明らかとする。どのような制度や手法が用いられているのか、それは都市景観
保護に対してどのような効果があるのか、実務の面から考察する。 
 
2．既往研究 
本研究では面的記念物保護制度（第２章）、記念物地誌（第３章）、記念物の周囲環
境保護（第４章）の３つのテーマについて論じている。いずれのテーマも、これまでに日本で
論じられた例はないが、関連する研究を下記に整理する。 
文化財保護制度の研究について 
現在の日本の文化財保護制度の課題を取り上げた論考 
①萩野昌弘 1995「現代化の論理－文化財と日本－」『関西学院大学社会学部紀要』 
②福田珠己 1996「赤瓦は何を語るか－沖縄県八重山諸島竹富島における町並み保存運動」『地理学評論』 
③文化財保護委員会    
 1997「文化財指定制度（古社寺保存法制定）100 周年」『月刊文化財 No.411』 
④堀川三郎 1994「地域社会の再生としての町並み保存－小樽運河再開発地区をめぐる運動と行政の論理構築過
程」 
⑤－－－－ 1998「歴史的環境保存と地域再生 町並み保存における「場所性」の争点化」『講座社会学 12 環境』東
京 : 東京大学出版会大谷幸男編 1978『保全的刷新－歴史的環境再生をめぐって』 
日本の文化財保護制度の歴史的展開の研究 
⑥小川伸彦 1991「制度としての文化財－明治期における〈国宝〉の誕生と宗教・美術の問題－」『ソシオロジ 35』 
⑦西村幸夫 1984「建造物の保存に至る明治前期の文化財保護行政の展開－『歴史的環境』概念の生成史 その
1」『日本建築学会論文報告集』 
⑧－－－－ 1985「明治中期以降戦前における建造物を中心とする文化財保護行政の展開－「歴史的環境」概念の
生成史 その 2」『日本建築学会論文報告集』 
⑨－－－－ 1985「土地にまつわる明治前期の文化財保護行政の展開－「歴史的環境」概念の生成史 その 3」『日
本建築学会論文報告集』 
⑩－－－－ 1993「「史蹟」保存の理念的枠組みの成立－「歴史的環境」概念の生成史 その 4」『日本建築学会論
文報告集』 
⑪堀川三郎 1991「大正期文化財保存をめぐる行政と民家調査－『点』としての文化財保存」『近代日本社会調査史
（II）』：慶応通信 
海外の国家、都市の制度の研究 
⑫木村勉 1998「ドイツ・マイセンにみる歴史的な建物の修復－まちが生きるため、人びとが豊かに暮らしための保存」
『文化財 No.419』 
⑬西野嘉章 1994「「美術」から「文化財」へ－－フランスの学芸行政改革に関する報告書２－」『文経論叢』 
⑭西村幸夫 1996「風景計画の新潮流  欧米の景観コントロールから学ぶ－１」『造景Ｎｏ.1』 
⑮羽生修二 1997「フランスにおける歴史的建造物の過去と現在」『月刊文化財 No.410』 
⑯窪田亜矢 2002『界隈が活きるニューヨークのまちづくり―歴史・生活環境の動態的保全』 
⑰西村幸夫 2000『都市の風景計画―欧米の景観コントロール 手法と実際』 
⑱阿部成治 2001『大型店とドイツのまちづくり―中心市街地活性化と広域調整』 
⑲野呂 充 2002「ドイツにおける都市景観法制の形成（一）―プロイセンの醜悪化防止法〔Verunstaltungsgesetze〕を中心
に―」『広島法学 2002.6』 
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        図１ 本論に関連する既往研究の相関マップ 
図１に日本の既往研究で、本論に関連する既往研究の相関マップを示す。本論は文
化財保護と都市計画の連携に焦点をあてている。また制度について調査をしつつ、その運
用について実務者に聞き取りを行う手法をとっているが、都市計画制度に関する研究では
こうした手法をとった研究が数多くあり、なかでも⑯窪田亜矢 2002『界隈が活きるニューヨー
クのまちづくり―歴史・生活環境の動態的保全』および⑱阿部成治 2001『大型店とドイツの
まちづくり―中心市街地活性化と広域調整』は、制度のあり方について豊富な事例から考
察を行っており、その手法は本論でも参考としている。 
また、⑫木村勉 1998「ドイツ・マイセンにみる歴史的な建物の修復－まちが生きるため、
人びとが豊かに暮らしための保存」『文化財 No.419』は、文化財保護を専門とする実務者
が、実際にマイセン市に滞在し、文化財保護行政の業務を詳細に観察して、日本の文化
財保護との違いや参考とできる点を分析した本論がもっとも参考とした既往研究である。た
だし、研究の焦点は建造物の修理であり、この点が本論との違いである。 
次に、ドイツの既往研究について述べる。ドイツの既往研究については、各章のテーマに
関連する既往研究を章ごとにあげる。 
第２章のテーマであるドイツの面的記念物保護制度については、各州の面的記念物保
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護制度について、法律上の特徴を扱った論考がある。Tobias Leidinger による「Ensembleschutz 
durch Denkmalbereichsatzungen der Kommunen（地方自治体の記念物地区によるアンサンブル
保護）」は、ノルトライン＝ヴェストファーレン州をはじめとした記念部地区制度を扱っており、記
念物地区の法的解釈を解説している。また、「Ensembleschutz als Instrument des Denkmalrechts 
und sein Verhältnis zu anderen Instrumenten der Stadterhaltung und –gestaltung（記念物保護法制
度によるアンサンブル保護と、その都市景観の保護と形成に関する制度への影響）」3 で
は、記念物保護法による都市景観保護の可能性を扱った論考を著している。Tobias 
Leidinger は法律家であるため、制度がどのように運用されているのか、あるいは記念物保護
の実務において、どのような特徴が見られるのかといった、実務面については触れていな
い。 
 第３章で扱う記念物地誌については、Claus-Peter Echter による「Grundlagen und Arbeitshilfen 
städtischer Denkmalpflege in Deutschland（ドイツ都市の記念物保存のための基礎資料と手引
き）」4が、現在までにドイツで取り組まれてきた都市記念物保護手法の比較を行っている。
また Herbert Dellwing「Denkmalerfassung durch die Topographie（地誌による記念物の把握）」5は、
記念物地誌の成立過程や役割について概括している。 
第４章で扱う記念物の周囲環境保護については、Achim Weber が「Instrumente und Grenzen 
des Umgebungsschutzes bei Baudenkmälern(建築記念物の周囲保護の手法と境界)」において
記念物保護法における周囲環境について、法解釈の面から考察している。 
これら既往研究をふまえ、州の研究機関職員や地方自治体職員等、記念物保護に関
わる専門家への聞き取り調査を行った。 
 
3．調査と研究の方法－専門家への聞き取り 
 本研究の新規性・独自性は、ドイツの面的記念物保護および周囲環境保護における実
務上の特徴を明らかとした点にある。記念物保護制度の特徴を明らかとするため、州の研
究機関職員や地方自治体職員に聞き取りを行い、各州の面的記念物保護の登録方法
や景観保護における面的記念物保護制度の役割について、法律だけでは見えない実務
上の相違点を抽出し、比較した。 
本論は、2001 年 5 月 15 日～2002 年１月２８日の間に行った文化財保存に関わる専門
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家への聞き取りをもとに構成している。行った聞き取りは下記の通りである。 
Walter Buschmann 博士（ラインランド州立文化財保存局職員） 2001 年 5 月 15 日 
ラインランド州立文化財保存局職員。ノルトライン＝ヴェストファーレン州の産業遺産の調
査と保存についての専門家。その他アーヘン工科大学の講師として記念物保護の授業を
担当している。記念物保護制度全般および、記念物の調査や目録の作成方法について、
数回にわけて聞き取りを行った。 
Roland Günter 氏      2001 年 12 月 13 日 
歴史家。元ハンブルク大学教授。1970 年代にアイゼンハイム（Eisenheim）の労働者住宅
の保存を行い（当時はラインランド州立文化財保存局職員）、産業遺産保存のパイオニア
として知られる。主にノルトライン＝ヴェストファーレン州面的記念物保護の歴史について、聞
き取りを行った。 
Jörg Schulze 博士（ラインランド州立文化財保存局副局長）   
     2002 年 11 月 29 日、2002 年 1 月 31 日、2003 年 1 月 8 日 
元ラインランド州記念物保存局副局長、現在（2009 年）は退職。記念物地区制度がノ
ルトライン＝ヴェストファーレン州で実施された際に、担当者として制度の立案を行った。また、
記念物保存プランの制度づくりにも責任者として関わっている。ノルトライン＝ヴェストファーレ
ン州の面的記念物保護や記念物保存プランについて、制度の運用状況、各自治体に助
言を与える立場からの意見などを聞き取りした。 
ジャン・ニコラウス・フィーブロック氏（ヘッセン州立文化財保存局副局長）  
        2002 年 2 月 6 日 
ヘッセン州記念物保存局副局長。法律家。ヘッセン州における記念物地誌の作成状況
や、記念物登録上の訴訟について聞き取りした。 
グーナー・ピック氏（ミュンスター市下級文化財保護課職員）      2002 年 11 月 20 日 
ミュンスター市下級文化財保護課職員。７０年代よりミュンスター氏に勤務し、同市にお
ける保存条例の導入に関わった。（当時は記念物地区が導入される前だった。） おもに記
念物地区の実務上の課題について聞き取りした。 
Gert Kaster 博士（シュレスビッヒ－ホルシュタイン州文化財保存局職員）  
           2002 年 11 月 28 日 
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 シュレスビッヒ－ホルシュタイン州文化財保存局職員。同州はノルトライン＝ヴェストファーレ
ン州と同様に記念物保存プラン制度を導入しており、その実施状況について聞き取りした。 
エリカ・ヤンセン－シナーベル女史（ラインランド州立文化財保存局職員）   
           2002 年 12 月 6 日 
 ラインランド州立文化財保存局職員。ノルトライン＝ヴェストファーレン州の各自治体の記
念物保護の担当者に対して、記念物地区保護について助言を与える立場にある。制度の
運用状況、各自治体に助言を与える立場からの意見などを聞き取りした。 
そのほか筆者は 1999 年にかけてヘッセン州記念物保存局にアシスタントとして勤務しており、
その間に各局員に聞き取りを行った。 
そのほか事例調査では、下記の専門家への聞き取りを行った。 
ローランド・フロメ 
建築家、
Dr.Schirmacher + 
Partner 勤務 
2002 年 2 月 5 日、
2002 年 6 月 3 日 
アストリット・ジーマ イドシュタイン市下級
文化財保護課職員
2002 年 2 月 5 日 
イドシュタイン市 
 
ルディ・ラウンシュプラ
ッハ 
イドシュタイン市建築・
交通課局長 
2002 年 6 月 3 日 
ビョルン・シュミッツ モンシャウ市都市計
画局職員 
2002 年 6 月 24 日 
モンシャウ市 
 ヨアンナ・キルヒ モンシャウ市下級文
化財保護課職員 
2002 年 12 月 17 日
ガブリエル・ホーン博
士 
プロイセン時代の宮
殿と庭園財団職員 
2002 年 8 月 28 日 
マティアス・カーツ ポツダム市文化財
保存局職員 
2002 年 8 月 28 日 
ポツダム市 
アンドレア・カレッセ ポツダム市文化財
保存局局長 
2001年6月15日、2002
年11月13日 
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3 Instrumente der Städtebaulichen Denkmalpflege. Berichte zu Forschung und Praxis der Denkmalpflege in 
Deutschland, Hamburg, 1995 
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4．本論の構成 
ドイツの都市景観保護ー都市景観を記念物として条例により保護する手法（記念物地区制度）の研究
第４章 都市景観保護の手法
なぜ都市景観を記念物と
して保護するのか？
ドイツの都市条例―建築
の外観規制による都市景
観の形成と継承・発展
面的記念物保護制度の特
徴どうやって記念物を保
護するのか？
-州による手法の比較-
第2章 都市景観保護の動機
ドイツにおける記念物周
囲の保護手法について
より広い都市景観を保護
するためにはどうすれば
よいか？
第３章 都市景観保護の条件 第５章 都市景観保護の発展
記念物の情報は、どのよ
うに整理するのか？
ドイツ・ヘッセン州の記
念物地誌
 
 
 本論は４章から構成され、ドイツの制度である都市景観を記念物として条例により保護す
る手法を論じている。各章の中心テーマを質問の形で示すと上図にようになる。 
本論は、都市景観を記念物として条例により保護する手法について考察するにあたり、下
記章立てで、論文を構成している。 
第２章 都市景観保護の動機（なぜ都市景観を記念物として保護するのか） 
  ドイツにおける都市景観保護の歴史を素描し、どのような方法で保護が試みら
れてきたのか、また、どのような課題を抱えて、現在の記念物としての都市景観保
護が生まれたのか、明らかとした。 
第３章 都市景観保護の条件（どのようにして都市景観のなかの記念物の情報を整理
するのか） 
  都市景観の歴史保護を行うためには、歴史という知識を整理して、公に共有で
きる資料をつくる必要がある。都市景観を構成する要素について、どこに何が、ど
のような形で残されているのか、これを整理する仕組みである記念物地誌を取り
上げ、その効果について考察した。 
第４章 都市景観保護の手法（どのようにして都市景観を記念物として保護するのか） 
 都市景観を面的記念物として保存する手法について論じる。ドイツの面的記念
物保護制度について述べ、具体的な自治体の取り組み事例をあげて実務面で
の制度の運用状況について考察した。 
 ⇒初出「ドイツ・ヘッセン州の記念物地誌 : ドイツの記念物保護手法の研究」 
日本建築学会計画系論文集 (619), 245-250 ,20070930 
第５章 都市景観保護の発展（より広い範囲（眺望など）はどのようにして保護するのか） 
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 眺望のように面で覆えないような景観の保護はどのようにして可能とすることがで
きるのか、記念物の立場から、記念物の周囲環境の保護にどのようなアプロー
チが考えられるのか、ドイツにおける事例を取り上げ、その手法について考察した。 
 
5．用語の定義 
本論に先立ち、本稿で重要な語となる「記念物」、「面的記念物」「記念物保護機関」の
用語について定義する。 
 記念物とは、ドイツ語で Denkmal のことを指す。日本の「文化財」に相当するが、語源や定
義が異なるため、本稿では「記念物」に統一する。 
ドイツの「記念物」と日本の「文化財」との大きな違いとして、ほとんどの州の記念物の登録
は不動産を対象としていること（美術工芸品の登録は行われていない州が多い。）、国宝・
重要文化財といった重要度に比したランク分けはされていないこと、があげられる。また記念
物は国による登録ではなく、州か地方自治体による登録によって定められている。記念物の
数は、正確に把握されていない州もあり明確ではないが、ドイツ全体での記念物数は、100
万 棟 と も い わ れ て い る 。 （ 記 念 物 保 護 の た め の ド イ ツ 国 家 委 員 会 （ Das Deutsche 
Nationalkomitee für Denkmalschutz）調べ） 
 面的記念物（原語 Flächendenkmal、もしくはアンサンブル（Ensemble）と呼ばれる）とは単独で
記念物価値を持つ「点」の建築記念物に対して、複数の建築物やその周囲環境で記念
物価値を持つ記念物を指す。面的記念物として「面」をどのように定義するかは、各州によ
って異なっている（第２節参照）。 
 記念物保護機関は、記念物保護行政が各州に委ねられていることから、その行政機構
は様々である。ただし、ほとんどの州において、上級記念物保護機関(Obere Denkmalbehörde)、
下級記念物保護機関(Untere Denkmalbehörde)、記念物専門機関(Denkmalfachbehörde)を設
置している。下級記念物保護機関は、役所の課として記念物所有者からの申請を受けた
り、記念物保護法に照らした行政指導を行うなど、記念物保護の実務に関わる立場にあり、
州によって市町村レベルで、あるいはクライス（県）や独立都市レベルで設置されている。もし
下級記念物保護機関での判断が困難な場合、判断は上級記念物保護課へと上げられ
る。上級記念物保護機関は州政府内に設置されることが多く、ゆえに上級と下級の関係
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は、州と地方自治体の関係と捉えられる。 
ドイツにおいて文化財行政を推進する主体は、原則として州である。しかしながら、州は、
記念物保護の課題を市町村やクライスや（郡）に業務や権限を移管している。その結果、
州政府と地方自治体は、さまざまな記念物保護の課題を分担して取り組んでいる。 
記念物保護の課題は、法律により記念物保護と記念物保存に分けて述べられている。
記念物保護は、記念物保護法に基づき行われる行政手続で、記念物として登録を受けた
建築物等の保護を行うことなどがある。記念物保存とは、記念物を保存するために専門的、
科学的洞察に基づき行われる学術的行為で、建築物の歴史的価値判断のことなどがあ
げられる。このようにドイツの記念物行政は、記念物保護と記念物保存という定義に基づい
て、法に基づく記念物保護に関する業務を遂行する機関と、記念物保存として学術的な
課題に取り組む専門機関に分けられる。 
記念物専門機関は、そのアカデミックな成り立ちにより、州の機関として位置づけられてい
る。一方で記念物保護機関は、地方自治体に置かれ、市民が記念物に関わる行政手続
をする場合などの実務的な業務は下級記念物保護課が行っている。 
日本の文化財保護行政では、文化庁が文化財の指定を行い、学術的な調査・研究
は、東京文化財研究所と奈良文化財研究所が行っているが、この文化庁の指定業務を
東文研や奈文研が担っていると見なすことができるだろう。（ただし、各州に研究所が置か
れていることになるが） 
文化財を指定する官庁が、州ごとに置かれていると、指定基準が曖昧になるようにも思
われるが、州に記念物行政を移管している背景には、歴史的な理由がある。ドイツにおける
記念物保護がはじめられた１９世紀は、ドイツが国家として統一されておらず、各領邦国家
が独自に記念物行政を進めていた。プロイセン帝国成立後、一時的に記念物行政が統
括された時期もあったが、結局各地域の文化的自律性を認め、現在に至っている。 
専門機関と行政機関を分けている理由はいくつかあり、まず、記念物登録における自律
性を保証することがあげられる。本来、記念物は学術的な観点から、その本質的な価値を
客観的に判断するべきである。もし、行政が記念物の登録を行い、政治的な理由や、予
算不足といった行政上の理由により登録が見送られれば、結果的に公益を損ねる可能性
がある。このことを考慮して、機能の分離がなされている。 
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さらに、財政上の理由もある、記念物の専門家は、各地方自治体の担当者を支援するが、
直接市民とやり取りする下級記念物保護課ほどには、人員が必要ではないためである。 
各州の記念物保護機関はほとんどの場合、三段階（最上級記念物保護機関、上級記
念物保護機関、下級記念物保護機関）に区分されている。ただし規模の小さな州や独立
した行政区として独自の制度をもつ都市（ベルリンやハンブルクなど）には、中間の組織はな
い。 
最上級記念物保護課は、ほとんどの場合、州の文部科学省である。上級記念物保存
局は、州の行政機関であり、下級記念物保存局はクライス（郡）に属さない都市、クライス
（郡）、あるいはクライス（郡）に属する市町村で、建築許可申請の窓口を持つ行政組織に
置かれている。これは、記念物保護に関する案件は、多くの場合、建築許可申請とも関わ
ることが多いためである。 
一方下級記念物保護課は、各自治体のレベルに置かれている。その役割は、自治体
にある記念物を保存し、記念物に関わる計画（建築計画、都市計画）に記念物保護法に
基づき、注意を払うというものである。主な業務としては、下記のようなものがあげられる。 
・記念物の状態のモニタリング 
・記念物をめぐる違法行為の取締 
・記念物の利用に関する承認 
・専門局（記念物保存局）の意見に対する、記念物保護法を根拠とした検討 
・記念物の改修に対する是非の判断 
・行政内のほかの部署との意見調整 
・記念物保護に対する補助金の交付 
・情報公開 
下級記念物保護課は、補助金交付をのぞく業務について、自ら決定し行使する権限を
持っている。役所における下級記念物保護課の立場は、原則として建築課と同等に位置
づけされている。これは下級記念物保護課の業務が、建築課が建築許可申請に取り組む
のと同じくらい重要度が高いと見なされているためである。 
 記念物専門機関(Denkmalfachbehörde)は州の専門機関として別に設置されている（以下
州立記念物保存局とする）。この機関は記念物登録に関わり専門的見地から記念物保
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護を進める立場にある。より上級の機関による政治的介入を避けるために、州の独立機関
として上級記念物保護機関と同等のレベルとされることが多い。 
記念物専門機関の役割は、記念物保護法のなかに具体的に明記されている。州によって
詳細は異なるが、およそ次のようなものとなっている。 
・記念物の価値評価 
・記念物の体系的な把握（インヴェントリー） 
・記念物目録の作成 
・記念物の科学的調査 
・情報公開 
・保存、維持、復原に関するアドバイスと支援 
・記念物の改造申請に対する内容確認 
・記念物保存活動の支援 
・考古発掘による調査、遺構の保存と監視 
・所得税控除証明書の発行 
・公用徴収、罰則処置の実施 
 
州によっては、これらの業務のいくつかを、下級・中級記念物保護課に移管している。た
だしこの移管によって、記念物専門機関の本質的な業務（専門的、科学的、助言的領域
において活動し、記念物の価値を定める）が変わるものではない。 
記念物専門機関は、科学に関する責務を負い、行政決定や政治的なコンテキストから
は独立して活動すべき、とされている。文化財保護以外の公益が、どのような影響を受け、
それは受け入れられる程度のものであるか、という調整作業は下級記念物保護課が取り組
むべき業務とされている。 
記念物専門機関のもっとも重要な業務は、記念物を選ぶことである。既存の建築物の
なかから歴史的価値を持ち、保護することが社会の利益につながるものを探し、記念物とし
て登録する業務である。建物は記念物であることによって、はじめて記念物保護法が適用さ
れることとなり、保護や保存を検討することが可能となる。さらに、こうした記念物の選択プロ
セスが行われていくことによって、事例として記念物となる建物の基準が定まり、結果的には
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記念物保護課そのものの業務量を定めることになる。 
 
 
図２ ドイツの記念物保護行政の組織図（Karl-Reinhard Seehausen ”Denkmalschutz und Verwaltungspraxis” 
Deutsche Verlags-Anstalt DVA, 2000 を参照として作成） 
 
条例とは、（ドイツ語で Satzung もしくは Statut にあたる）、広義には地方自治体や大学、民
間団体などの私的・公的組織が、自らの自治のために監督官庁の同意を受けて制定する
規則であるが、本章では、特に地方自治体が、国または州の法律により権利を与えられ、
都市景観の形成と継承・発展を目的として、都市建築物の外観を規制するために作成す
る条例とする。 
記念物地誌(Denkmaltopographie)とは、ドイツ各州の都市や地域に所在する記念物につい
て、その基本情報（建築年、施主、建築家、特徴など）を、地図とともに掲載した公刊物で
ある。第３章にてその詳細については扱う。 
記念物地区（Denkmalbereich）とは、いわゆる日本でいう伝統的建造物群保存地区に相
当するもので（ただし、保護の網は伝建よりも広い範囲に対してかけられており、対象も町並
みだけでなく、自然景観までを含む多様性に富んだものである）、州や市によって表のような
呼称となっている（表２）。呼称のみならず、各州・市によって、その呼称、概念、法律、保
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護方法のすべてにわたって違いがある。 
Denkmalbereiche [文化財地区] 
ブランデンブルク州、メクレンブルク-
フォアポンメルン州、ザクセン-アンハ
ルト州、ノルトライン＝・ヴェストフ
ァーレン州 
Gesamtanlagen [全体施設] バーデン-ヴェルテンベルク州、ヘッセン州、ブレーメン市、ハンブルク市 
Denkmalschutzgebiete [文化財保護地区] ザールランド州、チューリンゲン州 
Mehrheit baulicher Anlagen [多数の建築施設] バイエルン州、ベルリン市 
Gruppe baulicher Anlagen [建築施設の集合] ニーダーザクセン州 
Gruppe von Sachen [集合体] シュレースヴィヒ-ホルシュタイン州 
Denkmalzonen [文化財ゾーン] ラインランド-プファルツ州 
Flaechendenkmal [面的文化財] ザクセン州 
 
 
 
表２ 市ごとの、文化財に指定された複数の建造物および特定エリアの呼称 
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第２章 都市景観保護の動機―なぜ都市景観を記念物として保護するのか 
 
1. はじめに 
 
ドイツの都市景観の多くは、今日では面の
記念物として保護されている。その規模は、
日本の伝統的建造物群保存地区よりもさら
に広く、都市全体にまで広がっている。では、
なぜこのような形で都市景観を記念物として
保護するようになったのだろうか？ 
本章では、この疑問を探るにあたり、ドイツ
の景観保護の歴史を紐といてみたい。 
ドイツの都市景観保護においては、都市建
築物の外観規制が大きな役割を果たしてき
た。ドイツの都市では、建築の外観をどのよう
に定め、無秩序的な開発から守るべきか、そ
の方法が常に模索され続けてきた。そして地
方自治体が定める条例によって、建築の外
観規制が行われてきた歴史がある。 
それが、どのような帰結で記念物保護と連
携を取るようになったのか、条例による建築の
外観規制の歴史を俯瞰し、現在の制度が生
まれた過程を紐解いてみたい。
写真１ はじめにリューベックの都市景観 
写真 2 モンシャウ市の都市景観 
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建築の外観規制という問題は、その実現は条例という手段によって地方自治体にゆだね
られたが、その法律は時代によって、国のレベルではなく、地方（州）のレベルで制定されてき
た。すなわち国ならば一つだが地方ならば地方の数だけ法律が生まれた。プロイセン時代
やドイツ帝国時代は、同じドイツでありながらも、プロイセン以外の領邦で類似の法律がつくら
れた。 
もともとドイツは、多くの領邦国家の集まりだった。現在のドイツの地域には、貴族や教会、
あるいは地方豪族たちが、それぞれに治める領邦国家が広がっていた。このなかのひとつで
ある、プロイセンは１８・１９世紀を通じて、その勢力を強め、やがてプロイセンを中心とするドイ
ツ帝国が１８７１年に成立することとなった。しかしドイツ帝国は第一次世界大戦に敗北し、
代わって王政が廃止されたワイマール共和国が１９１８年に成立した。そして１９３３年に行わ
れた選挙において社会主義派が主権を勝ち取り、やがてヒトラーによるナチス独裁がはじま
ることとなった。１９３９年に勃発した第二次世界大戦の敗北によって、ドイツは１９４９年にドイ
ツ連邦共和国（西ドイツ）とドイツ民主共和国（東ドイツ）へと国の分割を強制された。そして１
９８９年に再び西ドイツと東ドイツが統合されることとなったのである。ドイツの外観規制のため
の条例は、このように国が変遷するなかで発達した。 
戦後は建築外観規制に関する法律は、州ごとに制定されている。このように法律の制定
が多岐にわたるため、本章の限られたなかでは、取り扱う法律を絞らなければならない。この
ため、プロイセン時代とドイツ帝国時代はプロイセン領、戦後はノルトライン＝ウェストファレン州
の法律を取り上げている。 
本章では条例による建築外観規制の歴史を扱うが、１．建築外観規制の起源、２．美
観形成・保護のための建築外観規制、３．歴史保護のための外観規制の３つをテーマとし
て述べる。第２章（条例による建築外観規制の起源）にて、条例による建築外観規制が、
どのような目的と方法でもってはじめられたのか、いくつかの例をあげる。第３章（条例による
建築外観規制の発達）では、２０世紀初頭から戦後にかけて、条例による美観保護のため
の外観規制がどのように発展したのか、醜悪化防止法を軸として述べる。第４章（条例によ
る建築外観規制の現在）では、戦後に成立した記念物保護法による記念物地区条例に
ついて、なぜ記念物としての都市景観保護が生まれたのか、その都市景観の継承に果た
す役割について扱う。 
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  法令 原語 概説 
中世 
ザクセンシュピーゲル Der Sachsenspiegel 
中世の都市条例（ライプチッヒでは、1927 年ま
で用いられていた） 
1794  
プロイセン一般ラント法 
Das Preussische 
Verunstaltungsgesetz 
町並みを損なう行為の警察による取締りを定め
た法律（施行の背景には革命対策としてバリケー
ドの設置などを取り締まる目的もあった）。 
1875  プロイセン後退線法 
Preußisches 
Fluchtliniengesetz 
建築物は、国が定める「街路線・建築線」を越え
てはならないことを定めた法律。 
1902  
ドイツで最初の記念物保護法
（ヘッセン記念物保護法） 
Das hessische 
Denkmalschutzgesetz 
ドイツで最初の記念物保護法、ヘッセン=ダルム
シュタット領にて施行された。記念物の周囲環境
を損ねる行為の防止および記念物保護のための
条例作成に関して規定されていた。 
1907  醜悪化防止法 
Das Preussische 
Verunstaltungsgesetz 
条例が多くの地域で作成される契機をつくった。
また、記念物保護法としても機能した。一方で「醜
悪」という概念が主観的で都市景観の保護におい
て明確な根拠を持たなかった。さらに建物の取り
壊し行為自体は禁止事項ではなかったので、記念
物の保護としては不十分だった。 
後の州建設法の施行まで都市景観に関する法令
として引用された。 
1918  プロイセン住宅法 Preußisches Wohungsgesetz 建築後退線法に則り、より細かい規定を課す 
1919  建築調和法 Einheitsbauordnung 
建築の外観素材・色などを周囲と合わせることを
明記 
1919  ヴァイマル憲法 Weimarer Verfassung 
第 150 条において、「芸術、歴史、自然、記念物
は国家の保護と保存を享受する。」と規定がなさ
れた。 
1925  
プロイセン都市建築法草稿の
公開 
Preussisches 
Staedtebaugesetz 
後の建築形成法の草稿、はじめて肯定的表現が含
まれる。 
1936  
建築規制に関する命令（建築規
制令） 
Die Verordnung über die 
Regelung der Bebauung 
(Bauregelungsverordnung) 
市町村による建築地域（小団地地域、住居地域、
商業地域、工業地域）を指定できるようになった
1936  
建築形成に関する命令（建築形
成法） 
Die Verordnung über die 
Baugestaltung 
(Baugestaltungsverordnung) 
都市全体の景観保全を目的として建築形成を規
制、規制内容は「建設計画 Aufbauplan」の形式
で指定。建物デザインや変更に対する規制を条例
によってかけるが、火急の場合には上級機関にそ
の作成を義務化させられた 
1950  
ノルトライン＝ヴェストファ
ーレン州憲法 
Landesverfassung des 
preussischen Nachfolgendes 
Nordrhein-Westfalen 
第１８条第２項「美術、歴史、文化、景観の記念
物と自然記念物は、州、自治体、自治体連合の保
護を受ける」との規定がなされ、1984 年に記念
物保護法が施行されるまでは、同州の記念物保護
の法的根拠とされる。 
1960  
ドイツ建築法典 Das Bundesbaugesetz 
都市計画策定の段階で、記念物保護に対して配慮
することが定められた。 
1962  
ノルトライン＝ヴェストファ
ーレン州建設法 
Bauordnung für das Land 
Nordrhein Westfalen 
第 14 条第２項第２文にて「建築および自然記念
物は、そのほかの保存すべき価値を持つ周囲の特
質とともに、損なわれてはならない」との条項が
定められる。 
1971  都市建築促進法 
Das 
Städtebauförderungsgesetz
これまでの再開発においては新築を対象として
いた補助金政策について、古い建築物に対しても
補助の対象とすることを定めた法律 
1973  
ドイツ記念物保護に関する国
際委員会の設立 
Das Deutsche 
Nationalkomitee für 
Denkmalschutz 
「ドイツ記念物保護に関する国際委員会」が設立
され、記念物に関する専門的、社会的、政治的機
関の連携に寄与することになる。 
黎明
発
展
期
停滞期
躍
 
 
進
 
 
期
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1973  
記念物保護年のモデル都市を
選定 
  
ヨーロッパ会議にドイツの５つの都市（アルスフ
ェルド、ベルリン、ローテンブルク・オプ・デア・
タウバー、トリアー、クサンテン）を、歴史的都
市構造を残した見本となる事例として提案。 
1975  
ヨーロッパ委員会主導による
「ヨーロッパ記念物保護年」 
Europäisches 
Denkmalschutzjahr 
ヨーロッパの建築遺産保存の促進を目的として、
欧州会議の主導によって行われた年間キャンペ
ーンの開催 
1976  建築法典 Das deutsche Baugesetzbuch
歴史的建築物について配慮することを定めた条
項が加えられる。 
1971 
～1984 
記念物保護法の制定   
１０の西ドイツの州のすべてで、記念物保護法が
施行される。 
1984  
ノルトライン＝ヴェストファ
ーレン州記念物保護法 
Gesetz zum Schutz und zur 
Pflege der Denkmäler im 
Lande Nordrhein-  
Westfalen 
  
 
表１ ドイツにおける都市景観に関する法律等の制定状況（歴史的変遷） 
 
2．条例による建築外観規制の起源 
2．1 建築外観規制の起源（黎明期）―１９世紀までの中世の都市条例と啓蒙絶対主義
時代の建築外観規制 
 
都市景観を守る条例の起源は、中世にたどることができる。もともと多くの城塞都市がつく
られたドイツでは、建築規則によって都市建築の防火や防備を行うことで、都市自治の秩
序は守られていた。 
ドイツ語で書かれた最初の法律集ザクセンシュピーゲルは、ザクセン地方の慣習法を１３
世紀初頭にまとめたものだが、この中ですでに隣接する建物との距離を一定に保つことや、
防火対策として屋根葺材を定める旨が記されている。これらの条項は、都市秩序の維持と
いう観点から、警察による取締りの対象とされていた6。 
こうした都市秩序のための条例により町並みが秩序化される一方で、１７世紀、１８世紀
の啓蒙絶対主義の時代に入ると、美的観点にもとづいた建築規制が行われるようになる。
これは、領邦国家の支配者の嗜好を都市に反映させ、宮殿を中心とした壮麗な都市景観
を実現させようというものだった。そして多くの場合、大通りや広場に面する都市住宅につい
て、その階高やファサードのデザイン、使用される材質などが規制された。 
 
 
 
躍
 
 
進
 
 
期
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１７２０年頃のカールスルーへ市の市場
では、都市景観を整えるために、これから
家を建てようとする住民に、領主の求める
都市住宅の外観見本を示すため、住宅
模型が売られていた7。カールスルーへ市
は、カール・ウィルヘルム辺境伯によって１８
世紀初頭より発展した町で、宮殿を中心と
して北側に森が、南側に町並みが広がり、
町の道路は宮殿を中心として放射状に広
がり、同心円状に町並みが形成されてい
る。都市内は、階層別に住み分けされて
おり、３階建ての宮殿の周りに、２階建ての
貴族や役所の建物が並び、さらにその周
りに１階建ての市民や職工の家が建てら
れていた。 
ポツダム市でもまた、啓蒙絶対主義の
時代にフリードリッヒ大王によってポツダム
市の中心市街地が整えられた。 
そしてフリードリッヒ大王は、都市景観を整える一方で、公的資金により建てられた建築物
に対し、住民は建物のファサードを改造し、装飾を取り外してはならないとする命令を１７８７
年に発布し、仮に改造された場合には、即座に役所による監督と修理がなされることを定め
ていた。 
 
2．2 景観における「醜悪化」の禁止―１７９４年プロイセン一般ラント法 
 
ドイツは１９世紀にいたるまで、無数の領邦国家の寄せ集めであったが、やがてフリードリ
ッヒ大王らの治世を通じて、プロイセンが大領邦国家として発展し、ドイツの中心的役割を果
たしてゆくようになる。プロイセンの領地では、民法と刑法を体系化したプロイセン一般ラント法
8の公布がなされ、この法のなかで、通りや広場での「醜悪化」の禁止が定められた。 
写真 3 カールスルーへ市１８世紀の都市模型 
 
写真 4 王の命令によって整えられたポツダム市の町並み 
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プロイセン一般ラント法で定められた「醜悪化 Verunstaltung」の禁止とは耳慣れない言葉
だが、町の秩序を乱すような醜悪建築を取り締まることで、街路に面した崩れそうな廃屋や、
あるいは革命のためのバリケードなどの公共の安全を阻害する建築物がその対象として含
まれていた。 
当時、公の場における「醜悪化」の取り締
まりは、警察の管轄とされていた。これはなに
も制服を着た警官が街頭で取り締まるという
わけではない。「醜悪化」の取り締まりは、公
共の秩序を保つという、より広範な国家活動
の一部と捉えられており、「建築警察」という
名が与えられてはいたが、現在の建築監督
局のようなものだった。 
しかし、この法令が都市景観保護において
十分に役割を果たしたとはいえない。というの
は都市美の観点から「醜悪化」を取り締まるこ
とができなかったためである。１９世紀末の法
の解釈では、都市美の観点から「醜悪化」を
取り締まることは、建築警察の権限の逸脱と
判断されていた。 
１８８２年６月１４日のプロイセン高等行政裁判所による「クロイツベルク判決」は、当時の
法解釈の代表的な例である。この訴訟はベルリン警察が、ベルリン・クロイツベルク地区に
所在する土地について階高制限を設けたことに端を発する。警察による規制の意図は、整
備されたばかりの記念碑への眺望を確保するためだったが、階高制限を受けた土地所有
者は建築申請が却下されたために訴訟を起こした。裁判所は、警察の規制を違法とし、そ
の権限は危険防止のために行使されるべきとの判断をくだした。 
この判決により、これまでの警察による公共秩序への全般的な取り組みは、都市の危険
防止に対する範囲に制限された。つまり警察は市民が革命のためにバリケードをつくること
や、崩れそうな廃墟同然の都市住宅を取り締まることはできるが、都市美の観点から眺望
写真 5 クロイツベルク地区の記念碑 
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規制や外観規制を行うことはできないと判断されたのである。そして中世の都市城壁や町
並みは、都市が近代化する過程で次々と壊されたが、一部の例外を除いて9、これに対し
法的に歯止めをかけることはできなかった。 
 
3．条例による美観保護のための外観規制の発達（発展期） 
3．1 条例による美観保護のための外観規制のはじまり―１９０７年醜悪化防止法 
 
条例による美観保護のための外観規制のはじまりは、１９０７年に制定された醜悪化防止
法（地域や景観的にすぐれたエリアでの醜悪な行為に対する法律）にたどることができる。こ
の法律にもとづき、地方自治体は外観規制を行う通りや広場、あるいは建築物を具体的に
指定することができるようになった。 
同法は、プロイセン一般ラント法では権
限の逸脱と見なされ、都市美が損なわれ
る事を「醜悪化」として取り締まるものだった
10。なぜ、これが可能となったのか。前章で
述べたように、クロイツベルク判決により、
都市景観の取り締まりを行う建築警察の
権限は制限され、都市美を守るために別
の法的可能性が探られていた。さらにその
一方で、都市の美観を守る運動が一般
市民の間に広がっていた。 
その代表的なのが、郷土保護運動である。この運動は様々な側面を持っているが、ロマ
ン主義の影響を受け、近代の工業や商業による破壊を免れた景観を守ろうとする運動であ
る。１９０４年にドイツ郷土保護連盟が設立されたことで、これまで各地で設立された同様の
趣旨の団体が、その傘下におさまり、政治的な影響力をそなえた大組織へと成長した。醜
悪化防止法の制定は、これらの運動が求める都市景観の保護に応えるものでもあったの
だ。 
１９０８年に、醜悪化防止法に関する公報が回覧された。この公報は、醜悪化防止法制
定の主旨と条文の解説が記されており、これを手がかりに当時の美観意識を見ると、「郷
写真 6 城門だけが残されたかつての都市城壁（リューベッ
ク市） 
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土」、「伝統」という考え方に導かれていたことがわかる11。醜悪化防止法は郷土保護運動
の後押しで成立した法律である。このことからして、郷土と伝統に即した町並みを美観として
実現することが醜悪化防止法の目指したものだったと考えられる。 
 
3．2 地方自治体の条例による建築の外観規制のひろがり―１９０７年醜悪化防止法 
 
醜悪化防止法は、条例を用いた地方
自治体主導の景観保護を促すこととな
る。 
同法の第二条で、地方自治体では、
条例によって美観を守るために、対象とな
る通りや広場を特定できることを定めており、
プロイセン領の各都市は、これを積極的に
活用したのだ。法律が施行されてから一
年の内に、９つの都市で条例が施行され、
３３の都市が策定を進め、１１２の都市が
条例を定めることに前向きな姿勢を示した
12。 
当時の都市景観保護は、受動的な建築規制が主体だった。それは「醜悪」な建築行
為が行われるか、もしくは行われそうになって、はじめて規制がかかる仕組みである。それゆえ、
条例とはいいつつも、今日のように、具体的に建物の窓の大きさや階高が決められている
わけではなく、条例が適用される場所や歴史的建造物が記された簡素なものだった13。 
では実際に条例によって、どの程度の景観規制の網がかけられたのか、１９０８年に条例
を施行したモンシャウという町を例に見てみよう14。条例の第一条には「醜悪」行為が禁止さ
れた町の通りが列挙されている。これをもとに、モンシャウ市の道路を塗り分けると下図のよう
になる。モンシャウは峡谷に発達した町であることから、川沿いに細い道が広がる地形とな
っているが、その大部分の道が、条例の適用範囲となっていたことがわかる。 
 
 
写真 7 １９００年のモンシャウ全景 
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今日モンシャウの町を歩くと、
若干の例外はあるものの、歴
史的な町並みが比較的良い
状態で残されていることがわ
かる。第二次世界大戦以降、
１９８７年に現在の外観条例
が施行されるまでの間は、条
例の遵守がなされなくなった
時期もあるそうだが、いずれに
しても醜悪化防止法による条
例は、都市景観を守る一翼を
担ったといえるだろうし、なによ
りこれまで顧慮されなかった都
市景観保護が、地方自治体
レベルで取り組まれるようになっ
た点と実際に景観が保護され
ている点は高く評価できるので
はないだろうか。 
 
3．3 「醜悪化」の禁止から外観の誘導へ―１９３６年建築形成法 
 
地方自治体による建築外観規制のための条例は、その後も法律の改定とともに、内容
を充実させてゆくこととなる。 
１９１８年のプロイセン住宅法では、これまでは抽象的に「醜悪な建築行為の禁止」とされ
ていた建築規制が、より具体的に、通りに面した住宅ファサードの材料や色の周囲への調
和が求められるようになった。プロイセン住宅法にもとづいて、１９２５年にボッホン市15にて公
布された条例では、住宅の屋根傾斜・建材・色彩について、それが所在する通りや広場に
適したものとし、周りに調和するよう定めている16。 
さらに、１９３６年に施行された建築形成法では、戦前の外観規制方法においては、最も
図１ モンシャウ市道路における、条例の指定範囲 
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大きな変化が起こった。 
外観規制の方法が、これまでの「醜悪な建築行為の禁止」による受動的な外観規制か
ら、あらかじめ外観を具体的に規定する能動的外観規制の誘導へと変化したのだ。受動
的な外観規制から能動的外観規制への変化の原因は、1907 年に制定された醜悪化防
止法が、期待が寄せられながらも有益な効果をもたらさなかったことにある。1920 年代より醜
悪化防止法にかわる法制度の策定が進められており、1925 年の草稿において「建物は、そ
のファサードにおいて、あらゆる面から見て建築美を形成すること」という、最初の能動的表
現の萌芽が見られる。建築形成法は、この考えを受け継いる。 
（第二条）「建築形成法」（施行１９３６年１１月１０日）抜粋 
建築物やその改造は、十分な考慮とふさわしい形成によって行われ、その周囲に調和さ
せられなければならない。そして、その場所や通りや景観や記念物や特徴的な自然景観に、
配慮が払われなければならない。 
第二条（１） この法を実現し、明確な都市建築的意図をふまえて実行するために、地区
条例や建築警察令により、建築と改造について、特別な要求をすることができる。地区条
例は、建築警察令によって定められた所轄官庁の同意のもとに公布されなければならない。
建築警察令は地方自治体（地方自治体連合）によって公布されなければならない。 
（２）上記（１）の要求に含まれるのは、主として、建物の立地、建物の外観、と
くに建物の屋根（改築、増築部分も含む）と外壁、さらに敷地の柵の形である。 
このような考えの変化の背景に、なにがあったのか。ひとつの説として、テ
オドール・フィッシャー（Theodor Fischer（1862～1938 年）建築家および著名な都
市計画家として 1920 年代を中心に活躍した。）による著作『都市建築芸術に関す
る６つの講義（Sechs Vorträge über Stadtbaukunst）』に、「十分に考慮された建築を生
み出す感覚が育てば、これにより建築警察によるいかなる規制にもまさる最良
の結果が得られるだろう。」との記述があることから、こうした同時代の都市景
観に対する論考が影響を与えた可能性があると思われる。 
建築形成法は 1939 年にドイツの都市が戦争により破壊されるまでの短い期間に、いくつ
かの自治体が条例を施行した。たとえばイツェヘー市の条例では、屋根傾斜などについて、
具体的な指定がみられる17。 
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このように、事前にあるべき建物の形態・材料・色彩を指定し、町並み形成を図る手法は、
現在のドイツの地方自治体が公布する外観条例と同じものだ。条例が定める内容が、それ
までの「醜悪化」の禁止とは異なり、具体的であることから、町並みの形成を規制によって
整える方法としては、有効なものといえる。建築形成法は、戦前のナチスの時代に成立した
ため、戦後にその法的有効性が審議されることとなったが、醜悪化防止法までの受動的外
観規制から建築形成法の能動的外観規制への移行は、都市美観形成にとって大きな進
展となった。 
しかしその一方で、都市景観の継承という課題は、建築形成法でも解決されないままだ
った。記念物を単一の建造物ではなく、面的にとらえ、歴史的町並みを指定する制度はなく、
都市景観の継承は「醜悪化」の禁止にゆだねられていたのである。建築形成法では表現
が多少変化したが18、都市建築物の歴史保護について言及はされなかった。なによりも醜
悪化防止法も、建築形成法も歴史的建築物の取り壊しを禁止してなかったのである19。こう
して都市景観の「形成」に対する制度が整う一方で、「継承」を可能とする制度の整備は課
題として残された。 
 
3．4 戦後の法的見直し（停滞期）―条例による都市景観形成のための建築外観規制の
後退 
 
第二次世界大戦まで、郷土保護運動を追い風として発展してきた、美観形成のための
建築外観規制は、ナチス時代に成立したという背景ゆえに、戦後に、その有効性が審議さ
れることとなった。建築の外観規制は、個人の権利と公共の利益の間で揺らぐ性質を持っ
ている。外観規制により、長期的に整った町並みが維持されるのであれば、公共の利益に
資することは自明だが、ナチスの時代は個人の権利があまりに抑圧されていたがために、戦
後の法制度の見直しにおいては、行き過ぎた規制と見なされた。そして、この審議により、建
築形成法第一条に規定される、受動的な建築規制（醜悪化の禁止）は認められたが、そ
の一方で、具体的な能動的外観規制は制限されることとなった。 
美観形成のための建築外観規制の法的有効性が制限されるようになった理由は、ナチ
ス時代の思想的影響を法律から払拭するためだったが、もうひとつは、戦後復興期の建築
ラッシュゆえに、「どの建物も、それを建てたいように１８」と開発志向の考え方が、西ドイツにお
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いて広がっていたためである。 
こうして建築形成法では、受動的な建築規制（第一条建築物やその改造は、十分な考
慮とふさわしい形成によって行われ、その周囲に調和させられなければならない。そして、そ
の場所や通りや景観や記念物や特徴的な自然景観に、配慮が払われなければならな
い。」）だけが残された。能動的な外観規制は制限され、条例による建築外観規制の法的
可能性は、実質的に醜悪化防止法が制定された２０世紀初頭のふりだしに戻ることとなって
しまった。 
 
3．5 現在の美観形成のための建築外観規制―１９５９年州建築令における外観条例 
再び条例による能動的な外観規制が行われるようになったのは、戦後復興が一段落し、
建築に関する諸法規の立法によって、現在の外観条例制度が成立してからのことである。 
この制度の成立は、1959年に策定された模範建築令にたどることができる。模範建築令
とは、州ごとに策定される建築基準法（ドイツでは州建設法と呼ぶ）のテンプレートのようなも
のだ。１９５９年に、ドイツ全州にて建築基準法を作成することが計画され、模範建築令の作
成が開始された。模範建築令にもとづき、西ドイツの各州は州建設令を策定・施行し、１９７
４年のニーダーザクセン州建設令を最後に、すべての州の建設令が出揃うこととなった。 
現在では、美観形成の観点から建築外観規制を行うにあたり、地方自治体は外観条
例を公布している。そして自治体が町並みの外観保護のために条例を公布する権利は、各
州の建設令（ノルトライン＝ヴェストファーレン州の場合はノルトライン＝ヴェストファーレン州建
設令第８６条20において定められている。 
外観条例という能動的な建築外観規制の一方で、受動的な外観規制である「醜悪
化」の禁止も、州建設令に残されている21。しかし、これが現実の都市景観保護に役立てら
れることは、ほとんどない。プロイセン時代から脈々と続いてきた「醜悪化」の禁止を見るにつ
け、なにが「醜悪化」であり、誰がそれを判断するのか、という問題が、この法律の規定には
常につきまとってきたからだ22 
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4．都市景観規制の現在（躍進期）－面的記念物としての都市景観保護 
4．1 歴史保護の観点からの都市景観保護 
歴史保護のために町を記念物として指定し、建築の外観を規制することは、２０世紀初
頭より記念物保存に関わる専門家の間で、求められてきたものだった。しかし、これが制度と
して実現したのは、１９７０年代に入ってからのことだった。１９７０年代とは、戦後復興にともな
う建築ラッシュが沈静化し、多くの歴史的建造物が残る中心市街地を、どのように継承して
ゆくべきか議論がなされるようになった時代だった。とくに１９７５年に行われた記念物保護年
では、記念物保護についてのキャンペーンを通じて、社会的機運が高まり、町並みの継承
が社会的な課題として取り上げられるようになった。こうした背景をもとに、西ドイツの９つの州
で新たに記念物保護法が制定されることとなった。都市景観の記念物としての指定は、こ
の法律のなかで定められることとなった。 
ヨーロッパ記念物保護年23とは、ヨーロッパの建築遺産保存の促進を目的として、欧州
会議の主導によって行われた年間キャンペーンである。記念物保護年は、英国の元大臣
だったダンカン－サンディーズ卿（Lord Duncan-Sandys）の提案によるもので、これを受けて１９７
３年に 「ドイツ記念物保護に関する国際委員会（Das Deutsche Nationalkomitee f･r 
Denkmalschutz）」が設立され、文化財に関する専門的、社会的、政治的機関の連携に寄
与することとなった。 
委員会は教会、建築家、地方自治体、職人の代表団によって構成されており、議長団
と３つのワーキンググループから構成されていた。長官にはバイエルン州芸術省長官ハン
ス・マイヤー博士が選出されることで、政治力を十分に持った機関として機能することを可能
となった24。政治家の興味を記念物保護に結びつけた委員会の功績は大きく、州の記念物
保存局への予算増額、人材の登用や、なにより西ドイツの全州での記念物保護法の施行
は、委員会の活動によって可能となった25。 
委員会によって 1974 年に公刊された出版物の冒頭において、マイヤー博士は次のように
述べている。 
「われわれの歴史的都市、中心市街地、農村は、今日さまざまな危険に直面しています。
わたしは、ドイツ・ユネスコ委員会が、この問題を取り上げたこと、さらにこの本によって、ヨーロ
ッパの建築遺産において、われわれが受け持つ遺産を保存すべく活動をはじめたことを、歓
迎したいと思います。われわれが受け継いだ建築遺産の歴史的特色や唯一性は、世界
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が妬むほどのものです。たとえ私たちの文化財が所在する、生活スタイルや社会構造が変
化したとしても、私たちは常に、私たちの歴史的都市、個々の建物、芸術作品のなかに私
たち民族の歴史が反映されているということを、意識に留めておくべきなのです。・・・」26 
委員会の活動に限らず、１９７５年には、数多くの自治体が、歴史的町並みを保護する
活動に積極的に取り組んだ。１９７３年に設立されたドイツ連邦記念物保存官連盟（die 
Vereinigung der Landsdenkmalpfleger der Bundesrepublik Deutschland）は、ヨーロッパ会議にドイツの
５つの都市（アルスフェルド、ベルリン、ローテンブルク・オプ・デア・タウバー、トリアー、クサ
ンテン）を、歴史的都市構造を残した見本となる事例として提案した。バンベルク、リューベッ
ク、レーゲンスブルクは、１９７３年に「歴史的都市の全体的な保存」の可能性を検討するた
めに共同でワーキンググループを設立した27。 
面的記念物保護制度は、こうした背景の中で成立した。当時は、記念物保護への社会
的取り組みが積極的に進められていた状況だった。 
いわゆる日本でいう伝統的建造物群保存地区に相当するこの記念物保護制度は（ただし、
保護の網は伝建よりも広い範囲に対してかけられており、対象も町並みだけでなく、自然景
観までを含む多様性に富んだものである）、州や市によって表のような呼称となっている（表
２）。呼称のみならず、各州・市によって、その呼称、概念、法律、保護方法のすべてにわ
たって違いがある。これは、外観条例のように模範建築令が作成されなかったことが原因の
ひとつと考えられている。 
Denkmalbereiche [文化財地区] 
ブランデンブルク州、メクレンブルク-
フォアポンメルン州、ザクセン-アンハ
ルト州、ノルトライン＝・ヴェストフ
ァーレン州 
Gesamtanlagen [全体施設] バーデン-ヴェルテンベルク州、ヘッセン州、ブレーメン市、ハンブルク市 
Denkmalschutzgebiete [文化財保護地区] ザールランド州、チューリンゲン州 
Mehrheit baulicher Anlagen [多数の建築施設] バイエルン州、ベルリン市 
Gruppe baulicher Anlagen [建築施設の集合] ニーダーザクセン州 
Gruppe von Sachen [集合体] シュレースヴィヒ-ホルシュタイン州 
Denkmalzonen [文化財ゾーン] ラインランド-プファルツ州 
Flaechendenkmal [面的文化財] ザクセン州 
 
 
表２ 市ごとの、文化財に指定された複数の建造物および特定エリアの呼称 
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面的記念物としての都市景観保護の方法は、大きく２つに分けることができる。ひとつは
条例を定めて面的記念物を保護する方法で、条例による都市の歴史的地区の保存を進
めている州は、ドイツ１６の州のうち、９つの州である28。 
条例で定められる内容は、１．指定範囲、２．指定対象、３．指定説明である29。詳細な
内容が定められるわけではないが、条例によって定められた範囲内の建物は、記念物とし
て保護の対象となり、都市景観に影響を与えるような修理の際には、地方自治体の記念
物課の同意を得なければならない。 
もうひとつの方法は、面的記念物を建物の集まりと定義し、個々の建物を記念物として
登録してゆくことで面としての保護を行う方法である。残りの７つの州が、この方法を採用して
いる。それぞれの方法の比較については、第４章にて具体的に自治体の運用例をあげて詳
述したい。 
 
4．2 外観条例による都市景観保護と面的記念物としての都市景観保護―美観形成と
歴史保護の住み分け 
 
現在は都市景観保護のための建築外観規制の方法について、美観保護の観点から
の外観条例による都市景観保護と歴史保護の観点からの面的記念物としての都市景観
保護があることを述べた。ではこのような、目的の違う制度を都市景観保護において共存さ
せる意義とはなにか。 
それは、都市景観の「継承」と「形成」という分化と考えられる。「継承」は都市の歴史的
建築物をいかに残すかということであり、「形成」は町並みを将来に向けてどのように発展し
てゆくか、ということである。 
かつて、都市景観の「継承」は「醜悪化」を阻止することで達成されてきた。しかし、「醜悪
化」が美観を根拠とする限り、その時代の感性や思想の影響を受けてしまう。第二次世界
大戦前の建築形成法などがその例としてあげられるだろう。しかし歴史を根拠として都市景
観の「継承」を行うのであれば、「あるものを残す」という客観性をもって都市景観の「継承」を
進めることができるだろう。そして能動的な建築規制を行う外観条例によって、将来の町並
みをどのように発展してゆくか、という「形成」を明確に分離して考えることができる。 
なぜ都市景観を記念物として保護するようになったのか。その理由は、美観形成のため
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の外観規制と、歴史保護のための景観規制を共存させ、都市景観の継承と形成をそれぞ
れの目的として明確化することにあるのではないか。 
 
5．結語 
本章では、現在の制度が生まれた背景を明らかとするため、都市景観保護に関する規
制の歴史と、それが生まれた時代の背景について考察した。 
都市景観保護のはじまりは、領邦国家の時代に、整備した都市の景観を維持しようとい
う動機を持ってではじめられた。 
それが、２０世紀に入ると郷土保護運動によって、美観を主眼とした都市景観保護が行
なわれるようになる。この背景には、産業化によって都市景観が急速に変化するなかで、伝
統的な都市景観に美を見出す価値観が、大衆のなかに広がったことがあった。 
醜悪化防止法や建築形成法は、都市の美観を守ろうという意図で成立した法律であり、
まず条例という地方に根付いた規制方法をとること（醜悪化防止法）、それをより具体的な
規制とすること（建築形成法）といった段階を経ていった。戦前の都市景観規制は、都市
の美観保護と結びついていたといえる。 
しかし、都市の美化を図ろうとする動きは、戦争によって分断され、戦後は、郊外の発展と
中心市街地の刷新のなかで都市景観の保護はほとんど省みられなかった。 
それが、７０年代の記念物保護年を境に転換する。古い建物を保護しようという動きが社
会のコンセンサスを得た。 
１９７１年の都市建築促進法において、古い建築物の維持にたいして、はじめて補助金
が割り当てられるようになった。さらに、記念物保護法を改正し、都市景観の発展と歴史の
継承を分けて捉えるため、記念物として都市景観を保護する制度が生まれた。この時から
の制度が現在まで続き、ドイツの現在の都市景観保護制度はこうした歴史の上に成立して
いる。 
都市景観保護の動機を探ると、その動機は時代の要請によって変化して来たことがわか
る。現在の制度は、規制の方法と、規制が都市建築にあたえる影響の模索の上に成り立
つ、美観と歴史保護のバランスがとれた地方主導の制度といえるだろう。 
しかし都市の歴史を保護するためには、歴史という知識を整理して、公に共有できる資料
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をつくる必要がある。日本の地方自治体の概念的な市町村史とは異なり、どこに何が、ど
のような形で残されているのか、これを整理する仕組みがドイツにはある。次章では、記念物
地誌と呼ばれるこの仕組みについて扱う。 
                                                                  
6 Martin F. B. Klein, Kommunale Baugestaltungssatzungen : rechtliche Bedeutung und praktischer Einsatz, 
Kohlhammer, 1992, p26 
7 Bert Bürger, Niels Gutschow, Karl-Jügen Krause, Bebauungspläne und Ortssatzungen : Instrumente 
zur gestalterhaltenden Erneuerung historischer Stadtgebiete, Das Deutsche Institut für Urbanistik, 1978, 
p.109 
8 １７９４年に、プロイセン支配下の地域の法律を統合する形で施行された大法典。その後
幾度にもわたる改正がなされ、当時のプロイセン領における重要な法源とされた。公の場に
おける不正常に関する条項は下記の２つに見られる。 
§３６ 通りや公共の広場に面した、市内の建築物を許可なく壊したり、撤去することを禁じ
る。 
§７１ 商店などで新しい看板が公共の利益を損なうか、危険とみなされた場合、もしくは、
通りや広場がひどく不正常化されると判断された場合には、役所の命令に従いこれは変更
されなければならない。 
9中世以来の歴史的建築物のなかには、文化財として保護の対象となったものもあった。し
かしいずれもひとつの建物として保護されたもので、町並みが対象となることはなかった。ま
た、近代化以前に数多くのドイツの都市を囲んでいた城壁は、プロイセン一般ラント法第３３
条により、主に治安維持の理由から取り壊しの防止が定められてはいた。さらに、施設の一
部が歴史的価値を持つ場合には、文化財として保護できるとされていた。しかし、城壁全体
が文化財として残されることはなく、多くの都市では結局のところ、城壁は道路整備の過程
で取り壊され、その門だけが、かろうじて残されたにすぎなかった.。 
10 「地域や景観的にすぐれたエリアでの不正常な行為に対する法律」（施行１９０７年６月
１５日）第一条建築や建築の改造を行う際に、もしこれによってその地域の通りや広場、ある
いはその地域の眺めが不正常化されるのであれば、これに対しての建築警察許可は却下さ
れる。 
第二条特定の通りや広場については、地域の条例により、その歴史的あるいは芸術的意
義から、事前に定めることができる。これにより、もし建築行為によって、その地域や通りの眺
望的特質が不正常化されるのであれば、建築や建築の改造を行う際の建築警察許可が
却下される。さらに地区条例によって、次のようなことが定められる。すなわち建築警察は、
個々の建築物において建築的な改造を行うことについて、歴史的あるいは芸術的意義か
ら却下することができ、また、それらの建築物の周囲において建築や建築改造を行うことを
却下することができる。これは、その建築物が持つ特質や印象が、建築行為によって不正
常化される場合である。 
11  「醜悪化防止法に関する公報（１９０８年）」抜粋 
過去数十年につくられた、都市や農村の新しい建築物を見るにつけ、市民が豊かになり、
建築構造や建材生産の分野における新技術の導入がなされるとともに・・・（中略）・・・ま
すます住宅は、目障りな外観や郷土とは無関係のモダンな姿をとるようになった。こうした動
きのなかで、伝統は軽視されている・・・ 
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（中略）・・・こうした外観志向の建築方法のなかで、とくに憂慮すべきものと感じられるのは、
切石積によるものと思われた建物の姿が、セメント造や石膏によって模倣されたものだったり、
芸術家が見出し、造り出した装飾が、工場で製造された代用品で複製されていた時であ
る。・・・（中略）・・・ 
このことからして、変革を促し、かつての健全な伝統と再び結びつけるべきだ。中小都市の
建築に、簡素な市民的特色を与えるべきだ。そして、農民の誇りがつつましさと一致し、郷
土の建材を用い、景観に調和し、かつ経済的な目的に照らしても実用的な建築をつくり、
かつて地域の建物が内観も外観も特色にあふれ調和していたような建築を農村につくるべ
きだ。 
12 Jörg Schulze, “enkmalbereiche“ Walter Buschmann ed., Denkmalbereiche im Rheinland, 
Rheinland-Verlag, 1996 p.21 
13 １９０８年に条例を制定したモンシャウ市の場合、次のような構成となっている。 
１．特定の通りと広場における不正常な改造、建築の禁止 
２．特定の建物と、その周囲における不正常な改造、建築の禁止 
３．本条例の適用除外 
４．上記の地域における不正常な広告、ショーウィンドなどの禁止 
５．上記の判断のための、専門委員会の設置 
６．行政区長官の判断による適用除外 
14 モンシャウ市は、ドイツとベルギーの国境沿いに位置する町である。町は峡谷を流れる川
に沿って伸びており、現在中心市街には、およそ１２００人が住んでいる。 
15 ボッホン市はルール工業地帯のほぼ中心に位置する町で、現在はノルトライン＝・ヴェスト
ファーレン州に属する。１９世紀の産業化時代より、炭鉱・鉄鋼業で栄え、人口はおよそ 32 
万人（1929 年当時）だった。 
16 「ボッホン市地区条例」（１９２５年） 第一条からの抜粋《》部分訳者補足。 
《条例で定められたすべての通りや広場に面する建物は》、建築様式、増築、屋根傾斜、
建物の外形線、建材、色彩について、《その周囲の》特徴的な建物や、通りや広場やそれ
に面する建物の建築的特質に適合し、調和させること。 
17 「イツェヘー市条例」（１９３８年） 第五条より抜粋 
第五条主屋を平屋根やマンサード屋根とすることは禁じる。２階建の建物の屋根は寄棟づ
くりとし、正面の流れは４５度〜５５度とし、側面の流れは６０度前後とする。２階建て建物の
雨樋の高さは、道路の雨落石より６．５ｍ前後〜６．８ｍまでとする。一階建て建物の主屋は、
切妻屋根とし４５度〜５５度の屋根傾斜とすること。さらに雨樋の高さは、道路の雨落石より
３．５ｍ〜４．５ｍとする。 
18建築形成法では、醜悪化防止法に見られた「醜悪化」の禁止という表現を、「十分な考
慮とふさわしい形成」あるいは「周囲に調和」といったような表現へと変えている。この表現の
変化によって、これまでは都市の美観形成上ふさわしくない行為を禁止するだけだった条文
が、ある方向（町並みの調和など）へと形成を促す条文へと変化している。 
19醜悪化防止法が歴史的建築物の取り壊しを防ぐことができないことは、醜悪化防止法の
制定時から、法律の専門家により、課題として指摘されていた。また建築形成法について
は、建築形成法の施行後、１９３７年に５００㎥以上の容積をもつ建築物の建替について、
役所への申請を義務づける法令が制定された。 
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しかし、その許可の基準は、歴史や美観の保護以上に、高速道路などの国内のインフラ整
備を優先しており、必ずしも成果をあげたとはいえなかった 
20  「ノルドラインーウェストファレン州建設法第８６条地区建築規則」抜粋 
（１）地方自治体は、地区建築規則を条例として以下のものについて公布することができ
る。 
１． 自治体の特定の地域、明確に区分できる建築地域や、建築がなされていない地域
において町並みの計画的な形成を目的とした、建築物の外観や広告、自動販売機につ
いて。・・・以下略 
都市建築的、芸術的、歴史的に重要な、特定の建築物、通り、広場、あるいは地区建築
物や、文化財、自然文化財の保護を目的とした広告、自動販売機についての特別な要
求。・・・以下略 
21外観の規制について、ノルドライン-ウェストファレン州建設法第１２条では次のように定めて
いる。《》部分訳者補足。 
「第１２条 外観《について》 
（１）建築物やその以外の施設や設備は、第１条第１項第２文により、形態、尺度、建築容
積や建築部材の状況にふさわしく、素材や色彩が外観を損ねてはならない。 
（２）建築物やそれ以外の施設や設備は、第１条第１項第２文により、その周囲環境と調和
し、通りや場所や景観の眺望が損ねず、それらの意図された外観を損ねてはならない。周
囲環境で保存価値のある特性は、考慮されなければならない。」 
22 しかし、ベルリン上級行政裁判所は次のような判決をしており、「醜悪化防止」の理解に
多少の変化が訪れたと見ることができる。 
「ベルリン行政裁判所判決」（１９８４年１月１３日） 抜粋 
広範囲にわたる戦後の再建が終わって、およそ４０年がたち、美に対する感覚は変化した。
場所や町並みにふさわしいデザインが、再び注目されなければならない。町並みをつくる
家々のファサードは、町並みの規則性や建築的調和に関する法律、に適合されなければ
ならない。 
23 正しくは「建築遺産に関するヨーロッパ年（Europäisches Denkmalschutzjahr des 
Architekturerbes）」だが、ドイツ国内では「ヨーロッパ記念物保護年（Europäisches 
Denkmalschutzjahr）」と呼称されることとなった。 
24 Gottfried Kiesow „Einführung in der Denkmalpflege“ Darmstadt, 1989 S.40 
25 Felix Hammer “Die geschichtliche Entwicklung des Denkmalrechts in Deutschland“ Tübingen, 1995 
S.326 
26 Deutsches Nationalkomitee für das Europäische Denkmalschutzjahr 1975 „Historische 
Städte-Städte für morgen“ Köln, 1974  S.3 
27 Jörn Düwel, Niels Gutschow „Städtebau in Deutschland im 20.Jahrhundert. 
Ideen-Projekte-Akteure“ Stuttgart/Leipzig/Wiesbaden, 2001  S.241 
28条例によるアンサンブル保護を行っているのは、次の州である：バーデン-ヴェルテンベルク
州、ハンブルク市、ラインランド-プファルツ州、ザールランド州、ベルリン市、ブランデンブル
ク州、メクレンブルク-フォアポンメルン州、ノルドライン-ウェストファレン州、チューリンゲン州 
29  1993 年に文化財地区として指定を受けたノルトライン＝ウェストファレン州モンシャウ市の
場合は、次のような文化財地区条例が施行された。 
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「モンシャウ市文化財地区条例」（１９９３年５月３日施行）抜粋《》部分訳者補足。 
第一条土地の指定範囲 
１．モンシャウの旧市街、および旧市街を囲み、歴史的な切石積の壁が立つ崖は、文化財
地区として定め、保護の対象となる。 
２．略 
第二条指定対象 
本条例の指定地域において以下のものが保護される。 
１．《町を囲む》峡谷より眺めることができる地理的な都市景観の位相とスレート葺きの屋根
によってつくられた景観 
ルール川の峡谷にひろがる町の立地とスレート葺きの屋根によってつくられた景観は、モンシ
ャウの歴史的街区とともに比類なき都市景観をつくりだしている。 
２．旧市街の眺望 
モンシャウ旧市街の調和した眺望は、建築物、道路、オープンスペース、緑地における眺
望上の関係や、立地の相互関係が成り立つ限りにおいて、これが保護されなければならな
い。 
３．旧市街の歴史的な城壁 
旧市街の歴史的城壁は、織機産業最盛期の証人であるだけでなく、道路や景観的ひろ
がりを区切る防壁として土地を利用する上で、不可欠なものである。 
第三条《指定の》根拠 
第一条および第二条にて定められた文化財地区においては、町の周囲の峡谷より眺めるこ
とができる地理的な都市景観、スレート葺きの屋根によってつくられた景観、旧市街の眺望、
そして都市の歴史とその都市建築的な発展にとって重要なモンシャウ市の歴史的な城壁は
保護されるべきである。その保存は、科学的、都市史的、文化史的根拠をもち、公益となる
ものである。（以下略） 
第四条法的効果 
文化財保護法第五条第二項により、本条例の指定範囲における文化財保護法第九条
に該当する行為は許可申請が必要となる。（以下略） 
第五条施行期日 
本条例は、その公示期日より施行される。 
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第３章 都市景観保護の条件－どのようにして都市景観のなかの記念物の
情報を整理するのか 
 
1． はじめに 
 
面的記念物として景観を保護するにあたり、最初に
取り組まれるべきは、面の設定である。地域のどの部
分を面的保護の対象とするべきなのか。保護する理
由はなにか。保護することによってどのような公益が生
まれるのか。これらの判断は、その地域にどのような価
値や特長をもつ歴史的な建物があるのか把握するこ
とによって行うことができる。 
目録による記念物の体系的な把握はこれを目的と
している。ただし、日本の文化財目録とドイツの記念物
目録が異なるのは、ドイツは記念物の地理的な位置も
目録に掲載している点である。この目録は、ドイツ記念
物地誌（Denkmaltopographie）と呼ばれている。 
ドイツ連邦記念物地誌（以下記念物地誌とする）と
は、ドイツ各州の都市や地域に所在する記念物につ
いて、その基本情報（建築年、施主、建築家、特徴
など）を、地図とともに掲載した公刊物である。ドイツ記
念物地誌は 1981 年に公刊が開始され、これまでに
127 冊（2006 年 4 月現在）が公刊された。    
記念物地誌が公刊されてきた背景には、ドイツにおける
記念物登録件数の増加がある。西ドイツの記念物保
護法は 1972 年～1980 年にかけて各州で制定・改定さ
れ、これを境として記念物の登録件数は増加し始めた
30。記念物保護法の制定・改定は、1975 年に行われ
たヨーロッパ記念物保護年31において、記念物保護
の重要性がキャンペーン活動を通じて社会的に認知さ
写真 1 記念物地誌の表紙（ラインガ
ウータウヌス郡記念物地誌） 
写真２ ドイツ記念物ハンドブックの表紙。
建築史家のゲオルグ・デヒオによ
ってその刊行が提唱され、ドイツ全
域の記念物の記録を目的として
1904 年より刊行が進められている
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れたことを受けたもので、記念物登録件数の増加を行
政側から促すものだった。そして記念物地誌は、増加す
る記念物を把握する手法として生み出され、定着してき
た。 
本章の目的は、ドイツの記念物地誌について、その記念物保護における役割・評価・問題
点を明らかとすることにある。記念物地誌の地方自治体における実際の運用状況を検証
するため、記念物地誌を手法として積極的に活用しているヘッセン州を中心に取り上げた。 
 論述の流れは、最初に記念物地誌成立の経緯（2．1）と、その作成目的について述べ
（2．2）、続いて記念物地誌の作成方法（2．3）と内容について述べる（2．4）。その上で記
念物地誌の記念物保護における効果と課題を検証する（2．5）。 
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2．記念物地誌 
 
2．1 成立の経緯 
 
 記念物地誌は記念物の情報を掲載した目録（インベンタール32）である。ドイツの記念物は
従来、グロース・インベンタールやクルツ・インベンタール33という目録により把握されてきた。
記念物地誌は、これら 19 世紀から作成されてきた目録を改革すべく下記のようなコンセプト
が定められた。 
1．西ドイツ（1990 年の統一後は旧東ドイツも含む）全州が合意の上で進める共通の指針と
目的を持つ目録とする。 
 ドイツの記念物保護は各州に裁量が委ねられ、従来は州によって目録の内容が様々なも
のとなっていた。ドイツ連邦・州記念物保存官連盟34は、1978 年に記念物地誌の提案を行
い、その目的と指針は西ドイツすべての州で合意された。そして、ドイツ全土にわたり記念物
地誌を作成することが 1980 年に州文化省定例会議35にて締結された。 
2．公刊を前提とし、記念物の位置を地図にプロットし、記念物間の地理的関係性を明らか
とする。また個々の記念物の説明は簡略化し、都市や郡（クライス36）全体の記念物の様
相がわかるような目録とする。 
 上記 1、2 のコンセプトの背景にあったのは、1975 年に行われたヨーロッパ記念物保護年
を契機とする「記念物」定義37の変化である。ドイツではヨーロッパ記念物保護年を契機とし
て、記念物保護に取り組む社会的機運が高まった。これに伴い、これまで省みられることの
少なかった、産業遺産、労働者住宅、戦後の 50 年代に設計された建築家作品などが、
「記念物」として認知され、州の記念物機関は、これらの記念物の登録を積極的に進めた。
結果、記念物の数は急速に増加することとなった。 
 記念物の地理的関係性は記念物数の増加と密接な関係がある。登録が積極的に進
められたことで、住宅一軒のみを登録するのではなく、通りに面した同時代の住宅をすべて
登録する、あるいは炭鉱施設を一構登録するのではなく、その周囲の労働者住宅等の関
連施設を登録する、といったことが可能となった。すなわち記念物の登録は一棟の建築物
に絞った点の保護ではなく、複数の関係施設が一括登録される面の保護に展開したといえ
る。その一方で増加した記念物をどのように把握し、また情報を公開して市民の理解を得る
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か、という課題もうまれた。記念物地誌は、この課題に応えるべき作成されることとなった。 
 西ドイツの各州はその端緒として、州内の記念物の緊急調査を行い緊急目録（シュネル・
インベンタール）38を作成した。緊急目録は調査項目を、記念物の住所、建築年、外観写
真に絞った簡単な目録だった。これを下敷きとして記念物の登録と記念物地誌の作成が
進められた。 
 1981 年に最初の記念物地誌がニーダーザクセン州より公刊されて以来、ドイツ全体で
127 冊（2006年 4 月現在）の記念物地誌が公刊されている。各州のこれまでの公刊状況を
表 1 にまとめる。 
 記念物地誌の公刊を積極的に進める州は、ヘッセン州とラインランド－プファルツ州であ
る。逆にノルトライン＝ヴェストファーレン州のように、これまでのところ 2 冊の公刊にとどまって
いる州もある。またシュツットガルト、カールスルーへ、ミュンヘン、ニューンベルク、リューベック、
ケルンなどの大都市は、記念物が多く所在する重要な都市でありながらも、現在まで公刊
されていない。記念物地誌公刊の進捗は、各州の裁量に委ねられ、義務化もされていな
いため、各州の取り組みに差が生まれる結果となっている。 
 旧東ドイツでは、東西ドイツの統一後、ブランデンブルク州が 1994 年に公刊したことを端緒
として、記念物地誌の公刊が進められてきている。 
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表 1 各州における記念物地誌の公刊状況 
1988、1999 年の公刊状況は Claus-Peter Echter “Grundlagen und Arbeitshilfen städtischer 
Denkmalpflege in Deutschland“ を参照、2006 年の公刊状況は筆者調査による 
 
 
 
 
州 1988 年 4 月 1999 年 1 月 2006 年 4 月 
バーデン・ヴェルテンブルク州 － － 2 
バイエルン州 4 16 22 
ベルリン市 － 4 7 
ブランデンブルグ州 － 5 9 
ブレーメン市 3 3 3 
ハンブルグ市 2 4 5 
ヘッセン州 6 20 28 
リューベック市 － － － 
メクレンブルク＝フォアポンメルン州 － － － 
ニーダーザクセン州 8 17 19 
ノルトライン＝ヴェストファーレン州 － 2 2 
ラインランド－プファルツ州 5 19 24 
ザールランド州 － － － 
ザクセン州 － 2 4 
ザクセン―アンハルト州 － － － 
チューリンゲン州 － － － 
シュレースヴィヒ－ホルシュタイン州 － 1 2 
計 28 93 127 
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2．2 記念物地誌の目的と記念物保護法上の定義 
 
 記念物地誌の目的は「記念物価値の公正な評価と把握を、ドイツ全土にわたり行うこと」
39である。そしてより具体的な目的として以下の 2 つの目的が掲げられている。 
1．市民と記念物所有者に、都市や郡内の記念物に関する情報を与え、理解を広めること 
2．上級および下級記念物機関40、地方自治体、建築家、都市計画家、ディベロッパー、
その他記念物保護に関係する専門家が共有する情報源として、記念物の基本情報を提
供すること。また、これによって記念物保護行政が円滑に進められ、かつ記念物保護の利
益が保証されること。 
 「記念物保護の利益の保証」とは、建設基本計画41などの策定において、記念物の保
護が適切に考慮されることである。 
建築法典（Baugesetzbuch）第一条には、下記の条文が規定されている。 
第一条 建設基本計画の任務、概念および基本 
（6）建設基本計画策定の際には、とくに次のことが考慮されなければならない。 
―1～4 略― 
5．建築文化の利益、記念物保護と記念物保存の利益、歴史的、文化的または都市計
画的な意義によって保存価値のある地区、道路および広場の利益、地区と自然の景観形
成建設基本計画では、もし現在の地域の環境に評価できる点があれば、現状をある程度
維持し歴史的・文化的価値の保存が考慮されなければならない、とされている。これは戦
後から 1970 年代まで優勢だった、既存街区をすべて取り壊して再開発する都市計画手法
に対する反省を踏まえたものといえる。そしていかに建設基本計画において街区をすべて取
り壊すのではなく、建築物を残し地域の歴史的・文化的価値の保存を達成してゆくかが「記
念物保護の利益の保証」に繋がる。 
 このため建設基本計画の策定段階から、下級記念物課などの記念物保護に関わる機
関や団体の参加が原則的に定められている42。 
 では、記念物保護の利益を検討するために建設基本計画において、なにが明確にされ
なければならないのだろうか。ドイツ連邦・州記念物保存官連盟は、建設基本計画上にお
いて建築法典に照らして記念物保護の側から検討されるべき点を表 2 のようにあげている。 
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表 2 建設基本計画にて検討されるべき記念物保護の利益 
VEREINIGUNG DER LANDESDENKMALPFLEGER IN DER BUNDESREPUBLIK DEUTSCHLAND, "Arbeitsblatt 
17  Denkmalpflegerische Prüfung von Bebauungsplänen im Rahmen der Beteiligung als Träger 
öffentlicher Belange B. Feststellung denkmalpflegerischer Belange" 2005 
記念物保護の利益として検討されるべき点 根拠となる法律の条項 
《建設基本計画の》適用範囲の自然環境はどのような現
状にあるのか、また適用範囲は、どのような歴史的発展をし
てきたか。 
建築法典第 1 条第 6 項第
4 文、第 35 条第 3 項第 5
文 
《建設基本計画の》適用範囲には、歴史的、芸術的、都
市建築的価値より保護すべき集落・広場が存在するか、
またそれらは適用範囲にどのような影響を与えているか。 
建築法典第１条第 6 項第 5
文 、第 172 条 
建設基本計画の適用範囲および影響領域に、建築物、
埋蔵記念物、歴史的文化景観の要素が示されているか。
これらは単独で、あるいは他の場所とともに、眺望、通りの
形態、景観に影響を及ぼしているか。また歴史的、芸術
的、都市建築的重要性を持っているか。  
建築法典第 1 条第 6 項第
5 文、第 172 条 
公共の利益の検討を行うにあたり、どのような専門的意見
が、記念物保護の側から述べられたか 
建築法典第 1 条第 6 項第
11 文 
ブランデンブルク州、ノルトライン＝ヴェストファーレン州、ザク
セン－アンハルト州、チューリンゲン州の記念物保護法に
おいて定められた記念物保存プラン、またバイエルン州記
念物保護法において定められた村落再開発のための記
念物保存調査票、あるいはそれ以外の記念物保護の見
地より作成される専門プランが、検討できるようになっている
か。43  
建築法典第 1 条第 6 項第
11 文 
《建設基本計画の》適用範囲や影響領域に、どのような
建築記念物、埋蔵記念物、あるいは面的記念物が存在
するか。それらの記念物は州の記念物保護法に従い建設
基本計画において識別できるようになっているか。 44 
建築法典第 9 条（6）、第
172 条、計画記号令第 14
条 
《建設基本計画の》適用範囲や影響領域に、記念物とし
て登録されていないが、記念物としての価値をもつと考えら
れる建築や地域が存在するか 45 
環境影響評価法第 3 条、
第 9 条、国土整備法第 2
条（2）第 13 文、連邦自然
保護法第 2 条第 1 項第 14
文 
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記念物地誌は、表にあげた項目を検討する際に有用な役割を果たしている。もし地域に都
市開発計画が持ち上がったとして、それに対して速やかに記念物保護の専門家が記念物
保護の利益を主張するには、地域に数多く存在する記念物の位置と情報を把握する必要
がある。そのためには、記念物の地理的分布について整理された情報が専門家により共有
されなければならない。これが記念物地誌に期待される目的の一つである。後節にて上記
の公刊目的が達成されているのか、聞き取りから検証したい。 
記念物保護法における記念物地誌の定義は州によって異なるが、ヘッセン州の場合、記
念物地誌は記念物保護法第十条に定める記念物ブック46に相当するとされている。公刊さ
れたヘッセン州の記念物地誌には冒頭にこのことが明記されている。 
 
 
2．3 ヘッセン州記念物地誌の作成－経費と期間 
 
 記念物地誌は州立記念物保存局に在籍する地誌作成官（2006年5月現在4人在籍）
と臨時職員（2006 年 5 月現在 16 人在籍）により作成される。ただしフランクフルト市のように
大都市の場合例外的に市職員によって作成されることもある。 
 経 費 と 作 成 期 間 を 具 体 的 に 示 す た め 、 以 下 は ラ イ ン ガ ウ ー タ ウ ヌ ス 郡
（Rheingau-Taunus-Kreis）の巻47を取り上げる48。 
ラインガウータウヌス郡は州の南西に位置する 17 の市町村から構成された郡である。郡の
広さは約 800 平方キロメートル、総人口は約 19 万人におよぶ。 
ラインガウ－タウヌス郡の記念物地誌は南部の 7 の市町村を収録した第一巻（現在作成
中）と記念物地誌は北部の 10 の市町村を収録した第二巻（2003 年に公刊）に分冊して公
刊されている。本節ではイドシュタイン市を収録した第二巻（以下ラインガウ－タウヌス郡第二
巻とする）を取り上げたい。 
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図 1 ラインガウ－タウヌス郡の位置（右図）と記念物地誌の表紙（左図） 
 
ラインガウータウヌス郡第二巻の作成経費は 500000 ユーロ（約 7000 万円）である。これとは
別に印刷、レイアウト、写真等に 250000 ユーロ（約 3500 万円）が掛けられた。このうち地方
自治体の負担は 35000 ユーロ（約 500 万円）だった49。  
ラインガウータウヌス郡第二巻の作成期間は、5 年間の予定とされた。しかし、目録作成官
が作成に専念したわけではなかったため、公刊は若干遅れることとなった。 
 
2．4 記念物地誌の内容 
 
2．4．1 ラインガウ－タウヌス郡記念物地誌の内容 
 
記念物地誌は各州で公刊が進められ、その内容は州による違いがある。そこでラインガウー
タウヌス郡の巻を事例として、その内容を見てみたい。 
ラインガウ－タウヌス郡第二巻は、最初に郡の景観的特長、集住史、経済史、村落や都
市構造の俯瞰を行い、郡全体の歴史的価値の分析を行っている。続いて各建造物の種
類（民家、教会、城砦、公共建築、鉄道施設など）から地域的特色や歴史的変遷の分
析を行っている。 
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図2 ラインガウ－タウヌス郡第二巻導入部、歴史地図と空撮写真による都市構造の分析
（右図）、各市町村における農家平面の比較（左図） 
出典：„Kulturdenkmäler in Hessen Rheingau-Taunus- Kreis II Altkreis Untertaunus“ 
 
導入部には 40 ページが割かれ、以下 500 ページにわたり市町村ごとの記念物情報を掲載
している。そのなかでイドシュタイン市50の記念物情報は次のような体裁をとっている。 
最初にイドシュタイン市の歴史を述べて都市発展による景観の形成過程を説明し、地図によ
り市内の記念物の登録状況を示す（図3左）。つぎに全体地区51に登録された地区の歴史
を述べ、全体地区内の建造物を住所ごとに簡潔に解説している（図3右）。さらに単一で登
録された建築記念物については歴史や外観について解説し、横に記念物の写真（建物の
外観写真、記念物によっては内観写真やディテールの写真、さらに古写真など）を掲載して
いる。ヘッセン州の特徴として単一の記念物の解説に重点が置かれており、レイアウトは三
段組とし、二段に写真を掲載して一段に文章による解説を載せている。 
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図 3 イドシュタイン市の記念物地誌（左：記念物の登録状況を示したイドシュタイン市の地図、
右：市内の記念物を解説したページ） 
出典：„Kulturdenkmäler in Hessen Rheingau-Taunus- Kreis II Altkreis Untertaunus“ 
 
以上がラインガウ－タウヌス郡第二巻を例とした記念物地誌の内容である。では逆にヘッセ
ン州の記念物地誌に掲載されないものとは何か。 
 埋蔵記念物はヘッセン州の記念物地誌には掲載されていない。その理由として、記念物
地誌のフォーマットを検討する過程で、記念物地誌のコンセプトが埋蔵記念物の専門家か
らの理解が得られず、掲載が多くの州で見送られることとなった経緯がある。しかし、都市計
画に埋蔵記念物が与える影響からすれば、本来はその記載が望ましい。  
また記念物地誌は、記念物の修理に役に立つ詳細な情報は提供していない。修理には
対象となる建築物の痕跡調査、さらに建築物に関連する資料調査などが必要であり、手
引きとして位置づけられた記念物地誌では、これに応えるだけの十分な情報があるとはいえ
ない。 
 以上のことから整理すると、記念物地誌の内容は下記のようになる。 
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記念物地誌の内容： 
1．都市や郡全体の歴史的価値の分析 
2．記念物に関する基本情報（建築年、施主、建築家、記念物の特徴など） 
3．記念物の古写真、現状の写真、図面 
4．記念物の位置が記された市町村の地図52 
 
2．4．2 記念物地誌の更新―内容更新の課題 
 
記念物地誌は内容の更新が必要である。登録により記念物の数は年々増加しているから
だ。しかし現在のところ内容を更新した第二版が出版されたことは、ほとんどない。原因は主
に作成にかかる経費や時間によるものである。これは記念物地誌の課題といえる。 
 記念物地誌は 1981 年より 25 年にわたり作成されてきた。初期に公刊された記念物地誌
の中には、その後登録された記念物が収録されないままとなっている記念物地誌がある。と
りわけ近年になって記念物として認知され始めた戦後建築は、記念物地誌への収録が求
められる記念物である。 
 もっとも戦後建築の記念物登録は、いまだに議論されており、記念物地誌への収録が所
有者の理解を得られない場合もある。フランクフルト市では、最初の地誌が公刊（1986 年）
された後、記念物地誌が更新されることはなかった。しかし戦後建築の記念物登録が進む
近年の状況を鑑みて、2001 年に戦後建築を収録した増補版を公刊した。 
州立記念物保存局職員の話によると、この増補版の公刊に際しては掲載された記念物の
所有者からの批判を多く受けたという53。それは記念物地誌に収録された戦後建築には、
企業が所有する商業施設なども含まれていたためである。こうした施設の所有者の中には、
記念物地誌への掲載に反対し、登録されても老朽化を理由に取り壊してしまう所有者もい
た54。 
2．5 記念物地誌の評価 
2．5．1 公刊による市民啓蒙 
 
 ヘッセン州記念物地誌の目的の達成度を検証したい。 
1．市民と記念物所有者に、都市や郡の記念物に関する情報を与え、理解を広めること 
 記念物地誌の市民への浸透を示すものとして地誌の出版と販売状況があげられる。記
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念物地誌は書店にて販売されている。値段は巻によって異なるが、ヘッセン州の場合 7.80
～104 ユーロ（約 1100～15000 円）の間で販売されており、巻の多くは約 50～70 ユーロ（約
7000～10000 円）で販売されている。今回取り上げたラインガウ－タウヌス郡第二巻は 49.90
ユーロ（約 8000 円）にて販売された。ヘッセン州では、フランクフルト、ヴィースバーデンなど
の記念物地誌が人気であり。中には完売した巻もある。 
 購入層としては、記念物地誌を基礎資料として常備する郷土資料家、建築史研究者な
どがあげられるが、それ以外にも地誌が公刊された都市に住む住民によって購入されている。
写真や図版を多用した視覚に訴えるつくりであるため、一般の人にも手にとられやすいとい
う。 
 またドイツは記念物所有者が記念物の維持修理のために行う修理費用について、税金
控除を受けることが出来る制度55があり、富裕層や不動産業者が資産運用のために記念
物購入（歴史的な高級住宅地などで）を検討する場合がある。 
 ラインガウータウヌス郡を管轄する州記念物保存官によると、記念物地誌の公刊により、
専門的見地からの記念物保護が効果的に行えるようになったという。さらに、住民の記念
物保護への理解も高まり、これにより所有者による記念物保護への意義申し立ての件数が
減少したと述べた。 
 
2．5．2 記念物に関わる専門家が共有できる情報源  
 
 2．下級および上級記念物機関（市、郡、州政府）、地方自治体、建築家、都市計画
家、ディベロッパー、その他記念物保護に関係する専門家が共有する情報源として、記念
物の基本情報を提供すること。また、これによって記念物保護行政が円滑に進められ、か
つ記念物保護の利益が保証されること。 
 記念物行政は、州立記念物保存局と市町村の下級記念物保護機関が協同して進め
ているが、両機関のやり取りは、地誌を介して進められることが多い。記念物の数が多いた
め、地誌のような簡潔に情報がまとめられた資料は重要である。ラインガウータウヌス郡の場
合は、記念物地誌によって州記念物保存官と下級記念物保護機関職員、さらに郡内の
記念物への関係者の協力関係は向上したことが、目録作成官により述べられていた 
 記念物地誌は、建設基本計画作成の際に、記念物保護上重要と考えられる点につい
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て、都市計画の専門家と協議する際に資料として用いられる。たとえば、街区構造を把握し、
建築後退線の設定や道路幅や通りに沿った建物の前庭の保護などが、地誌から検討す
ることができる。また、全体地区として登録されたエリアには、道路に面さず、人目に触れるこ
とはないが、都市の歴史上保護すべき建物が多々ある。これらは改造や建て替えの対象
となりやすい。地誌は、こうした都市開発と記念物保護の対立点を話し合う上で、基礎資
料としての役割を果たしている。 
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3．結語 
 本稿では、ドイツ・ヘッセン州の記念物地誌を取り上げ、目的、作成方法、目的の達成
状況について述べ、記念物保護における意義について考察した。 
 記念物地誌は 22 年間で目録の手法として定着し、ドイツのほぼ全ての州で作成が進めら
れている。本稿で取り上げたヘッセン州は、28 冊の記念物地誌が公刊され、ドイツの州のな
かでも牽引的立場にある。記念物地誌の目的は「1．公刊による市民啓蒙」「2．記念物に
関わる専門家が共有できる情報源」があげられ、いずれの目的も、州の記念物保存官やイ
ドシュタインを担当する記念物保存官からの聞き取りなどから、その達成が確認できた。 
記念物地誌の課題は、その作成にかかる労力により、更新がなかなか進まないこと、戦後
建築など所有者の理解が得がたい記念物の場合には、掲載されてもそれが取り壊されてし
まうことなどがあげられる。 
 記念物地誌は、記念物の数が 100 万棟にもおよぶドイツにおいて、その保存を一棟一棟
の建築物ではなく、都市全体で考えなければならない状況のなかで生み出された制度であ
る。記念物地誌を見れば、どこにどのような歴史的価値のある建物があるのか記念物保護
に関わる専門家は知ることができ、この資料をもとに都市計画における面的記念物の保護
を行うことができる。記念物地誌は面的記念物保護の基礎資料として位置づけることがで
きるだろう。 
では、面的記念物の保護は、実際にはどのような手法で行われているのか、次節では自
治体の取り組み事例を具体的に取り上げて、その方法について考察する。 
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30 たとえばノルトライン＝＝ヴェストファーレン州では 1980 年に記念物保護法が制定された
後、1991 年で 58104 件、2003 年で 76407 件の登録件数（累計）となっている。 
31 ヨーロッパ記念物保護年（Das Europäische Denkmalschutzjahr）とは、1975 年にヨーロッパに
おける建築遺産の保存活動を促進する目的で行われた年間キャンペーンである。キャンペ
ーンを通じて記念物保護に対する公の意識が向上し、行政による記念物保護施策を見直
す契機が生まれた。西ドイツの各州はヨーロッパ記念物保護年の後、記念物保護法の改
正を行い、記念物の登録方法、州による記念物保護への補助金制度、さらに記念物所
有者への税制優遇措置（注 30 を参照のこと）などの制度が整備された。結果としてドイツに
おける記念物保護は、このキャンペーンを契機として大きく発展することとなった。 
32 インベンタール（Inventar、本稿では「目録」と訳する）は通常企業などの遺産目録を意味
するが、ドイツの記念物保護では 19 世紀初頭に建築の保護を目的として、その対象を目録
化したのが始まりといわれる。目録は 保護する価値のある建物のリストであり、後述する記
念物リスト（Denkmalliste）のような法的拘束力はなく、形式も定められていない。目録は、法的
拘束力を持つ公文書ではなく、その前段階として、保護すべき建築物を見つけ、調査し、
価値付ける行為であり、日本の緊急調査報告に近いものと解釈できる。 
33 ドイツの記念物保護にて、従来作成されてきた目録とは、グロース・インベンタール（Groß 
Inventar）とクルツ・インベンタール（Kurz Invntar）である。 
これらの異なる目録は、以下のような特徴をもち、それぞれに適した形で利用されている。 
1．グロース・インベンタール（Groß Inventar） 
ドイツ記念物保護の黎明期である 19 世紀より作成されはじめた目録。当初は地域を代表す
る記念建造物（大聖堂や市庁舎など）を掲載した目録だった。現在では単一の記念物を
対象とする目録として位置づけられ、扱う記念物も産業記念物などの多様なものとなってい
る。報告書のフォーマットは統一されておらず、建物や時代によって異なる。 
2．クルツ・インベンタール（Kurz Invntar） 
テキストによる、建物の歴史についての説明で構成された目録。地域に所在する記念物の
解説が網羅的になされており、有名なものとして「ドイツ記念物ハンドブック（Handbuch der 
deutschen Kunstdenkmäler）」があげられる。このハンドブックは、ゲオルグ・デヒオによってその刊
行が提唱され、ドイツ全域の記念物の記録を目的として 1904 年より進められてきた。学術書
としての側面が強い。 
34 ドイツ連邦・州記念物保存官連盟(Vereinigung der Landesdenkmalpfleger in der Bundesrepublik 
Deutschland)は 1951 年に設立され、各州の記念物保存官により構成される団体である。連
盟の目的は各州で進められる記念物保護について、州を超えた協力関係を構築すること
にある。また、記念物保護の専門領域（文化景観、産業遺産等）についてワーキンググル
ープによる研究報告や、記念物保護に関わる出版活動を行っている。 
35 州文化省定例会議（Ständige Konferenz der Kultusminister der Länder）は 1949 年にドイツ連
邦共和国基本法により、教育と文化政策が州に委ねられたことを受けて行われるようになっ
た。会議は各州の教育、文化施策を担う大臣によって進められ、各州の意見交換と調整
を行い連邦としての指針を見出してゆくことを目的としている。 
36 クライス（Kreis）とは複数の地方自治体によって構成される行政区分であり、6～235 の地
方自治体が構成する広域連合体である。このことから訳語として、日本の「郡」に相当する
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といえる。ただし一部の州では、州政府の下位行政区画とみなす場合もあり、その場合には
「県」と訳することもできる。また複数の地方自治体によって構成されたクライスの地理的分
布を見た場合、郡に属さない都市（Kreisfreie Stadt）を中心として、その周囲に圏域としてクラ
イスが構成されることが多く。このような解釈からすれば「圏域」が訳語として適していると考え
られる。 
このようにクライスの訳語は複数解釈できるが、一般にクライスの訳語として「郡」が定着して
いることから、本稿ではクライスの訳語を「郡」とする。 
37 ドイツの記念物定義については第１章５．用語の定義を参照のこと。 
38 緊急目録（Schnell Inventar）の調査項目は、文化財の住所、建築年、外観写真、と簡単
な内容のものにとどまっている。この目録の目的は記念物登録数を増加させる端緒として記
念物の候補をリストアップすることにあった。緊急目録ルの作成は目録作成官が調査対象
の市町村をまわり記念物候補を選定し、それを州の記念物保存局に持ち帰り検討会議を
行い、結果を自治体に結果が通達する。 
39 Herbert Dellwing „Denkmalerfassung durch die Topographie“ pp.50 
40 上級・下級記念物機関については注 1 を参照のこと  
41 建設基本計画（Bauleitplanung）とはドイツの都市計画の基本となるもので、市町村におけ
る不動産利用を法律の基準に従い管理し、秩序づけられた計画的都市発展を目的として
策定される。建設基本計画において検討される項目は総合的なもので、住宅、労働環境、
社会的・文化的教育施設、景観保全、記念物保護、宗教的施設、自然環境保護、経
済・交通・エネルギー、防衛領域などである。それぞれの項目の利益は順位秩序が定めら
れていないため、建設基本計画のなかで、市町村により比較検討されることとなる。建設基
本計画は土地利用計画（Flächennutzungsplan）と地区詳細計画（Bebauungsplan）の二つの計
画からなり、原則として地区詳細計画は土地利用計画を前提として策定される。地区詳細
計画も土地利用計画も、記号や文字の入った色分けされた地図により計画が示されてい
る。 
参照：広瀬清吾・吉田克己・戒能通厚・渡辺俊一：現代の都市法－ドイツ・フランス・イギリ
ス・アメリカ－、東京大学出版会、1993 
42 建築法典第 1 条第 5 項第 5 文 
43 いくつかの州（ブランデンブルク州、ノルトライン＝＝ヴェストファーレン州、ザクセン－アン
ハルト州、チューリンゲン州、バイエルン州など）では、歴史的建造物が多い地区などにお
いて、建設基本計画に対して記念物保護の立場より専門的意見を述べるため、あらかじめ
当該地区の歴史的建造物（登録されていないものも含む）の位置を示した計画図を作成し
ていることがある。 
44 建築法典により記念物や面的記念物（日本の伝統的建造物群保存地区に相当する）
の位置は、地区詳細計画（注 16 参照）に「D」の地図凡例により記載されることが定められ
ている。 
45 記念物として登録を受けていないが、歴史的価値をもつことから将来登録される可能性
のある建築物や町並みについては、建築法典においては言及されていない。しかし環境影
響評価法（Gesetz über die Umweltverträglichkeitsprüfung）第 3 条、第 9 条（建設基本計画の
建築案が文化的遺産に与える影響についての、環境影響評価）国土整備法
（Bundesraumordnung）第 2 条（2）第 13 文（文化景観に関連する文化的記念物と自然記念
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物の保存）連邦自然保護法（Gesetz über Naturschutz und Landschaftspflege）第 2 条第 1 項第
14 文（歴史的文化景観、特長的な文化景観の一部、また文化景観の特長や美しさにと
って重要であるために保護対象となるか、保護価値が認められる文化的記念物、建築記
念物、埋蔵記念物の保護）などを用いて、未登録の建築物や町並み保護を建設基本計
画において検討させることは可能となっている。 
46 記念物ブック(Denkmalbuch)とは、日本の文化財指定説明に相当する公文書である。建
築物の記念物ブックへの登録は、「記念物」としての価値づけの根拠となる。 
47 Dagmar Söder, „Kulturdenkmäler in Hessen Rheingau-Taunus- Kreis II Altkreis Untertaunus
“ Landesamt für Denkmalpflege Hessen, Wiesbaden, 2003 
48 ラインガウータウヌス郡記念物地誌の作成経費、作成期間、およびその評価については、
同地誌を作成した Dagmar Söder 女史、およびラインガウータウヌス郡の記念物保存官である
Gisela Kniffler 博士に質問表を送付し、聞き取りを行った（2006 年 5 月 23 日）。 
49 参考として、一般に記念物地誌の作成経費は、380000 マルク（2700 万円）～500000 マ
ルク（3500 万円）とされている。出典：Claus-Peter Echter “Grundlagen und Arbeitshilfen 
städtischer Denkmalpflege in Deutschland“ Berlin, 1999 pp.38 
50 イドシュタイン市は、フランクフルト市の郊外に位置する。同市は、中世初期に成立し、そ
の後 14 世紀～18 世紀初頭まで公爵領の居城として繁栄した。現在の市の人口は 23348
人である。 
 同市の景観を特徴づけるのは、町の中心に立つ 1335 年頃に建てられた魔女の塔と、そ
の南側に広がる色彩豊かなハーフティンバーの町屋である。中心市街地には中世から 18
世紀に至るまで、様々な時代に属する町屋が混在している。 
51 全体地区（Gesamtanlage）とは、ヘッセン州における面的記念物の呼称である。面的記念
物（原語 Flächendenkmal、もしくはアンサンブル（Ensemble）と呼ばれる）とは単独で記念物価値
を持つ「点」の建築記念物に対して、複数の建築物やその周囲環境で記念物価値を持つ
記念物を指す。全体地区の件数は、州内におよそ 3000 件とされ､登録対象は中心市街地、
町並み、農場など様々で、面的な広がりを持つ物件となっている。 
52 記念物の位置を記した市町村地図には、自然保護の対象となった緑地・水系の範囲も
掲載される。 
53 ジャン・ニコラウス・フィーブロック氏（ヘッセン州立記念物保存局副局長）聞き取りより 
54 例としてはチューリッヒビルディングなどがあげられる。チューリッヒビルディングは、1959 年に
フランクフルト市に建てられた 20 階建ての最初の高層建築物であり、1989 年に記念物登
録がなされた。しかし、設備の老朽化などを理由として 2002 年に取り壊されてしまった。 
55 ドイツの所得税法は記念物の修理費、維持費、あるいは活用のための改造費用につい
て所得減税の対象としており、その工事経費は修理を行った年とその後の 9 年間に分割し、
最大一年に一割までの金額分を所得税の対象になる金額から減額することができる。参
照：クリストフ・ヘンリヒセン、ドイツにおける建築記念物の保存、独立行政法人文化財研究
所 東京文化財研究所国際文化財保存修復協力センター、ヨーロッパ諸国の文化財保
護制度と活用事例ドイツ編、pp.13～30 頁、2003 
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第４章 都市景観保護の手法－どのようにして都市景観を記念物として保護
するのか 
 
 
1．はじめに 
 本章は、ドイツの面的記念物保護制度について、自治体による実際の取り組みを取り上
げて、その手法について考察する。ドイツの記念物保護は、州によって制度が異なり都市景
観を記念物として保護するにあたり、条例を用いる州と用いない州がある。条例を用いること
と用いないことにより、どのように運用が変わってくるのか、その比較を行うためヘッセン州とノ
ルトライン＝ヴェストファーレン州の 2 つの州を取り上げ、それぞれの特徴を明らかとする。 
 ヘッセン州は条例を用いることはせず、記念物地誌への登録をもって、面的記念物の登
録を告示している。一方ノルトライン＝ヴェストファーレン州は、条例を作成し具体的にその保
護方法について枠組みをつくっている。両者の違いは運用においてどう出てくるのか比較し
た。 
 はじめにドイツの面的記念物保護に関する法律と面的記念物の登録状況を述べて概括
する（第２節）。その上で、全体地区として取り組むヘッセン州全体地区（第３節）、記念物
地区として取り組むノルトライン＝ヴェストファーレン州（第４節）の面的記念物保護制度に絞
り、聞き取りを基にした両州の登録制度を比較する（第５節）。そして、両制度の特徴と両制
度を支える下級記念物保護機関について述べ結論とする（第６節）。 
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2．ドイツにおける面的記念物保護―州による違い 
2．1 面的記念物の成立状況 
 
 面的記念物の記念物保護法による保
護は 1970 年代という比較的最近になって
はじめられた。しかし、面的記念物保護を
求める専門家の活動は 20 世紀初頭にま
で遡ることができる。 
 19 世紀末のドイツでは、面的記念物は、
記念物保護の対象ではなかった。国家統
一（1871 年）間もないドイツ帝国にあっては、
「記念物」とは、国家や民族を象徴するよ
うな城塞、宮殿、大聖堂など、あるいは特
定の人物の墓碑や歴史的事件（戦争な
ど）の記念碑を意味していた。 
 しかし産業化が進むにつれて、面的記
念物保護の重要性が認識されるようにな
った。産業化は都市に人口を集中させ、
大規模な都市改造を促した。都市改造は、
都市景観を急速に変化させ、それまでの
調和した中世の町並みを一掃させた。そし
て急速に取り壊される歴史的町並みを目
の当たりにして、その保護が記念物保護の
専門家によって問題とされるようになった。 
こうして面的記念物の保護は、都市景観
の変貌に対する抵抗として始まった。もっと
も面的記念物の保護が法律として結実す
ることはなかった。記念物保護の専門家は、
面的記念物保護の必要性を訴えたが、
写真 1 ウィーンの美術史家マックス・ドヴォリャックにより、１９１５
年に出版された「文化財保存の教理問答」では、歴史的建
築物を修理する前と後、または歴史的建築物の周囲環境に
変化が起きた時の前と後を写真で対比的に見せられている。
実例はほとんどが改悪によるもので、建物の修理や都市開発
のあり方について、具体性を持ったメッセージを打ち出すことに
成功している。 
写真は、同書よりザルツブルク市門の取り壊し前（写真左）と
取り壊し後（写真右）の比較例。この写真の解説によると、ザ
ルツブルク市門の取り壊しによって、広場の雰囲気が損なわれ
てしまったことを非難している。 
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具体性に乏しく、社会的認知を受けなかっ
た。 
 面的記念物の法律による保護が議論さ
れるようになるのは、1970 年代に入ってか
らである。1975 年に行われたヨーロッパ記
念物保護年を起点として、記念物保護へ
の社会的コンセンサスが高まり、記念物
保護制度の見直しが西ドイツの各州で進
められた。その結果 1972～80 年にかけて、
西ドイツのすべての州が新たに記念物保
護法を制定し、面的記念物の保護がはじ
めて法律上定められることとなった。 
 
2．2 各州の面的記念物の法的定義 
 
 ドイツは各州が固有の記念物保護法を持ち、州ごとに記念物保護行政が進められてい
る。領邦国家としての成り立ちを持つドイツは地方自治が浸透しており、記念物保護の行
政権は州に委ねられ、国家的な取り組みはほとんどされていない。したがって面的記念物
の保護にも、州による保護方法の違いが生まれている。各州の記念物保護法における面
的記念物の定義を表 1 に示す。 
 各州の面的記念物保護法の定義における共通点として、 
1） 建築記念物に対して、空間的ひろがりのある面的記念物を具体的に表現するた
め、「都市景観」、「都市シルエット」「場所の眺望」というように、保護対象を具体
的に列挙して定義 
2） 面的記念物を構成するひとつひとつの要素（建物、樹木など）は記念物としての
価値を持たなくてもよい。 
の 2 点をあげることができる。1 の定義の理由は、面的記念物が建築記念物と異なり、物
質的かたまりとして捉えられず、曖昧な存在であるため、このように表現されるのだろう。2 の
定義の理由も面的記念物が物質的かたまりではないゆえである。面的記念物は領域で
写真 2 1975 年の文化財保護年には、数多くの文化財保護を
促す出版物が発刊された。写真の本タイトルは「わたしたちの生
活空間は保護を必要としている。文化財保護」 
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表 1 各州の記念物保護法における面的記念物の定義と記念物の数（網掛けの欄は本稿にて取り上げた州を指す）
＊記念物の数は、記念物保護のためのドイツ国家委員会 
（Das Deutsche Nationalkomitee für Denkmalschutz）作成資料を参考とした。）  
あるため、領域に内包する部分に価値判定の差が生まれる。領域内には歴史的価値の
高い建築物もあれば、価値評価できないものも一緒に内包されている。そのため価値評価
できないものも「記念物」としなければならない。 
 このように面的記念物は、単独で記念物価値を持つ建築記念物（以下、「単一の記念
物」とする）とは異なる定義が必要である。面的記念物は、物質的かたまりとして捉えられな
いが、保護対象物として法律上定義されなければならない。では、その登録方法は、どうな
のだろうか。 
 面的記念物の登録方法には、州によって 2 つの方法がある。すなわち、1）条例を使わな
い州、2）条例を使う州、である。では、条例を使う州と使わない州で、その保護方法にどの
ような違いが出てくるのだろうか。次節よりヘッセン州（条例を使わない州）とノルトライン＝ヴェ
ストファーレン州（条例を使う州）に絞り、その特徴を述べる。56 
2．3 面的記念物の数 
 総登録数 100 万棟ともいわれるドイツの記念物数について、記念物保護のためのドイツ国
家委員会の調査により表 1 のような記念物の数があげられている。面的記念物の数は明
確に挙げられていないが、本稿で取り上げるヘッセン州の全体地区の総数は、およそ 3000
件である。ノルトライン＝ヴェストファーレン州記念物地区の総数は、クリストフ・ヘンリヒセン氏
の論文によると 181 件とされている。57 
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州
 面的記念物の定義 
名称
 
条例
 記念物の総数 
バ ーデン＝ヴュルテン ベ ルク州
 
第二条 記念物保護の対象 
（3）記念物保護の対象には、さらに次のものがある。 
1．文化的記念物の周囲環境、ただし文化的記念物の景観に
高い重要性を持つ場合に限られる。  
2．全体地区（第十九条）  
全体地区
 ○ 
約 83000 件 
バ イエ ル ン 州
 
第一条 定義 
（3）建築記念物には多数の建築施設（アンサンブル）も含まれ
る。さらにもしアンサンブルに含まれる個々の建築施設が第一
条の条件を満たしていなかったとしても、場所の眺望、広場の
眺望、通りの眺望はすべて保存価値を持つものである。 
多数の建築施設
 
× 約 120000 件 
ベ ル リン 州
 
第二条 定義 
（3）記念物地区とは多数の建築施設、または緑地公園（アン
サンブル、全体地区）、あるいは通りの眺望、広場の眺望、場
所の眺望、集合住宅、さらにそれらと結びついたオープンスペ
ースや水系である。これらの保存は第二条の根拠により公衆の
利益にもとづくもので、記念物地区の個々の一部は、記念物で
なくてもよい。 
多数の 建築施設
 
× 
約 6000 件（アン
サンブルの構成
物件と全体地区
の構成物件を含
む） 
ブ ラン デン ブ ルク州
 
第二条 定義 
(2) 記念物とは次のものである。 
2. 建築施設の集まりや産業施設の集まり、さらにそれらと結び
ついたオープンスペースや水系。これらの集まりは、その全体的
景観、構造、機能、あるいはそれ以外の方法で相互に結びつ
いたものであり、各々の建築施設が第一条を満たしている必要
はない（記念物地区）。 記念物地区とは特に、集合住宅の歴
史、産業史、都市建築、庭園デザイン、景観デザインの遺産で
ある。 
（3）本法による保護は、記念物の周囲環境も受ける。これはそ
の周囲環境が、保存と景観と都市建築上、重要性が高い場
合においてである（周囲環境保護）。 
記念物地区
 
○ 10561 件 
ブレーメン州
 第 2 条 定義 
（1）本法が意図するところの文化的記念物とは次のものであ
る。 
2. 不動産の記念物のグループや全体地区（アンサンブル） 
全体地区
 
× 1500 件 
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ハ ン ブ ルク州
 
記念物保護の対象 
本法により記念物として保護されるのは次のものである。 
2.不動産の集まりと、その付属設備と調度品。さらにそれらと結
びついた庭園施設、公園施設（アンサンブル）。さらに都市建
築的一体性や、特別な通りの眺望、広場の眺望、地区の眺
望も、これらに含めることができる。この際、アンサンブルの個々
の部分が記念物である必要はない。 
全体地区
 × 1300 件 
ヘ ッ セ ン 州
 
第二条 定義 
（2）文化的記念物はさらに 
1．通りの眺望、広場の眺望、場所の眺望、さらにそれらと結び
ついた植栽、オープンスペース、水系、といった、その保存が全
体として芸術的、歴史的理由により公益を生み出すものである
（全体地区）。全体地区に属する一部分が文化的記念物で
ある必要はない。 
全体地区
 × 
63000 件（推定）
内 
全体地区 3000
件 
メクレンブルク＝フォ アポンメル ン 州
 
第二条 定義 
（3）記念物地区は、第一条に記された理由により保存価値を
持つ建築施設のグループである。建築施設に含まれる個々の
建築物が建築記念物である必要はない。 記念物地区は都
市構成、都市景観、場所の眺望、都市のシルエット、都市の
一部、都市街区、集合住宅、都市住宅、町並み、建築施
設、産業史跡、個々の建築物であり、それが眺望上重様であ
るならば、その周囲環境も含まれる。 記念物地区においては
外観の保護がなされる。 
記念物地区
 
× 約 25000 件 
ニ ーダーザクセ ン 州
 
第三条 定義（2）建築記念物とは建築施設（ニーダーザクセ
ン州建設法第二条第一項） 、建築施設の一部、緑地であ
り、その保存が歴史上、芸術上、科学上、都市建築上におい
て重要で、公益をもたらすものである。 （3）建築記念物は、第
二条に記された理由により保存価値を持つ建築施設の集合で
もある。建築施設に含まれる個々の建築物が建築記念物であ
る必要はない。 建築記念物の周囲環境にある緑地、オープ
ンスペース、水系や、建築記念物の付属設備は、建築記念
物がこれらのものと、まとまりを成し、第二条に記された理由によ
り保存価値がある場合には、建築記念物の一部となる。  
建築施設の 集合
 × 83000 件 
ノルトライン ＝ヴェ ス トファ ーレ ン 州
 
第二条 定義 
（3）記念物地区は建築施設の集まりである。各々の建築施設
が第一条を満たしている必要はない。 記念物地区は都市構
成、都市景観、場所の眺望、都市のシルエット、都市の一部、
都市街区、集合住宅、都市住宅、町並み、建築施設、個々
の建築物であり、それが眺望上重様であるならば、その周囲環
境も含まれる。 さらに記念物地区には、それが第一条を満たす
限りにおいて、手工業施設や産業施設も含まれる。  
記念物地区
 ○ 
82000 件 
内、 
記念物地区 181
件 
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ライン ラン ト＝プ フ ァ ルツ州
 
第四条 不動産と動産の文化的記念物 
（1）不動産の文化的記念物とは特に次のものである。 
2．記念物ゾーン 
記念物ゾーンは、文化的記念物ではないが、その全体による
景観が重要なものと見なす。 調度品や周囲環境は不動産の
文化的記念物の一部である。ただしそれらが、記念物保護と
記念物保存の理由より、一体性を持つ場合に限られる。 
第五条 記念物ゾーン 
（1）記念物ゾーンは、とくに  
 1. 全体地区（第二条） 
 2. 特別な通りの眺望、広場の眺望、場所の眺望（第三条）
 3. 特別な場所の構成（第四条） 
 4. 歴史的な公園施設や庭園施設（第五条）  
（2）全体地区とは、とくに建築の集まりであり、まとまりを持って形
成された地区、集合住宅、城塞、要塞、宮殿、ヴィラ、僧院、
修道院、さらにそれらと結びついた緑地、オープンスペース、水
系である。  
（3）特別な通りの眺望、広場の眺望、あるいは場所の眺望は、
施設の景観が特別なエポックや発展や特徴的な利用目的
上、その多様性とともに、特筆すべきものである場合に認められ
る。  
（4）特別な場所の構成は、平面計画による建築の配置が、特
別なエポックや発展上、特徴的である場合に認められる。特に
土地の形態や道筋や要塞施設においては、これらを考慮す
る。   
（5）歴史的な公園施設や庭園施設は、庭園の建築作品であ
る。その立地は建築デザインや植栽デザインとともに、生活空間
としての施設の機能を果たし、過去の社会を知らしめ、過去の
社会によってつくられた文化的遺産である。  
記念物ゾーン
 
× 45000 件 
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ザールラン ト州
 
第二条 記念物保護の対象 
（4）記念物保護の対象には次のものも含まれる。 
a)文化的記念物の周囲環境。ただしその景観が記念物にとっ
て重要である場合に限られる。 
b)記念物保護地区第三条 記念物保護地区 
（1）全体地区、特筆すべき場所の眺望、場所の構成、歴史
的な公園施設、庭園施設、墓地、歴史性のある農耕地や農
業施設は上級記念物保護機関により法規命令によって記念
物保護地区として定められる。 全体地区は、特に通りの眺
望、場所の眺望、まとまりを持って形成された地区、集合住
宅、城塞、宮殿、修道院、さらにこれらと結びついた緑地、オ
ープンスペース、水系である。 （3）特別な場所の眺望は、特
筆すべきエポックや発展や建築方法を表す眺望として、模範
的なものと認められる場合に記念物保護地区とされる。 （4）特
筆すべき場所の構成は、建築物やオープンスペースの配置、
そして特別なエポックや発展や利用目的を表す眺望として、模
範的なものと認められる場合に記念物保護地区とされる。 （5）
さらにまた保護地区とは、一部を見てそれが単独で記念物でな
かったとしても、その関係性によって保存価値を持つアンサンブ
ルとして保護を受ける価値を持つ不動産である。 
記念物保護地区
 
× 7000 件 
ザクセ ン 州
 
第二条 記念物保護の対象 
（3）記念物保護の対象には、文化的記念物の周囲環境も含
まれる。ただしそれらが記念物の状態や景観上、非常に重要
である場合に限られる。 さらに記念物保護の対象は、記念物
保護地区（第 21 条）、人による遺物、その他歴史的墓地にあ
る生物である。  
（4）本法が意図するところの文化的記念物とは、とくに建築記
念物、集合住宅、地区、通り、広場の眺望、場所の眺望の特
別な都市建築的、民俗学的重要性を持つものである。さらに、
庭園デザインや景観デザインによる作品、生産史や交通史によ
る作品、科学に関する施設やシステムに属する場所やもの、石
碑、居住地区や城塞施設といった不動産や動産の考古上の
遺物、墓地、洞窟、廃墟、礼拝所や集会所、その他の遺跡
建造物、造形芸術や民芸工芸による作品、収集物である。 
記念物保護地区
 
○ 120000 件 
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ザクセ ン ＝アン ハ ルト州
 
第二条 定義 
（2）本法における文化記念物とは次のようなものである。 
2. 建築施設の集まりとしての記念物地区 記念物地区は、
1972 年 11 月 23 日に世界文化遺産および自然遺産の保護を
目的として締結されたユネスコ世界遺産リスト第 11 条 第二項
1（1977 年 2 月 2 日公布、ＢＧＢＩ ＩＩ Ｐ213）に挙げられた歴史的
文化景観であり、都市景観、場所の眺望、都市のシルエット、
都市の一部、都市街区、集合住宅、都市住宅、町並み、建
築施設、個々の建築物であり、その周囲環境も歴史的、機能
的、美的関係性を持つ場合には、記念物地区に含まれる。こ
れには手工業施設や産業施設も含まれる。 
記念物地区
 
× 
約 90000 件（推
定） 
シュ レースヴィ ヒ＝ホルシュ タイン 州
 
第一条 記念物保護と記念物保存 
（3）記念物地区は、その景観やその関係性により、特別に歴史
上、科学上、芸術上、都市建築上、文化景観上重要な、集
合体である。 記念物地区は、その一部が第二条の条件を満
たさないものによって成り立つこともある。 
集合体
 
× 
11000 件（リュー
ベック市を除く） 
1344 件（リューベ
ック市） 
テュ ーリン ゲン 州
 
第二条 文化的記念物  
文化的記念物は、記念物保護地区（2）や埋蔵記念物（7）で
もある。 （2）記念物保護地区とは、次のものである。1. 全体地
区（3）2．特別な通りの眺望、広場の眺望、場所の眺望（4）3．
特別な場所の構成（5）4．歴史的公園施設、歴史的庭園施
設（6）5．歴史的産業史跡、歴史的産業施設記念物保護地
区に属する一部分が文化的記念物である必要はない。 （3）
全体地区とは、建物のグループであり、一体として形成された
地区や集合住宅や歴史的中心市街地である。さらにそれらと
結びついた植栽、オープンスペース、水系である。 （4）特別な
通りの眺望、広場の眺望、場所の眺望は、施設の景観が特
別なエポックや発展や特徴的な建築方法、その多様な様式と
ともに、特筆すべきものである場合に認められる。 （5）特別な
場所の構成は、施設の景観が特別なエポックや発展が特徴
的な場合に認められる。とりわけ場所の形態、集合住宅の形
態、道筋、街区構造、要塞施設が考慮される。 （6）歴史的な
公園施設や庭園施設は、庭園の建築作品である。その立地
は建築デザインや植栽デザインとともに、生活空間としての施設
の機能を果たし、過去の社会を知らしめ、過去の社会によって
つくられた文化的遺産である。 これには、動物園や植物園も、
それらが独自の歴史的と建築的全体形成を持つ場合には、
含まれる。 
記念物保護地区
 
× 約 30000 件 
                                                                  
56本章で事例として取り上げたヘッセン州、ノルドライン＝ヴェストファーレン州の記念物保護
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における位置づけと事例選択の理由について述べる。 
ドイツには１３の州があるが、州によって記念物保護の取り組み方は様々である。しかしなが
ら、いくつかの傾向がある。まず旧東ドイツの各州は、旧西ドイツの各州の制度を参照として
いる。たとえば旧東ドイツのブランデンブルク州は旧西ドイツのノルドライン＝ヴェストファーレン
州の記念物保護制度を参照としている。これは東西ドイツの統合時に、旧西ドイツの州立
記念物保存局の職員で、法律の知識を持つ専門家などが、実地に旧東ドイツの州立記
念物保存局に赴き、制度づくりに協力してためである。 
このようなことから、本事例を取り上げるにあたっては、実績のある西ドイツの州の都市を調査
対象とした。 
次に西ドイツの州の都市を選ぶ手がかりとしたのは、記念物地誌の刊行状況である。第３
章で取り上げた記念物地誌は、取り組みの差があり、刊行数の少ない州と、多い州がある。
西ドイツの州のなかで、記念物地誌の刊行に積極的に取り組んでいるのは、主にヘッセン
州、ラインランド＝ファルツ州である。そして、ヘッセン州は記念物地誌などを含め、旧西ドイ
ツの記念物保護制度を牽引してきた実績がある。また、調査を進める中で、筆者がヘッセ
ン州の州立記念物保存局で研修生として働いたこともあることから、比較的聞き取りがし易
い環境にあった。以上のことから、ひとつめの都市はヘッセン州より選択した。 
もうひとつの事例として取り上げたノルドライン＝ヴェストファーレン州は、ヘッセン州との比較を
行う観点より選択した。同州は地方自治体に強い裁量権を与えており、ヘッセン州とは異な
る記念物保護の体制づくりを行っている。 
以上の理由により、本章ではヘッセン州とノルドライン＝ヴェストファーレン州の町を事例に選
んだ。 
事例として選んだ都市の条件としては、 
・行政機構が複雑な大都市ではなく、地方の中小規模の都市 
・都市再開発がすでにある程度進められており、町並みをどう守るかということに重点が置
かれていること 
・歴史的市街地として、面的記念物として登録されていること 
を条件に、各州の幾つかの自治体に調査依頼を行い、最終的にヘッセン州イドシュタイン
市、ノルドライン＝ヴェストファーレン州を事例として選択した。 
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57 クリストフ・ヘンリヒセン：ドイツにおける建築記念物の保存、独立行政法人文化財研究
所 東京文化財研究所国際文化財保存修復協力センター、ヨーロッパ諸国の文化財保
護制度と活用事例ドイツ編、13～30 頁、2003  
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3．全体地区 
 
3．1 全体地区の概要 
 
前節まではドイツの面的記念物保護を法的定義より概括してきた。本節からはヘッセン州
全体地区に対象を絞り、その登録方法と特徴について述べたい。 
ヘッセン州は、面的記念物を全体地区（Gesamtanlage）と呼び、条例を用いない登録方法と
している。全体地区の件数は、州内におよそ3000件とされ､登録対象は中心市街地、町並
み、農場など様々で、面的な広がりを持つ物件となっている。 
 記念物保護法では明確にはされていないが、全体地区は、あくまでも建築の「外観の保
存」を旨とすることがヘッセン州立記念物保存局（州の専門機関）作成のガイドラインに記さ
れている。 
「《全体地区の》保護は、当然単一の記念物の保護とは異なる。保護の対象となるのは、
施設の歴史的外観である。外観を継続的、恒久的に悪化させてしまうような行為だけが、
拒否される。アンサンブルを改善するような行為は、望ましいことである。また、アンサンブル
に対して本質的影響を与えることがない範囲での、対象へのささいな働きかけは、通常問
題とはされない。」58 
 もし、内観も含めた保護を必要とする建築物があれば、単一の記念物として登録される。 
 
3．2 全体地区の登録方法 
 
 全体地区の登録には、条例は使用しない。全体地区の登録は、州立記念物保存局に
よって行われる。 
 ヘッセン州を含めた、ドイツのいくつかの州では、登録過程で、記念物登録が予定されて
いる建築物の所有者との協議を行わず、州立記念物保存局職員が、専門的見地より
「記念物」として認定したものを所有者に「通知」する登録制度を採用している。59 
 これは申告制記念物リスト（Deklaratorische Denkmallisten）と呼ばれる記念物登録の考え方に
基づいている。すなわち法律が定める「記念物」の定義に基づき、記念物となるべき建築
物や全体地区は、本来的に記念物価値を持っており、行政の記念物目録への掲載を待
たずに記念物であるという考え方である。60 
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 所有者は、登録通知を不服とした場合、登録に対して異議申し立てをすることができる。
州立記念物保存局の決定に不服であれば、裁判にて記念物登録の是非を争うこともでき
る。 
 州立記念物保存局副局長ジャン・ニコラウス・フィーブロック氏によると、全体地区登録に
おいて頻発する問題として、所有者への通知があげられる。通常、単一の記念物であれば、
所有者個人に記念物登録が通知される。ところが全体地区では、全体地区内に住む住
民すべてに個々に通知する必要はない、と法律上規定されており、州の官報に掲載される
ことで、住民への通知が行われてきた。 
しかし、州の官報は読む人が少なく、通知が行き届かないことがある。これが大きな問題と
なるのは、全体地区内の建築物所有者が変わったときである。前の所有者が記念物登録
の事実を知らずに、次の所有者に記念物を転売すれば、次の所有者は物件購入後に購
入した建築物が記念物登録を受けていたことに気づく。この結果、訴訟となるケースが多い
という。 
 また、ヘッセン州では、記念物地誌と呼ばれる目録の刊行を行い、記念物や全体地区
への市民の理解を広めている。所有者や市民は、この本を見ることで州内の記念物の分
布や登録根拠を参照することができる。記念物地誌には、1:50000 の地図に記念物や全
体地区などの位置が記され、解説と写真が掲載される。所有者は、記念物地誌によって
自らの所有する記念物がどのような価値を持ち、ゆえに記念物として登録を受けたのかを知
ることができる。記念物地誌については次章にて詳しく取り上げる。 
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3．3 専門機関・自治体による運用状況（イドシュタイン市） 
3．3．1 イドシュタイン市の概要 
 
 イドシュタイン市は、フランクフルト市の郊外に位置す
る。同市は、中世初期に成立し、その後 14 世紀～18
世紀初頭まで公爵領の居城として繁栄した。現在の
市の人口は 23348 人である。 
 同市の景観を特徴づけるのは、町の中心に立つ
1335 年頃に建てられた魔女の塔と、その南側に広が
る色彩豊かなハーフティンバーの町屋である。中心市
街地には中世から 18 世紀に至るまで、様々な時代に
属する町屋が混在している。 
 
3．3．2 イドシュタイン市の都市再開発 
 
 イドシュタイン市における町並み再開発事業は 1980～1995 年にかけて行われた。対象とな
ったのは、イドシュタインの中心市街地（84695 ㎡）である。再開発事業の柱とされたのは、
「歴史的町並みの保存」、「歴史的町並みの創生」、「居住空間の改善」、「公共機能の
強化」である。すなわち歴史的町並みの保護だけではなく、町のインフラ整備や、文化施設
などの公共建築の整備など、総合的な中心市街地活性化が目論まれた。都市再開発に
おける全体地区の役割は、1988 年に公布された外観条例とともに、既存の都市景観を構
成する都市建築物の外観を大きく変えることなく存続させることだった。 
 
写真３ イドシュタイン市の構成。点 
線で区切られた右下のエリアが周辺都市、
左側のエリアが旧市街にあたる。 
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写真４ イドシュタイン市全景 
 
3．3．3 イドシュタイン市全体地区の規模 
 
 全体地区の範囲は、外観条例の有効範囲とほ
ぼ同じ範囲となっている。この範囲には、およそ 400
の建築物が立ち、うち 85 棟は単独で記念物登録
され、外観だけでなく、内観も記念物保護の対象
となっている。 
 
3．3．4 都市景観保護に関わる他の条例（外観
条例） 
 
 イドシュタイン市では、全体地区として登録を受け
た中心市街地の建築物について外観条例を公
布し、外観規制を行っている。外観条例は、1983
年に市議会で策定が決定され、1988 年に公布さ
れた。 
外観条例により中心市街地の建築物は、下記の
規制を受ける。 
1）屋根の形・傾斜、屋根への増築、屋根葺き材、
煙突、アンテナ（§2） 
写真６ 改修計画前の市内の文化財の分布状況。赤色
の建物が単体の文化財、青色の建物はグループで指定
を受 
けた文化財（全体施設） 
写真５ 1993 年時点までに、再開発事業によって工
事を受けた建造物（赤色：設備面の改修、黄色：全体
的な改修、青色：新築） 
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2）外壁の漆喰仕上げ、ファサードの仕上げ、土
台、外部の階段（§3） 
3）出窓、バルコニー（§4） 
4）窓、扉、ショーウィンドー、日除け、庇（§6） 
5）ハーフティンバー（§8） 
6）看板（§9） 
7）ファサードの色彩（§10） 
＊括弧内は条項番号 
市内の工事は条例による規制を受ける。たとえば看板
等の広告設置、窓の取り替え、彩色の変更、ファサー
ドの造り替えなどは、本来建築許可申請を必要とする
工事ではないが、イドシュタイン市に連絡し、外観条例
に即しているかどうか審査を受けなければならない。 
 
3．3．5 都市景観保護における全体地区の役割と特徴 
 
 全体地区は、都市景観を構成する建築物の外観
保護を定めている。全体地区内の建築物はヘッセン
州記念物保護法に照らして、所有する建築物の外観
保護に努め、全体地区内の建築物を、1．壊したり除
去したりすること、2．別の場所に移動すること、3．建替
えること、改修すること、4．看板を設置すること、につい
てイドシュタイン市建築課（記念物担当アストリット・ジー
マ女史）に届出しなければならない。 
 外観条例による規制も全体地区による規制も、市内
の歴史的建築物の外観規制であり、この点において
外観条例のように具体的な規制力を持たない全体地
区は、その存在意義が不明確である。全体地区には
どのような役割が持たされているのだろうか。 
写真８ ツッカーベルク通り沿い
の住宅。1980 年代初頭の改修事例 
写真７ フーアホフ、ホテルとして改修さ
れたハーフティンバー住宅 
 76
イドシュタイン市の都市再開発に関わった都市計画家
のローランド・フロメ氏は、この点について次のように述
べている。すなわち、外観条例は町並みをどう作ってゆ
くかという「町並み形成」のための規制であり、全体地
区は町並みをどう守るかという「町並み保護」の規制で
ある。 
 全体地区が「町並みの保護」を担い、外観条例が
「町並みの形成」を担う。この解釈はイドシュタイン市の
都市再開発のなかで明確となってきたという。再開発
が始まる前や始まった直後は、「保護」と「形成」の境
が曖昧だった。例えば全体地区を構成するハーフティ
ンバー住宅の改修において、既存建築を取り壊して、
ハーフティンバーを模したコンクリート造の住宅に建替
えられることがあった（写真８ ツッカーベルク通りの住
宅）。これは形として周囲のハーフティンバー住宅に倣
う点で「町並みの形成」につながるものではある。しかし
一方で既存のハーフティンバー住宅が取り壊され、コ
ンクリート造に建替えられるという点で、記念物としての
物質面の「保護」に反する矛盾した改修だった。ローラ
ンド・フロメ氏によれば、コンクリート造のハーフティンバ
ー住宅は、本物のハーフティンバー住宅と比較すると
見劣りする上、新築の建物としてもすぐれたデザインとは
言えず、中途半端なものとなってしまったという。こうした
経験より、「保護」と「形成」の境を明確にし、「形成」に
おいては歴史的建造物の単なる模倣ではなく、周囲
環境に調和するデザインが考えられるようになった。 
 
写真９ F . ラーンシュタイナー通
りの家 
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4．記念物地区 
4．1 記念物地区の概要 
 
 本節では、ヘッセン州全体地区との比較を行うため、ノルトライン＝ヴェストファーレン州の
面的記念物保護を取り上げる。 
 ノルトライン＝ヴェストファーレン州では、面的記念物を記念物地区と呼称している。記念
物地区の件数は、州内におよそ 181 件とされ､登録対象は法律の「記念物地区の定義」に
見られるように、都市構成、都市景観、場所の眺望、都市のシルエット、都市の一部、都
市街区、集合住宅、都市住宅、町並み、建築施設、個々の建築物、手工業施設、産
業施設である。 
 もし内観も含めた保護を必要とする建築物があれば、単一の記念物として登録される。 
 
4．2 記念物地区の登録方法 
 
 記念物地区の登録には、条例を使用する。登録プロセスについてはノルトライン＝ヴェスト
ファーレン州記念物保護法律第五条、第六条にて定められている（表２網掛けの欄参
照）。 
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州
 記念物保護法の登録に関する条項 バ ーデン ＝ヴュ ルテン ベ ルク州
 
第五章 全体地区 第十九条 
（１）自治体は上級の記念物保護機関の認可により、とくに通りの眺望、広場の眺望、場所の眺望のその保存について科学上、
芸術上、郷土史上の理由より特別な公共の利益が成り立つものについて、条例による記念物保護を行うことができる。  
（２）全体地区の保護された眺望を改変するにあたっては、記念物保護機関の許可を得なければ成らない。 許可は、全体地区
の眺望の改変による景観の悪化がわずかで行過ぎることがないこと、あるいは公益上のより優先すべき理由により、やむを得えな
い検討が必要である場合にのみ、出されなければならない。 記念物保護機関は、自らの決定に際して自治体の意見を聞かな
ければならない。  ブ ラン デン ブ ルク州
 
第四条 記念物地区 
（１）地方自治体は、記念物専門機関と協議の上、記念物地区の条例による保護を行うことができる。 条例の内容には第三条
第三項一が適用される。  
（２）地方自治体が条例を公布しない場合、記念物保護機関は、記念物地区を行政命令による法令により保護することができ
る。これは、当該施設や記念物地区、その全体的景観、構造、機能、それらと分かちがたく関係したそれ以外のものの状態が危
険にさらされた場合である。 法令の公布は、州議会の管轄である。 特別市の場合には、下級記念物保護機関の立場は、最
上級記念物保護機関が受け持つ。 地方自治体が条例を第一条により公布した場合には、法令は棄却されなければならない。ノ ルトライン ＝ヴェ ス トフ ァ ーレン 州
 
第五条 記念物地区の登録 
（１）記念物地区は、上級記念物保護機関の許可を受けて、地方自治体の条例により、保護される。 登録によって記念物地区
は、本法律の条項に従う。 
（２）条例では、地区の記載を行い、地区内での第九条に該当する行為は許可が必要となる。 さらに、どのような理由で地区が
記念物地区として定められたのか、述べられなければならない。 この際には、保護すべきシルエット、都市景観や場所の眺望に
おける建築的連続性、全体地区、単一の建築物を、その周囲景観（空地、オープンスペース、眺望ライン）も含めて、プランや図
版、写真、写真測量により表現したものが添付されるべきである。 プランやこれらの表現は、条例の一部として解説されなければ
ならない。 条例は第二十二条三項に従い地方自治体連合の所見が添付されなければならない。 
（３）許可は次の場合に却下される。 
条例が規則に従って成立しない場合、条例が本法あるいは本法を根拠として公布された法規や、それ以外の法規と矛盾する場
合、あるいは規定が本記念物保護法の目的を達成するに不十分な場合である。  
（４）所定の期間内に、地方自治体が適切な条例を公布しない場合、上級記念物保護機関は条例を三ヶ月以内に公布するこ
とを要求する。 この期限を過ぎた場合、上級記念物保護機関は記念物地区を行政命令による法令により保護する。 この法令
は、法的に有効な条例が公布され次第、棄却される。  
第六条 記念物地区の登録プロセス 
（１）地方自治体は、記念物地区の保護のための条例の草稿を一月間、公示しなければならない。 公示の場所や期間は、すく
なくとも一週間前に地元に伝えるものとし、公示期間中に意見や示唆を受けられるようにする。 
（２）公示期間の終了後は、条例の草稿と期間中に受けた意見や示唆について、地方自治体連合と検討しなければならない。
意見や示唆が受け入れられない場合、地方自治体は自らの見解を、意見や示唆の投稿者に書面で送付する。 上級記念物
保護機関による許可を受けるために、条例を提出する際には、受け入れられなかった意見や示唆についても、地方自治体の見
解と一緒に添付する。 
（３）地方自治体は、許可を受けた条例を公示しなければならない。 地方自治体は、許可を受けたことを明示の上、公示の場所
と機関を地元に伝えなければならない。 公示とともに条例は効力を持つ。 
（４）記念物地区は、B－プランにも記載することが出来る。記載においては、建築法典の条項にならう。  ザクセ ン 州
 
第二十一条 記念物保護地区 
（１）地方自治体は、記念物保護に関わる州の上級機関との協議か、あるいは州の上級機関の提案により、ある地域、特に通り
の眺望、広場の眺望、場所の眺望、場所の構成、集合住宅、地区、建物のグループ、産業史跡について、その保存が歴史
的、美術的、科学的、都市建築的、あるいは景観デザイン的根拠により特別に公益をなす場合、景観上重様であるならばその
周囲環境も含めて、条例により保護することができる（記念物保護地区）。 条例は、より上級の記念物保護機関の許可が必要
である。 
（２）これまでの農業や林業としての用途は記念物保護地区においても継続される。 記念物保護地区における保護された眺望を
変える行為は、記念物保護機関の許可が必要である。 許可は、記念物地区の眺望の変化が、ささいなものであるか、一時的
な改悪にとどまる場合にのみ出される。 
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条文では、市町村が管轄する記念物地区において、条例が公布されない場合、上級記
念物保護機関は条例公布を強制できることが定められている。しかし、これまでに強制が行
われたことはない。ノルトライン＝ヴェストファーレン州の記念物登録は、市町村の同意を得て
記念物登録が行われる。ヘッセン州と比べると登録までの時間はかかるが、これにより市町
村も所轄の記念物に対して責任を持って臨む姿勢が生まれているともいわれている。 
 ヘッセン州とは異なり、ノルトライン＝ヴェストファーレン州は記念物地誌をほとんど作成して
いない（これまでのところ2冊）。これは記念物登録の際に記念物地誌が果たす役割がほと
んどないため、と考えられる。ノルトライン＝ヴェストファーレン州では記念物地区登録は地方
自治体による条例作成を条件とし、その登録過程で住民に自治体が公示することで、登
録の事実を住民に通知している。 
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4．3 専門機関・自治体による運用状況（モンシャウ市） 
 
4．3．1 モンシャウ市の概要 
 
 モンシャウ市はノルトライン＝ヴェストファーレン州に
属し、オランダとの国境にあるアーヘン市からおよそ
35ｋｍに位置する。町は切り立った峡谷を縫うように発
展したもので、峡谷の谷間に町が広がりルーア川が
その中を抜けている。町はおよそ 900ｍにわたり峡谷の
合間を縫って三方に広がり、およそ 68000 ㎡である。
人口は市全体で 1 万 3 千人、うち 1800 人が再開発
の対象となった中心市街地に住む。モンシャウが現
在の姿に発展を遂げた背景には、17 世紀のプロテ
スタントによる産業振興がある。プロテスタントの織物
工によって振興された織機は、町中を流れる川を染
付けなどに利用したもので、ローテンハウス（赤の家）
などの現在のモンシャウの町並みを形成する建築物
の数多くが、この時代につくられた。しかし、19 世紀
前半からは、織機産業の形態が技術革新によって
変化し、国外の競合企業に押されて織機産業は衰
退した。そして、その後は目立った産業が興らず、町
は大きな発展や変化をすることなく存続し、18 世紀の
建物が現在まで多く残ることになった。 
 
 
 
 
 
 
写真 10 モンシャウの全景 
市街地は、狭い谷間につくられいるため、周囲の
山裾から町並み全体を見渡すことができる。このた
め各住宅の屋根を条例によってコントロールするこ
とは、都市景観にとって、もっとも重要な要素のひと
つだった。 
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4．3．2 モンシャウ市の都市再開発 
 
 モンシャウ市の人口は、第二次世界大戦以降減少した。地形的に起伏が多く、平坦な
土地が少ないモンシャウ市は、主力となる産業がなく、若い家族は移住してゆき、残された
高齢層の住民は、町並みに愛着はあったものの、家を改修する資金に乏しく町は活性化さ
れないままだった。町の住民の高齢化が進み、再開発計画がはじめられた当時は、14 歳
以下の住民は 9％にすぎないが、65 歳以上の住民は 20％にまで及んでいた。また、モンシ
ャウの中心市街地は、峡谷を切り開いてつくられた町である。このため、モンシャウの市街地
を抜ける道路は、自動車道路として利用するには細く曲がりくねりすぎていた。さらに、駐車
場が十分に整備されていなかったため、道路には常に路上駐車があり、道路交通の妨げ
となっていた。1980 年代よりはじめられたモンシャウにおける都市再開発は、こうした環境の改
善を目指したものだった。 
 
写真 12 モンシャウ市全景 写真１１ 住環境改善プログラムの一環として町
の入り口に建設された駐車場 
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4．3．3 記念物地区の規模 
 
 モンシャウの市街地
は、1993 年に記念物
地区として登録を受
けた。記念物地区の
広さはおよそ 68000 ㎡
におよび、中心市街
地周辺の自然景観
までが記念物地区と
して登録されている。
中心市街地には約
320 の建造物があり、
うち 250 棟が単独で
記念物として登録さ
れている 
 
 
4．3．4 都市景観保護に関わる他の条例（外観条例） 
 
 モンシャウ市では、中心市街地の建築物について外
観条例を公布し、外観規制を行っている。モンシャウ市
は都市再開発を進めるにあたり 1987 年に新たに外観
条例を作成し、適用地域における建築物改修のガイド
ラインとして公布した。61 
 外観条例はモンシャウの都市再開発と連動しており、
市は住民が改修のガイドラインを守ることを条件として改
修費用の補助を行っている。市の記念物課職員によ
ると、条例と補助金交付を組み合わせたことにより、多
写真 14 市内の建物のほとんどは、スレート葺きとなっ
ているが、なかには廃屋となり、屋根葺材が失われてし
まっている建物もある。こうした建物は市が買い取り、活
用の道を探ることが多い。 
写真1３ モンシャウ地図（点線内が文化財地区、赤い建物は単体の文
化財として登録されたもの） 
 83
くの住民が外観条例に関心を示し、住民側からのコン
センサスを得ることができたという。 
 外観条例では、市内の建築物について下記の項目
を定めている。 
1）外装材 
2）漆喰、モルタル、色調 
3）屋根形状、屋根葺材、屋根窓 
4）窓と扉 
5）柵、塀 
6）道路と広場の舗装 
7）看板と自動販売機 
8）電線とアンテナ 
 住民がモンシャウ市の中心市街地にて建築工事を
起こす場合には、モンシャウ市建設課に許可申請を
提出する。工事が記念物の周辺で行われるか、記念
物そのものの工事である場合、許可申請には記念物
課（下級記念物保護機関）が加わる。市内のほとんど
の建築物が、単独で記念物として登録されているため、
実質的にはほとんどの許可申請に記念物課職員が
加わることとなる。そして建築工事が外観条例に従うも
のであるかどうか、建設課や記念物課が審査すること
となる。 
 
4．3．5 都市景観保護における記念物地区の役割と特徴 
 
 モンシャウ市の外観条例では、歴史的建築物の窓や扉などは「保護」することを求めてい
る。すなわち、建築物の物質面の保護は外観条例が担っている。では記念物地区はどの
ような役割が持たされているのだろうか。 
 モンシャウ市の記念物地区は、外観条例による建築物の物質面の規制に対して、都
写真 16 衛星アンテナは原則的に、野外に設置する
ことは禁じられており、写真のように窓の内側に置かれ
るなどの工夫がなされている。 
写真 15 行政に買い取られた建物。現在は芸術家の
ためのアトリエとして活用されている。 
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市景観の形式面での保護を行っている。記念物地区条例においては、モンシャウ市の歴
史的景観の価値付けが行われている。外観条例が中心市街地内の建築工事における、
建材の選択等を審査するのに対し、記念物地区条例では工事の都市景観への影響が
審査される。つまり、記念物地区として定められたモンシャウ中心市街地における建築工事
の申請は、2 段階にわたる確認申請がなされる。もし新築工事が申請され建築家が、外観
条例が求める条件（建材の選択等）を満たしていたとしても、計画された建築が記念物課
の意見により都市景観にふさわしくないとされた場合、記念物地区条例を根拠として、棄却
の所見が作成され、新築工事申請は認められない。記念物地区条例は、「都市景観に
ふさわしいかどうか」という判断を下すことから外観条例よりも解釈の自由度が大きく、より抽
象的な「景観」の問題と関わっている。 
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5．ヘッセン州とノルトライン＝ヴェストファーレン州の面的記念物保護制度の
比較―登録方法の違い 
 
 ノルトライン＝ヴェストファーレン州とヘッセン州における面的記念物の登録方法を見ると、
各州の姿勢の違いが明らかとなる。それは、ある町並みを面的記念物として価値づけし、
面的記念物として登録するにあたり、ヘッセン州のように記念物保護法に照らして専門家が
明確な根拠を持って裁量し、地方自治体や住民に通知するのか、それともノルトライン＝ヴ
ェストファーレン州のように地方自治体に条例の作成を委ね、協議を重ねて登録を行うのか、
ということである。 
 前者は専門家に判断を委ねる点で記念物保護の理念に即した公平な登録が可能であ
るが、その判断の過程や根拠は明確に示され、専門家は、その判断に責任を持たなけれ
ばならない。後者は記念物に関係する者全員が同意する登録であるため、責任が専門家
個人にかかることはないが、登録までには時間がかかり、関係者の利害調整に失敗すれ
ば登録はできない。どちらがより優れた制度というわけではないが、日本型に近いのは、伝
統的建造物群保存地区制度に見られるようにノルトライン＝ヴェストファーレン州の方法であ
ろう。 
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6．結論 ヘッセン州とノルトライン＝ヴェストファーレン州の面的記念物保護制度の特徴―
都市景観保護における面的記念物保護制度の役割について 
 
 本章では、ヘッセン州イドシュタイン市とノルトライン＝ヴェストファーレン州モンシャウ市を取り
上げ、両市における面的記念物保護制度の運用状況を見た。外観条例は両市で用いら
れており、ドイツの都市景観保護において重要な制度であることがわかる。面的記念物制
度は、この外観条例に対してどのように位置づけられるか、という点に特徴が表れている。 
 ヘッセン州イドシュタイン市の全体地区は、条例がないため記念物保護法に照らした物質
面の保護と解釈できる。全体地区では保護の対象は建築物の外観に限定されている。建
築物の外観規制は、外観条例によっても行われており、外観条例と全体地区は規制対象
が重複している。しかし外観条例は「町並み形成」のための規制として、全体地区は町並み
をどう守るかという「町並み保護」のための規制として区分されていた。 
 ノルトライン＝ヴェストファーレン州モンシャウ市の記念物地区は、外観条例による建築物
の物質面の規制に対して、条例による都市景観の形式面での保護を担っている。記念物
地区条例では保護すべきモンシャウの景観や眺望が記載され、外観条例では都市景観を
構成する都市建築物の外観規制が記載されている。したがって、記念物地区条例と外観
条例は異なる規制対象を持ち、互いに補い合う関係となっている。モンシャウ市の記念物
地区制度は、この点でイドシュタイン市全体地区とは異なる面的記念物制度の運用方法で
あり、モンシャウ市記念物地区制度の方が、保護対象（都市建築物と都市景観）に幅が
あるといえるだろう。 
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  イドシュタイン モンシャウ 
  
  
人口 １４,６３１人 約１３,０００人 
規模 ８４,６９５㎡ ６８,０００㎡ 
立地 フランクフルトの郊外都市、平地 ベルギーとの国境沿い、峡谷 
歴史 １４～１８世紀まで公爵領、近代は革製品の
生産、戦後はフランクフルトのベットタウン
として発達 
中世は城砦都市、近代に織機産業が興隆、その後は
産業的には停滞、現在はアーヘンの郊外都市として
発達 
景観的特質 
旧市街とバロック期の新市街に大きく町並み
が分かれる 
峡谷を流れる川沿いに町が発達しているため、土地
の利用方法に工夫が必要（駐車場等） 
再開発事業の開始 1980 年代 1990 年代 
保護方法 外観条例、記念物地誌 外観条例、文化財地区条例 
プロジェクト継続期間 1980-1995  1984- 
都市再開発計画作成者 Roland Fromme, Bad Soeben Büro Schröder/Bavaj, Aachen 
補助金 
ヘッセン州補助プログラム 
ノルトライン＝ヴェストファーレン州住環境改善
プログラム 
マスタープラン（法的拘束
性をもたない） 
イドシュタイン枠組み計画 1980 策定されず 
B-Plan 2001 に策定 策定されず 
記念物としての町並みの登
録 
全体地区 記念物地区 
記念物登録の主体 州機関（ヘッセン州立記念物保存局） 地方自治体 (モンシャウ市記念物保護課) 
 
外観条例と記念物保護法の
関係の図解 
    
 
表３ イドシュタイン市とモンシャウ市の比較（都市に関する人口、景観、都市計画等の比較） 
 
 
 88
 モンシャウ市でもイドシュタイン市においても、全体地区や記念物地区内で特に内観の保
護が必要な建築物は、単独で記念物として登録されていた。法律では明確に定義されて
いないが、面的記念物保護制度が、建築物の外観保護を対象にしていることがわかる。 
 最後に、ドイツの記念物保護制度を支える重要な機関である下級記念物保護機関につ
いて述べたい。下級記念物保護機関は、ヘッセン州では郡か独立都市レベルで、あるい
は特別に建築許可局が設置された市町村に置かれ、37 の下級記念物保護機関が設置
され（市の記念物課として設置）、1～3 名の職員が勤務する。ノルトライン＝ヴェストファーレ
ン州では市町村に記念物登録の権限を与えているため、すべての市町村に下級記念物
保護機関が設置され、その数は 396 に上る。記念物の数の保護を支えるのは行政の窓口
となる下級記念物保護機関の充実である。 
 また下級記念物保護課に勤務する職員には、所轄の記念物を長期的に管理する職員
がいる。モンシャウ市職員のヨアンナ・キルヒ女史は、12 年にわたり市内の記念物保護を進
めてきた。イドシュタイン市には下級記念物保護機関は設置されていないが、建築課に記念
物担当の職員（アストリット・ジーマ女史）がおり、17 年にわたりイドシュタイン市の記念物保護
を担当している
                                                                  
58 Das Landesamt für Denkmalpflege Hessen: Tipps für Denkmaleigentümer Das Was, Wann, Wo und Wie 
des Denkmalschutzes, Wiesbaden, 
 2002 引用文中の括弧内は筆者による補足。 
59 ヘッセン州では 1974 年に記念物保護法が施行され、現在の記念物保護制度が整えら
れたが、86 年までは記念物登録に際して、所有者への通知と同意を登録の条件としてい
た。しかしその結果登録手続きに時間がかかり、12 年間で登録できた記念物は、所有者か
ら異議申し立てがなかった 2000 棟にすぎなかった。このため 1986 年に、所有者の同意を必
要としない現行の登録制度に変更した。 
60 ドイツの記念物登録には、申告制記念物リスト(Deklaratorische Denkmallisten)と確定制記念
物リスト(Konstitutive Denkmallisten)の二種類の方法がある。前者は本文中に述べたように、記
念物保護法の定義を満たすと行政が判断すれば物件は「記念物」であり記念物リストへの
掲載を記念物登録の根拠としない。後者は記念物所有者への聞き取りを行い記念物リス
トへ登録し、記念物リストへの登録をもって「記念物」として法的保護の対象とする方法であ
る。 
61 モンシャウの条例による都市景観保護の歴史は古い。最初の都市景観を規制する条例
はラインランド地方（ドイツ帝国時代の行政区分、現在のノルトライン＝＝ヴェストファーレン州
を含む地域）では最も古い 1908 年に施行された。この条例は 1907 年にドイツ帝国で制定さ
れた「景観重要地域における景観悪化防止法」を根拠としたもので、条例が適用される通
りや歴史的建築物を列挙し、景観を悪化させる行為を取り締まるものだった。また 1928 年に
 89
                                                                                                                                                                                                 
は、この内容をより具体的にした条例が施行され、条例の適用を受ける建築物所有者の果
たすべき責任や、建築物の外壁塗装の規制（町並みの景観を悪化させるものであれば 14
日以内に塗装を落とすか、行政指導に従い変更）について定められた。そして、これらの条
例はモンシャウが今日まで都市景観を継承させる上で、大きな役割を果たしてきた。 
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第５章 都市景観保護の発展－より広い範囲（眺望など）はどのようにして保
護するのか 
 
１．はじめにー記念物の周囲環境保護の意義 
 
 前章までは、都市景観を面的記念物として保護する手法について考察してきた。都市景
観を記念物として保護する制度を紐解くことで、都市の歴史を保護する必要性を明らかとし
（第２章）、面を構成する建物や景観などの歴史に関する知識を地理情報とともに把握す
る記念物地誌について考察した（第３章）。そして実際に面的記念物の保護に取り組む自
治体を取り上げて、その制度について比較検討した（第４章）。 
 以上のように都市景観を面として覆い保護する方法を述べてきたが、では眺望のようなも
のの保護はどのようにして可能とすることができるのだろうか。面として覆いきれないような場
合に、記念物の立場から、どのようなアプローチが考えられるのだろうか？ 
 眺望の保護が関わってくるのは、記念物の周囲環境の保護である。記念物の周囲環境
保護を法律で定めるとした場合、記念物の周囲は、どこまでの範囲とすればいいのだろうか、
また、記念物にとって好ましくない周囲での行為を、どのようにして規制すればいいのだろうか。
本章は、実際に記念物の周囲環境を法制度により保護しているドイツを事例として取り上げ、
上記の問題について論じてみたい。 
本稿の論述の流れは、はじめに記念物保護法における記念物の周囲保護規定について
考察する（２．）。続いて法制度と対比的に、記念物周囲の保護手法の実際について、ブ
ランデンブルク州・ポツダム市を事例として取り上げる（３．）。最後に記念物保存プランを取
り上げ、記念物保護の立場から取り組むべき記念物周囲保護について考察する（４．）。 
２．記念物保護法による周囲環境保護のための規定について 
記念物保護法は周囲保護についてどのように定義しているのか。 
表１は各州の記念物保護法における記念物の周囲に関する規定を整理したものである。
州により記述の仕方は様々であるが、内容については共通点が多くみられる。 
いずれの州でも記念物保護法は、記念物の周囲における建物の建設・改造・取り壊しなど
について、記念物保護課の許可を得なければならない、としている。しかし周囲は具体的に
は定められていない。また許可を必要とするのは「記念物の外観を大きく損ねる行為」である
が、どのような内容であるのかは定められておらず、いずれも状況に委ねられている。 
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表１ ドイツ各州の記念物周囲の保護に関する法律（各州の記念物保護法より、記念物の周囲環境に
関する条項を抜粋）62 
 概念規定（筆者仮訳） 許可申請の義務（筆者仮訳） バ ー
デ
ン ＝
ヴ
ュ ルテン ベ ルク
州
 
第２条 記念物保護の対象 
（３）記念物保護の対象には、さらに次のものが
ある。 
１．文化的記念物63の周囲、ただし文化的記念
物の景観に高い重要性を持つ場合に限られ
る。 
第１５条 登録による影響 
（３）登録記念物の外観が非常に重要な場合、登録さ
れた文化的記念物の周囲にある建築物が、記念物保
護当局の許可なく建設されてはならない、また変更された
り取り壊されてもならない。そのほか許可を必要とする建
築案は、土地の利用方法がこれまでより変わる場合であ
る。許可が下りるのは、建築案が記念物の外観を軽微
か、あるいは一時的に損ねる場合、あるいはより優先順
位の高い公益に、やむを得ず配慮しなければならない場
合である。 バ イエ ル ン 州
 
概念規定なし 
第６条 変更の禁止 
（１）2．保護対象となった調度品を処分したり、改造した
り、別の場所に移動したり、記念物から取り外そうとする行
為は、許可を必要とする。許可が必要となるのは、建築
記念物の近くに建築物を建設したり、改造したり、取り壊し
たりする行為も同様で、建築記念物の状態や外観に影
響を及ぼす可能性のある場合である。 ベ ル リン 州
 
第１０条 《記念物に》隣接する周囲の保護 
（１）記念物に隣接する周囲は、その記念物の外
観が造形上重要である場合、建築物の建設あ
るいは改造により、公や個人のオープンスペース
での造形により、あるいはその他の方法により、記
念物の特徴や外観が本質的に損なわれてしまう
ほどに、変えられてはならない。 
（２）記念物に隣接する周囲とは、土地や公のオ
ープンスペースに建築することやその他に利用す
ることが、記念物に造形上影響を及ぼすような範
囲である。 
第１１条 許可を必要とする行為 
（２）記念物に隣接する周囲における建物の建設、改
造、除去は、許可を必要とする。これは記念物の現状や
外観に影響を与える場合である。許可が与えられるの
は、記念物の特徴や外観が、その行為によって本質的
に損なわれない場合である。 
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 ブ ラン デン ブ ルク州
 
第２条 定義 
（３）本法による保護は、記念物の周囲も受け
る。これはその周囲が、保存と景観と都市建
築上、重要性が高い場合においてである（周
囲保護）。 
第１４条 周囲の保護 
（１）記念物の周囲は、その周囲が記念物の
外観、保存、環境、利用、学術研究上、非
常に重要である場合には、記念物の現状や
外観が損なわれてしまうほどに、変えられては
ならない。 
（２）記念物の周囲とは、土地や公のスペース
に建築することやその他に利用することが、記
念物に影響を及ぼすような範囲である。 
第９条 許可を必要とする行為 
（１）許可を必要とするのは、 
４.建物の建設や改造、あるいはそれ以外の行為に
より記念物の周囲を変更しようとする行為である。 
 ブ レ ーメン 州
 
第２条 定義 
（２）文化的記念物には、付属物も含まれる。
これは、その付属物が、《記念物の》主要な構
成物と文化的な一体性を形成し、その一体
性の保存が、学術的、文化的、技術・郷土
史的な理由から、公益と見なされる場合であ
る。（１）の項は、不動産である文化的記念物
の周囲にも適用される。 
 
第１０条 許可を必要とする行為 
（１）保護された文化的記念物（第３条、第８条）は、
記念物保護当局の許可なしに下記のことをしてはな
らない。、 
１．破壊したり除去したりすること 
２．その立地より移築すること 
３．その現状や外観を損なうことや改造すること 
４．復元したり改修すること 
５．附属屋や上階を増築すること、看板や広告を設
置すること 
（２）記念物保護当局の許可は、不動産の文化的
記念物の周囲で、（１）に示すことを行う場合にも必
要となる。 
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ハ ン ブ ルク州
 概念規定なし 
第９条 《記念物に》関連する事の保護 
記念物に隣接する周囲では、外観や現状が造形
上重要である場合、役所の管轄部署の許可なしに
は、建築物の建設・改造・取り壊し行為、または空
地や個人所有の土地での工作行為、あるいはそれ
以外の行為により、記念物の特徴や外観を本質的
に損ねてしまうような、大きな変更を行ってはならな
い。 
第１６条 許可を必要とする行為 
ヘ ッ セ ン 州
 概念規定なし 
（２）記念物保護当局の許可が必要なのは、不動
産の文化的記念物の周囲において建築物を建設し
たり改造したり、取り壊そうとする行為で、それが文化
的記念物の現状や外観に影響を及ぼす可能性が
ある場合である。 メクレ ン ブ ルク＝フ ォ アポン メル ン 州
 
第２条 定義 
（３）記念物地区[i]は、第一条に記された理
由により保存価値を持つ建築施設のグルー
プである。建築施設に含まれる個々の建築
物が建築記念物である必要はない。 記念
物地区は都市構成、都市景観、場所の眺
望、都市のシルエット、都市の一部、都市
街区、集合住宅、都市住宅、町並み、建
築施設、産業史跡、個々の建築物であり、
それが眺望上重要であるならば、その周囲も
含まれる。 記念物地区においては外観の
保護がなされる。 
第７条 許可を必要とする行為 
(1)下級記念物保護当局の許可を必要とするのは、
１）記念物を取り壊したり、改造したり、別の場所へ移
築したり、これまでの用途を変えようとする行為 
２）記念物の周囲において、記念物の外観や現状
を大きく損なうような行為を行う行為である。 
下級記念物保護当局は、決定を下す前に記念物
専門局に答申しなければならない。許可が必要では
ない場合とは、メクレンブルクーフォアノメン州建築規
正法第７７条第１項に該当する記念物専門局が計
画に同意した場合である。 
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ニ ーダーザクセ ン 州
 
第２条 定義 
（３）建築記念物は、第二条に記された理
由により保存価値を持つ建築施設のグル
ープ64でもある。建築施設に含まれる個々
の建築物が建築記念物である必要はな
い。建築記念物の周囲にある緑地、オー
プンスペース、水系や、建築記念物の付
属設備は、建築記念物がこれらのものと、
まとまりを成し、第二条に記された理由によ
り保存価値がある場合には、建築記念物
の一部となる。  
 
第８条 建築記念物周囲の建物 
建築記念物の周囲では、建築記念物の
外観が損なわれる場合には、建物が建設
されたり、改造されたり、取り壊わされてはな
らない。建築記念物周囲の建築物は、そ
のような行為が起こらぬように、デザインされ
るか、維持されなければならない。第７条の
条項は《建築物周囲の建物にも》適用され
る。 
第１０条 許可を必要とする行為 
（１）以下の行為は、記念物保護当局の許可を必
要とする 
４．建築記念物の周囲で、記念物の外観に影響を
与えるような建物について、建設したり、改造したり、
取り壊そうとする行為 
ノ ルトライン ＝ヴェ ス トフ ァ ーレ ン州
 第２条 定義 （３）記念物地区は建築の集まりである。
各々の建築が第一条を満たしている必要
はない。 記念物地区は都市構成、都市
景観、場所の眺望、都市のシルエット、都
市の一部、都市街区、集合住宅、都市住
宅、町並み、建築、個々の建築であり、そ
れが眺望上重要であるならば、その周囲も
含まれる。 さらに記念物地区には、それが
第一条を満たす限りにおいて、手工業施
設や産業施設も含まれる。 
第９条 許可を必要とする行為 
（１）以下の行為は、記念物保護当局の許可を必
要とする 
ｂ）建築記念物や不動産の埋蔵記念物に隣接する
周囲で、建物を建設したり、改造したり壊そうとする行
為で、これによって記念物の外観が損なわれる可能
性があること。 
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ライン ラン ト＝プ フ ァ ルツ州
 
第４条 不動産と動産の文化的記念物、
周囲の保護について 
（１）不動産の文化的記念物は、特に次の
ようなものを指す。 
１．不動産の記念碑や建築物 
２．記念物ゾーン（第５条）65 
記念物ゾーンの対象は、文化的記念物で
はないが、全体としての姿が重要なもので
ある。調度品、オープンスペース、附属屋
は、不動産の文化的記念物の一部であ
る。これは、これらが記念物保護と記念物
保存を根拠として、一体を形成している場
合である。また記念物保護の対象には、不
動産の文化的記念物の周囲も含まれる。
これは《文化的記念物の周囲の》現状や
外観、あるいは都市建築に対する影響
が、重要である場合である。 
第１３条 改造の許可と改修の届け出について 
（１）保護された文化的記念物については、許可なし
に、破壊、取り壊し、解体、取り除き、改築、現状の
変更、外観を大きく損う行為、立地場所からの移築
することを禁じる。不動産の文化的記念物の調度品
（第４条第１項）は、許可なく永続的に取り外すことを
禁じる。不動産の文化的記念物の周囲では、建築
物の建設、改造、取り除きを許可なく行うことを禁じ
る。 
ザールラン ド州
 
第２条 記念物保護の対象 
（４）記念物保護の対象は、以下のものでも
ある。 
a) 文化的記念物の周囲で、その外観が
重要である場合 
第１２条 許可を必要とする行為 
（２）文化的記念物の周囲において、記念物の外観
に影響を与えるような建物を建設したり、設置したり、
改造したり、取り除こうとする行為は、許可を必要とす
る。 
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ザクセ ン 州
 第２条 記念物保護の対象 
（３）記念物保護の対象には、下記のものも
含まれる。 
１．文化的記念物の周囲。ただしそれらが
記念物の状態や景観上、非常に重要で
ある場合に限られる。 
 
第１２条 文化的記念物に関する計画で許可を必
要とするもの 
（２）文化的記念物の周囲にある建築物や庭園施
設やランドスケープのなかの建物は、それが記念
物の外観上、非常に重要である場合、記念物保
護下の許可なしに建設したり、改造したり、取り除い
てはならない。そのほか、文化的記念物の周囲に
おける計画で、これまでの土地用途を変更する場
合にも許可を必要とする。そのほか許可を必要とす
る周囲における建築案は、土地の利用方法がこれ
までのものから変わる場合である。許可が下りるの
は、建築案が記念物の外観を軽微か、あるいは一
時的に損ねる場合、あるいはより優先順位の高い
公益に、やむを得ず配慮しなければならない場合
である ザクセ ン ＝アン ハ ルト州
 
第２条 定義 
（２）本法における文化的記念物とは次のよ
うなものである。 
2. 建築施設の集まりとしての記念物地区
記念物地区は、1972 年 11 月 23 日に世界
遺産および自然遺産の保護を目的として
締結されたユネスコ世界遺産リスト第 11 条
第 2 項１（1977 年 2 月 2 日公布、ＢＧＢＩ ＩＩ Ｐ
213）に挙げられた歴史的文化景観であり、
都市景観、場所の眺望、都市のシルエッ
ト、都市の一部、都市街区、集合住宅、
都市住宅、町並み、建築施設、個々の建
築物であり、その周囲も歴史的、機能的、
美的関係性を持つ場合には、記念物地
区に含まれる。これには手工業施設や産
業施設も含まれる。 
第１４条 許可を必要とする行為 
（１）所管の記念物保護当局による許可を必要とす
る行為は、文化的記念物を改修、改築、改造、用
途変更しようとする行為、また記念物の周囲におい
て建物を建設、取り壊し、増築することで、記念物
の現状や外観を変更したり、損なったり、破壊しよう
とする行為、あるいはその立地より移築したり、除去
したり、破壊しようとする行為である。 
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シュ レース ヴィ ヒ＝ホルシュタイン 州
 
概念規定なし 
第９条 許可を必要とする行為 
（１）下級記念物保護当局の許可を必要とするの
は、以下の場合である。 
３．登録された不動産の文化的記念物の周囲を変
化させ、それが文化的記念物の印象を本質的に
損なうと見なされた場合 
４．定められた記念物地区の範囲内やその周囲を
変化させ、それが記念物地区を本質的に損なうと
見なされた場合 テュ ーリン ゲン 州第２条 文化的記念物  
（４）特別な通りの眺望、広場の眺望、場
所の眺望は、施設の景観が特別なエポッ
クや発展や特徴的な建築方法、その多様
な様式とともに、特筆すべきものである場合
に認められる。 
第１３条 許可 
（１）記念物保護当局の許可を必要とするのは、 
２．不動産の文化的記念物の周囲において、建物
を建設するか、改造するか、除去しようとする行為
で、文化的記念物の現状や外観に影響を与える
可能性がある場合。 
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２．１ 周囲の範囲 
 
記念物の周囲の範囲について、どの州も目安となる数字（建物から何メートルといった具
合に）を示してはいない。周囲の範囲は状況に応じて定められている。記念物の周囲を「隣
接する周囲（die engere Umgebung）」と表現する州がある（ノルトライン＝・ヴェストファーレン州な
ど）。しかし、表現が変えられていても、周囲そのものが曖昧な定義であるため、「隣接する」
と表現している州の周囲が、ただ周囲と定義している州よりも狭義となるわけではない。 
周囲の範囲が示されないのは、建物の規模が大きくなれば、周囲も広く捉えられるためと考
えられる。低層の住宅と大聖堂の塔を比較してみても、周囲に対する影響の広さは変わって
くるからだ。 
Achim Weber は、周囲について、記念物の周囲が問題となるのは、その建築計画案が目に
見える悪い影響を記念物に与えていると第三者が認識できる状況であり、周囲とは記念物
と周囲との関係が視覚的に認識できるような範囲である、との解釈を示している66。この解釈
に従うならば、周囲の決定要素となるのは距離ではなく、視覚的な結びつき、すなわち眺望
である。 
実際のところ、記念物の周囲に関する訴訟を見ると、採掘場や風力発電の設置を争った
例が過去の判例で見られる。争点となった採掘場や風力発電は記念物に隣接しない周
囲だったが、眺望上記念物の外観を損ねるとして、建設を見送る判決がなされている。67 
 
２．２ 周囲における変更許可の条件 
 
記念物の周囲については、すべての州で変更の際に記念物保護課に届出することを義
務化しているが、変更許可の条件とはなにか。 
すべての州ではないが、いくつかの州の記念物保護法では変更（新築・改築・取り壊し
等）許可の条件として、下記の２点をあげている。 
１）記念物の外観を大きく損ねない行為であること 
「外観を損ねる行為」とは、記念物の見え方が阻害されるような行為と言い換えることが
できる。どの程度のものが外観を損ねる行為となるのか、法律には定められていない。記念
物とその周囲の関係から状況に応じて決定するためである。 
州建築規制法（Landesbauordnungen）には街並みの美観を損なう行為を禁止する条項がある。
 99
これは新築に際しては、周囲の町並みに配慮して規模・デザイン・配色を決めなければなら
ない、というもので、「醜悪化防止法(Verunstaltungsgesetze)」にその起源をたどることができる。
68この条項もまた、美観を損なう行為の定義を定めることが難しい点で、記念物の周囲環境
保護と共通している。しかし、記念物周囲での外観を損ねる行為が、「醜悪化防止法」と
異なる点は、記念物という判断基準が存在していることである。醜悪化防止法は街並みと
いう規模が大きく、多様で、それゆえに対象として捉えがたいものを基準とするのに対して、記
念物周囲における「外観を損ねる行為」は、記念物の外観という明確な対象に対して、ど
のような（悪い）影響が見られるか、ということを基準としている。 
２）(やむを得ず)より優先順位の高い公益に配慮する必要があること 
 建築法典（Baugesetzbuch）第１条（６）５69では、記念物保護を検討すべき公益のひとつとし
て定めている。ひとつということは、より優先度が高いと判断された公益があれば、記念物周
囲の保護は、都市計画上棄却されてしまう、ということでもある。実際、過去の判例でも、記
念物の周囲に電波塔を建設するにあたり、公益性の検討により、電波塔の建設が許可さ
れた例と、見送られた例がある。70 
 記念物の周囲を保護するためには、都
市計画における公益調整において、記
念物保護の公益を通す必要がある。 
都市計画においては、老朽化した施設
の改修、あるいは宅地造成による開発な
どにより都市を成長させるという立場と、
歴史的価値のある街区の保存、あるい
は残された自然の保護により環境を保護
する立場がある。この立場のなかで計画
のバランスを取ることが公益調整である。 
ドイツの都市計画は、二段階の法定都市計画制度が敷かれている。すなわち準備的建
設誘導計画である、土地利用計画（Flächennutzungsplan、以下Fプランとする）と、拘束的建
設誘導計画である、地区計画（Bebauungsplan、以下 B プランとする）である。これらのプラン
の策定については、市町村の地方自治体に大きな裁量権が与えられている。 
図１ 公益調整のモデル（筆者作成）
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この２段階の建設誘導計画が目的とする所は、都市発展における様々な専門的重要事
項（住居、交通、設備などの）を、プランとして表示することによって統合的に比較検討し、
市町村の土地利用計画に秩序を与えることにある。 
F プランは、対象となる市町村の将来的な発展における土地利用計画の基本を表示する
もので、市町村全域を対象として策定される。F プランの中では住居区、公共施設、商業
施設の分布状況が色分けされた地図によって示され、居住や商業、余暇や労働環境の
関係把握と同時に、今後の土地利用の可能性が検討される。 
B プランは、F プランを元に展開されるもので、都市の秩序を維持するために法的な拘束力
が持たされている。B プランをいつ策定するかは、その状況によって異なるが、B プラン策定
後は時限発動となる。一度 B プランが決められてしまうと、その法的拘束力ゆえに、プランの
変更は難しい。 
このため建築誘導計画の策定段階から、下級記念物課などの記念物保護に関わる機関
や団体の参加が建築法典にて定められている。建築法典は、建設誘導計画を作成する
に際して、もし現状が評価できるのであれば、現状を維持し、歴史的・文化的価値を保存し
てゆくことを考慮しなければならない、としている。 
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３．記念物周囲の保護手法－ブランデンブルク州ポツダム市 
 
記念物保護法での記念物に関する規定は、
解釈の幅が大きく、状況に応じて周囲の範
囲を関係者が検討する必要があることを述
べた。では、記念物周囲の保護は、実際ど
のように保護されているのだろうか。事例から
周囲環境保護の手法を見てみたい71。 
本章で事例として取り上げるポツダム庭園
は、 
１．周囲環境の保護が、記念物保護上の
問題として取り上げられた経緯があり、関係
機関が実際に問題解決に向けて取り組んで
いる 
２．世界遺産である庭園の保護と、ベルリン
郊外に立地するという開発への動きが拮抗
しており、周囲環境に関わる調整事例が多く、
制度に即した典型的な調整が実際どのよう
に行われているか、見ることができる。以上の
点から事例としてとりあげた。 
 
３．１ ポツダム庭園の概要 
 
ベルリンの郊外に位置するポツダム庭園は、
フリードリッヒ大帝などの歴代ドイツ皇帝により、
段階的に整備された広大な庭園である。庭
園は 1992 年に世界遺産に登録されている
（1998 年に登録範囲は拡大されている）。世
界遺産登録の対象は、2,064 ヘクタールに
写真１ サンスーシー宮殿からノイエパレスへ向
けた鳥瞰。この庭園部分が、ポツダム庭園の中心
となっている。
写真２ ポツダム庭園の世界遺産エリア。肌色の
部分が世界遺産 
写真３ 1816年にレネによって作成された、サンスーシー
庭園計画。 
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及ぶ庭園と、その中に所在する宮殿や歴史
的建造物である。 
ポツダム庭園は、広大な庭園がひとつ存在
するのではなく、大小様々な庭園や自然が
点在し、それらが眺望によって結ばれた庭園
である。これは造園家ペーター・ヨーゼフ・レ
ネ(1789～1866)の功績による。ポツダムの庭
園は、もともとは飛び地のように分散して整備
されていたが、レネは眺望で庭園同士を結び、
相互に借景となるよう関連づけた。レネの計
画により、ポツダム庭園はネットワークのように
個々の庭園が結ばれ、ゆえに庭園からなに
が見えるのか、その眺望が非常に重要となっ
ている。 
 
写真４ バベルスベルクの庭園に建設途中の新興
住宅地ゲルニカ・ホルン。東西の統一後、こうした新
興住宅地が、庭園の周辺に次々と計画され、景観
への影響が問題となっている。 
写真5 ポツダム庭園の中心であるサンスーシ－庭
園より 
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３．２ プロイセン財団の設立―保護行為の主体 
 
ポツダム庭園は、1989 年の東西ドイツ統合以後、眺望保護に関する問題を多く抱えるように
なった。ポツダムはベルリンの通勤圏にあたり、かつ庭園や自然に恵まれた立地であったた
め、西側の資本による不動産開発の対象として注目されたのである。庭園周辺の開発72は
急速に進みユネスコが問題視するような大規模開発も計画された。 
庭園周囲の開発を抑制するには、ポツダム州とベルリン市にまたがり主体的に庭園の保護
を行う機関が必要だった。こうして 1995 年に「プロイセン時代の宮殿および庭園保護財団
(Stiftung Preußische Schlösser und Gärten Berlin-Brandenburg、以下「財団」とする)」が設立され
た。 
財団が扱うのは、プロイセン時代の記念物(2,064 ヘクタールに及ぶ庭園と、その中にある宮
殿や歴史的建造物)である。財団は各建物の修理工事を行うわけではなく、保存管理計
画に基づき、ベルリン市が作成する B プランがポツダム庭園の景観を損なう可能性がない
か、監視を行う立場にある。 
B プラン作成に財団が関わる理由は、庭園周囲の眺望を保護するためである。ポツダムの
庭園は記念物地区として登録されており、記念物地区内での開発行為は記念物保護法
を根拠として抑制することができる。しかし眺望はその外に対しても開かれており、これは B プラ
ン上でしか保護措置をとることができない。 
B プランの作成には、通常ポツダム市記念物保護課が関わるだけだが、庭園の眺望と関
係すると判断された場合には、市は財団に建築許可に関する情報を送ることとなる。財団
はこれに対して所見を提出し、下級記念物保護課を通じて、記念物保護法にもとづいた意
見書を提出している。以下、その過程について実際の事例から示したい。 
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３．３ B プランによる保護の手法 
①レネ通りに面する地区の B プラン作成に対する助言
（B プラン No.84）（下図は筆者作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ポツダム庭園の周囲には、記念物地区として登録された
バッファゾーンが存在している。2001 年 12 月より B プラン
(B プラン No.84)作成が開始されたサンスーシ庭園南の地
区は、庭園に隣接しながら、このバッファゾーンに含まれ
ていなかった。そのため当初は住宅地として造成される計
画だった。 
この地区はサンスーシ庭園南を東西に走るレネ通りに面し
ており、レネ通りからは、この土地を抜けて庭園を眺望する
ことができた。しかし住宅地が造成されれば、この眺望は
失われてしまう。そこで財団はポツダム市に所見を提出し
写真6 サンスーシ－庭園内にある風車 
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た。 
財団は、地区の土地の一部を B プラン上で緑地として残すことを主張した。当初の B プラン
では住宅予定地だった土地であるため、手を触れずに残すには、市との協議を重ねる必要
があった。 
協議により財団の主張が通り、敷地は緑地として維持されることとなった。さらに、レネ通りか
らサンスーシー庭園内への風車に向けた眺望を維持するために、通りに面した敷地のひと
つは緑地として残されることとなった。 
 
写真7 レネ通りから風車へ向けた眺望（①） 
写真８ レネ通り沿いの庭園に隣接する住宅地（②） 
写真９ 庭園内部より風車を臨む（③） 
① ② 
③ 
図２ 眺望（下写真）の位置（①～③）と方向（→にて表示） 
 106
②グリニカー庭園に面する地区の B プラン作成に対する助言
（B プラン No.92）（下図は筆者作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 逆に眺望の保護ができなかった例もある。ブランデンブルク州ポツダム市とベルリン市の
間の州境にあたる地域の B プラン作成である。この地域は、東西ドイツの統一前は国境地
帯にあたり、立ち入り禁止地域だったが、統一後に禁止が解除され、統一後すぐにポツダ
ム市によって B プランの作成が行われた。そして、このプランは世界遺産エリアに面している
にもかかわらず、2 階建て以上の建築物の建設を許可するものだった。 
プランはまもなく見直されることとなったが、B プランの再作成前に、2 件の住宅の建築計画
が提出され、ポツダム市によって建築許可が出されてしまっていた。そこで、ブランデンブルク
記念物保存局および州立考古学博物館（Brandenburgisches Landesamt für Denkmalpflege und 
Archäologisches Landesmuseum）、そして財団は、建築許可の取り消しを求めた。 
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写真１１ 眺望の阻害が問題となった地域を対岸より臨む（②） 写真１０ 地区内にあるスイス様式の住宅（①） 
写真１４ スイス様式の住宅の近くにあるイタリア様式のヤー
クトシュロース・グリーニケ（⑤） 
写真１５ 対岸よりヤークトシュロース・グリーニケを臨む（⑥） 
写真１２ 眺望が問題となった地域を道路側より見る（③） 写真１３ 眺望の阻害が問題となった地域の近景（④） 
① 
② 
③ 
図３ 眺望（下写真）の位置（①～⑥）と方向（→にて表示） 
④ 
⑥ 
⑤ 
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財団が、この地区での建築計画を拒否した理由は、建築計画が対岸への眺望を阻害す
る可能性があったためである。この地区は 1895 年にカール皇太子により整備されたもので、
カール皇太子はスイス様式の住宅地をつくり、英国式庭園のバベルスベルク宮殿(Schloß 
Babelsber)、イタリア様式のヤークトシュロース・グリーニケ（Jagdschloss Glienicke）などにより、ヨー
ロッパ各国の建築を巡る「グランド・ツアー」のミニチュアをつくりあげた。各建物はカール皇
太子の計画により、眺望で相互に結ばれており、その眺望上に建物ができることは、カール
皇太子により整備されたこの地区の眺望を損なうものといえた。 
財団と市建築局の主張が平行線となったため、決定は上級機関である州文化省
(Kulturministerium)に委ねられた。73 
文化省は 2 件のうち、1 件の住宅についてのみ、景観を損なうと判断し、1 件の住宅の建築
許可は有効のままとされた。ただし建築許可を受けた住宅は、今日まで建設されないままと
なっている。74 
以上のように財団は、B プランの作成に対して都市計画課と連携をとりながら、周囲環境保
護の公益について意見を述べ、庭園の周囲環境を保護している。 
この事例からわかることは、ポツダム庭園のように周囲の眺望を保護する場合、B プランなど
の都市計画プランにおいて、他の公益との調整を図る必要があることである。記念物の周
囲に注意を払う立場にいる担当者は、都市計画に精通し、B プランの作成に記念物保護
の立場から関わる必要がある。 
ポツダムではこうした調整が実際に行われているのを見ることができた。ではドイツ全体での
都市計画関係部局と記念物保護関係部局の調整は、どうなっているのだろうか。 
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当然ながら調整がうまくいかない場合
もある。最近ではケルン大聖堂の周囲環
境において、ケルン大聖堂の高さを超え
る高層ビルが計画され、メディアを巻き込
んだ眺望論争にまで発展してしまった例
もある。 
このケルン市の眺望論争は、ラインラント地方連合（Landschaftsverband Rheinland）
が高層ビルであるケルン・トライアングル(通称 LVR タワー)をケルン・ドイツ地
区（ライン右岸の地区）に建てることを発表したことを端緒にはじまった。 
① 眺望論争のはじまり 
 眺望論争の原因は、ケルン市とユネスコの世界遺産に対する認識の違いだっ
た。ケルン市はライン右岸を世界遺産と無関係のエリアと捉え、古い町並みが
残る左岸側と対照的に近代的な高層ビル群による都市開発を計画していた。一
方、ユネスコはライン右岸を眺望上高さ等の規制が必要なエリアと捉え、世界
遺産登録直後よりケルン市に、バッファゾーンとしての設定を求めていた。こ
うした認識の差が、論争の原因となった。 
 ２００１年７月、ラインラント地方連合（Landschaftsverband Rheinland、以下 LVR
とする。）が高層ビルであるケルン・トライアングル(通称ＬＶＲタワー)をケル
ン・ドイツ地区に建てることを発表した。ビルには１７０００㎡のオフィスフ
ロアをもつ低層部(トライアングル・オフィス)と１０３ｍに高さのトライアング
ル・タワーが計画されていた。 
 ユネスコはこの計画に対して懸念を表明したが、計画の見直しはなかった。
そして２００３年１０月１６日、今度はケルン・ドイツに新たなオフィスビル
計画が発表された。ベルリンの Trenkhoff Properties 株式会社の出資によるもので、
ビルは１億５千万ユーロの費用で計画され、シカゴの建築家ヘルムート・ヤー
ンの設計だった。 
②論争の加熱化－ユネスコ世界遺産危険リストへの登録 
 ２００４年７月５日 中国の蘇州で開催された第二十八回ユネスコ世界遺産
写真１６ ライン川対岸よりケルン大聖堂を臨む 
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委員会にてケルン大聖堂が危険遺産としてレッドリストに掲載された。レッド
リストへの掲載は、ヨーロッパでは最初の例となった。 
 ケルン市長はこの結果を不服とし、ユネスコによる地方自治への不当な介入
と批判した。ケルン市はケルン・ドイツ地区の計画を進め、２００４年１１月
１０日にはＬＶＲタワーの定礎式が行われた。 
 論争を解決するため、２００４年１２月にパリで特別委員会が開かれ、さら
に２００５年５月のウィーンでのユネスコ会議でも、ケルン・ドイツ地区の開
発が、大聖堂への眺望に与える影響について、検討する機会が設けられた。 
 しかしケルン市はバッファゾーンの設定を行わなかった。そのため２００５
年７月に南アフリカで行われたユネスコ会議でも、大聖堂は危険遺産リストに
とどまることとなった。ユネスコはケルン市にケルン・ドイツのビル計画の根
本的な見直しを迫り、このままではケルン大聖堂が世界遺産リストから抹消さ
れる可能性があることを示唆した。ケルン市長は、こうした行為はケルン市の
都市計画に対する不当な介入だと抵抗した。こうして両者の主張は平行線をた
どることとなった。 
③合意形成へ－ケルン・ドイツの計画見直しとバッファゾーンの設定へ 
 ２００５年１０月、長引く世界遺産抹消の問題が影響して、テナントを見つ
けることができずにヤーンタワーの建設計画が中止された。こうして、すでに
着工していた LVR タワーを除き、ケルン･ドイツの高層ビル計画は白紙に戻るこ
ととなった。 
 ケルン市はケルン・ドイツの新しいＢプラン作成を進めることを決め、ワー
クショップ形式にてケルン・ドイツに実施する建築案の作成を進めた。ワーク
ショップには様々な団体が参加したが、最終的に３案からしぼりきることがで
きなかった。また、ケルン・ドイツのＢプランはいまだ法的に有効であり、ユ
ネスコが求めたライン右岸でのバッファゾーン設定も実現していなかった。そ
のようなことから、会議前には世界遺産抹消の可能性が取りざたされた。 
 しかし、２００６年７月１０日、世界遺産委員会にてケルン大聖堂は危険遺
産リストから外されることが決定された。このことで、ケルン市とユネスコ間
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の実質的な論争は終結することとなった。 
 ただし今後もケルン大聖堂の周囲環境はユネスコの監視下におかれることが
表明され、またバッファゾーンの設定があらためて求められた。 
 
 国際機関であるユネスコは、ケルンやポツダムの事例では、市の記念物課な
どと連絡を取り、実質的に地方自治体の政策にまで影響を与えている。本稿で
は中心テーマとして扱わなかったが、世界遺産登録に関わる国際機関の「普遍
的基準」が国を飛び越して直接、地方の記念物に適用されるという事態が生じ
ている。 
ケルン市長が地方自治への不当な介入と述べたことは間違いではない。世界
遺産を要する地方自治体は、建築計画の段階で、眺望に関する検討を行う必要
がある。もし、眺望に影響を及ぼすような建築計画がたてられ、実行段階に進
んでしまった場合、ユネスコと国と企業の間で地方自治体は調整に追われるこ
とになるだろう。ケルン市では、眺望論争を教訓として、「ケルン市ライン河左
岸旧市街の高さコンセプト」を作成し、インターネットを通じて公開している
（巻末に同資料の訳を掲載する、「付録Ⅱケルン市ライン河左岸旧市街の高さコ
ンセプト」）。 
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ケルン・ドイツのビル計画によるケルン大聖堂の眺望阻害問題をめぐる一連の論争過程 
 
１９９６年 ケルン大聖堂が世界遺産に登録される。ユネスコはバッファゾーンの設定を
提案したが市はこれに応じなかった 
１９９８年３月 当時世界遺産センター所長だった Bernd von Droste zu Huelshoff がバッファゾ
ーンの設定がないことに懸念を示す。 
１９９９年１月１５日 ケルン市が、３つの都市計画案（ビル計画）を発表する。 
案１ メッセおよびＩＣＥドイツ駅のすぐそばに五棟からなる高層建築エリアを
つくり、交通の便をはかり、歴史的に重要なライン左岸の景観を守る 
案２ 旧市街に高層建築を建設し、大学センター(１３１ｍ)、ケルンビルディ
ング(１３７．５ｍ)、ヘラクレスビルディング(１００ｍ)、テレビ塔(２６６ｍ)とと
もに「高層建築の環」をつくる。 
案３ ニップス(Nippes)の旧鉄道整備場、メッセエリア、グロースマルクトの
三カ所に新しいビルを建てる。 
２００１年７月 ラインラント地方連合（Landschaftsverband Rheinland、以下 LVR とする。）と合併
したラインラント地方追加年金基金（Rheinische Zusatzversorgungskasse）がケル
ン・トライアングル(通称ＬＶＲタワー)と命名したビルディングをケルン・ドイツ地区
に建てることを発表する。ビルには１７０００㎡のオフィスフロアをもつ低層部(ト
ライアングル・オフィス)と１０３ｍに高さのトライアングル・タワーが計画されてい
た。投資により調達される事業費は１億ユーロとされた。 
２００１年９月１９日 タワー建設に関する議論がはじまる。都市計画委員会は、タワー建設のた
めにＢプランの変更を承認するはずだったが、ＣＤＵの連立先であるＦＤＰはＢプ
ランの変更に反対した。ＣＤＵ党幹事長のＲｏｌｆ Ｂｉｅｔｍａｎｎはこれに対して、「高
さがたった９０ｍになるだけで、出資者はわれわれにケルンをより魅力的にしてく
れる賃借人をプレゼントしてくれるのだ。」と述べた。 
２００２年１０月 ドイツ世界遺産委員会はケルン市長にたいして高層ビル計画に関する市の
取り組みについて懸念を表明した書簡を送付する。この時よりケルンの高層
ビル問題は、ユネスコを巻き込んだ議論へと発展する。 
２００３年７月 ＩＣＯＭＯＳが大聖堂の眺望に関する件で介入する。LVR はタワーの建設をスト
ップさせる。ＣＤＵと緑の党は議会で建築許可について議論したが結論は出
なかった。 
２００３年９月１８日 ケルン市はミュンヘンの建築事務所であるＰｅｔｅｒ Ｅｉｓｅｎｌａｕｅｒ、Ｍａｉｅｒ+Ｎｅｕｂｅｒ
ｇｅｒによる景観分析の結果を発表する。調査結果は計画中のドイツのビルデ
ィングとライン川沿いのＬＶＲタワーは都市景観上問題がないというものだった。
コンピューターシュミレーションにより建築家は既存建物、計画中の建物、今
後建設される可能性のある建物を景観に入れ込み、町の内外八カ所より
分析した。専門家は、ケルン・ドイツの中心にビルディングを建設しても、大聖
堂への眺望が大きく妨げられることはない。と述べた。 
２００３年１０月１６日 ケルン ドイツに新たなオフィスビルの計画が発表される。ベルリンの Trenkhoff 
Properties 株式会社の出資によるもので、ビルは１億５千万ユーロの費用で計
画され、建築家はシカゴのヘルムート・ヤーンだった。 
２００３年１１月１８日 ＣＤＵと緑の党の党首会談にてほぼ合意に達する。両者はＬＶＲタワーを１２ｍ
低くして９１ｍとするべきか、１０３ｍのままとするべきか協議していた。ユネスコ
世界遺産センター所長のＦｒａｎｃｅｓｃｏ Ｂａｎｄａｒｉｎはケルン市長のＦｒｉｔｚ Ｓｃｈｒａ
ｍｍａに手紙を送り専門家による景観分析に感謝するとともに、ケルン・ドイツ
の高層ビル計画に関連して、大聖堂のまわりにバッファゾーンをつくることを求
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める。 
２００３年１１月２２日 ＩＣＯＭＯＳの専門家会議にて高層ビルによる大聖堂への眺望阻害と世界遺
産登録抹消の可能性がはじめて検討される。会議では抹消を回避する条
件として 現状の高さプランを改定すること、十分な広さのバッファゾーンを設
定すること、ビル建設の計画はすべて公開すること、とした。 
２００３年１１月２６日 ＣＤＵと緑の党はＬＶＲタワーについて高さを１０３ｍとすることで合意する。ユネ
スコはケルン市に、これこそがビル計画の結果であると痛烈に批判する。 
２００３年１２月１８日 ＣＤＵと緑の党の合意を受け、ケルン市議会はＬＶＲタワーを１０３ｍの高さで建
設することを許可する。ただし２００４年６月までに高さプランを作成し、今後の
ビル建設に関する許可、これに従うことも決められた。この建築局による高さ
プランは、建物高さをリング沿いでは６０ｍまでとし、大聖堂の周囲では軒高を
２２．５ｍとするものだったが、ユネスコが求めるバッファゾーンは設定しなかっ
た。 
２００４年７月５日 中国の蘇州で開催された第二十八回ユネスコ世界遺産委員会にてケルン
大聖堂が危険遺産としてレッドリストに掲載される。ヨーロッパでは最初の例と
なった。委員会は計画中の数多くのビルディングに懸念を示しており、ビル建
設計画は大聖堂の「不可侵性」を損ねている、という理由に基づくものだった。
ケルン市長は「大聖堂があるというだけで、その町が発展してはならない、と
いうことはないはずだ。」と批判に応酬した。また、「もしレバノンにいる指揮者
がケルンで何が起こっているか気にするならば、ばかげている。」とも述べた。 
ユネスコは２００５年２月１日までにビル計画とその大聖堂への影響に関する
詳細な報告を求めた。 
２００４年１１月 ノルドライン・ヴェストファーレン州都市建築・住宅・文化・スポーツ課はアーヘ
ン工科大学Ｋｕｎｉｂｅｒｔ Ｗａｃｈｔｅｎ率いる都市計画研究所にビル計画がケル
ンの都市景観にあたえる影響について新しい報告書を委託する。 
２００４年１１月１０日 ＬＶＲタワーの定礎式が行われる。LVR のＵｄｏ Ｍｏｌｓｂｅｒｇｅｒはすでに７０パーセ
ントの賃貸が決定したと述べた。もっとも重要なクライアントとして、ヨーロッパ
航空安全局ＥＡＳＡがあげられた 
２００４年１２月８日 ユネスコはパリで特別委員会を開催する。メンバーはＦｒｉｔｚ Ｓｃｈｒａｍｍａ（ケル
ン市長）、Ｍｉｃｈａｅｌ Ｖｅｓｐｅｒ（ＮＲＷ州建築大臣、緑の党所属）、Ｂａｒｂａｒａ Ｓｃ
ｈｏｃｋ－Ｗｅｒｎｅｒ（ケルン大聖堂ドームマイスター）。ユネスコは、すでに建設さ
れたビルを壊せといった非現実的な要求はせず、ケルンのビル計画の変更
を求めた。市は大聖堂周囲に保護エリアをつくることを提案した。 
２００５年１月末日 ＮＲＷ州はユネスコの要望に従い報告書を提出する。報告書は大聖堂の歴
史的かつ精神的重要性について述べながらも、ライン右岸の開発について
は明確に述べず、計画中の４つのビルについても、まだ出資者の見つかって
いない２棟について、若干低くするという提案にとどまった。 
２００５年２月 Ｍｉｃｈａｅｌ Ｖｅｓｐｅｒ（ＮＲＷ州建築大臣）が世界遺産委員会に大聖堂の状況と
ケルン・ドイツのビル計画について報告書を送付する。 
ウィーンでのユネスコ会議を前に再びバッファゾーンの設定が議論される。Ｖ
ｅｓｐｅｒはバッファゾーンをリングまで拡張することを考えたが、ケルン市の自治
に介入することとなるため悩んでいた。住宅・土地所有者連盟のＨａｎｎｓＳｃｈａ
ｅｆｅｒはバッファゾーンを冗談と一蹴した。そして市民と建築家が話し合うことを
求めた。 
２００５年５月１２～１４日 ウィーンで開かれたユネスコ会議にて、アーヘン工科大学教授である
ＫｕｎｉｂｅｒｔＷａｃｈｔｅｎは｢Visual Impact Study Cologne｣を報告し、大聖堂は建設中
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のビルにより、その景観における優位性を失うかもしれないと述べた。またケル
ン市建築局のＢｅｒｎｄ ＳｔｒｅｉｔｂｅｒｇｅｒとＫｕｎｉｂｅｒｔ ＷａｃｈｔｅｎはＩＳＬとこれを改良し
た新しいプランについての報告書において「配慮が必要なエリア」の提案を
行う。このエリアにおいては、今後とくに新しい建築案の妥当性が検討される。
そのほかケルン市は、ライン左岸にバッファゾーンを大聖堂周囲につくること
や、ライン左岸の旧市街に高さ制限を設けることなどを確約した。 
２００５年７月７日 大聖堂のマイスターであるＢａｒｂａｒａ Ｓｃｈｏｃｋ‐Ｗｅｒｎｅｒとケルン大聖堂司教が
ユネスコとケルン市に公開形式による手紙を送る。手紙は両者の行動を批
判するものだった。 
２００５年７月１３日 ユネスコは南アフリカで行われた会議において大聖堂は危険遺産リストにと
どまることを決議する。 
２００５年７月２３日 Ｆｒｉｔｚ Ｓｃｈｒａｍｍａ（ケルン市市長）はユネスコの決議を非難する。「ユネスコ
は大聖堂のことをまったく考えていない。彼らが問題としているのは高いハード
ル設定による高層ビルへの嫌悪だけだ。」 
ユネスコはケルン市にケルン・ドイツのビル計画の根本的な見直しを迫り、こ
のままではケルン大聖堂が世界遺産リストから抹消される可能性があること
を示唆した。ケルン市長は、こうした行為はケルン市の都市計画と都市発展
に対する不当な介入だと抵抗した。 
２００５年８月１６日 長引く世界遺産抹消の問題の影響が、ビルの建設計画に出始める。ケル
ンの新聞社であるＳｔａｄｔＡｎｚｅｉｇｅｒはＪａｈｎタワーの出資者である Trenkhoff 
Properties株式会社が、計画予定地の購入費について100万ユーロ規模の
割引を受けることとなったと報じた。理由はビル建設に必要な投資が集まって
いないため。 
２００５年１０月２８日 ＣＤＵはヘルムート ヤーンによるタワーとそのほかすべての高層ビルの建設を
中止することを決議する。これによりケルン市のビル計画は無効とされる。出
資者である Trenkhoff Properties 株式会社は１１０ｍの高層ビルのテナントを１０
月末までに見つけるという条件でケルン市はＢプランを承認するはずだったが、
条件を満たすことはできなかった。 
２００５年１２月９日 ルフトハンザはこれまで計画していた新社屋をヘルムート ヤーンが設計する
高層ビルに移すことを中止する。新社屋はＤｅｕｔｚ-Ｍｕｅｌｈｅｉｍｅｒ通りの七階建
て建物に移ることになる。 
２００５年１２月１６日 ケルン市は大聖堂への眺望に配慮したケルン・ドイツの新しいＢプランを策定
を決定する。NRW 州とユネスコは、ケルン・ドイツの市によるビル計画を棄却し、
新しい計画策定を行い、ケルン・ドイツまで含む大きなバッファゾーンの設定
を促した。 
自治体は意識的にコンペ方式を避け、３つの都市計画事務所を招待し、
政治家、経済の専門家、役所の職員、ユネスコとともに今後の実施コンペ
の枠組づくりをワークスショップ形式で２００６年３～５月まで行った。 
２００６年５月１６日 ワークショップの成果が発表される。参加者がもっとも押したのは２０００～２０
０２年に行われたコンペの勝利者であるケルンの建築事務所 JSWD 
Architekten の案だった。コンセプトはオープンスペースを兼ねた通りをメッセ広
場に向けて伸ばすというもので、４棟が６０ｍ高とされていた。しかし実施の費
用がはっきりしなかったため、政治的決着をつけるにあたり３案からしぼること
ができなかった。 
ユネスコ会議は四週間後にせまる状態で、結局ドイツ代表(Birgitta Ringbeck
（ドイツ・ユネスコ委員会代表）、Rolf-Dieter Ｓｃｈｎｅｌｌｅ（ドイツ連邦文化・教育
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部門部長）、Ｓｔｒｅｉｔｂｅｒｇｅｒ（ケルン市建築局）、Ｓｃｈｏｃｋ－Ｗｅｒｎｅｒ（大聖堂の
ドームマイスター）)はコンセプトをまとめないままリトアニアで行われたユネスコ
会議に赴くこととなった。さらにケルン・ドイツのＢプランはいまだに法的に有効
なままで、高さコンセプトはライン右岸にバッファゾーンを設けていなかった。こ
のため、会議前には世界遺産抹消の可能性までが取りざたされた。 
２００６年７月１０日 世界遺産委員会にてケルン大聖堂は危険遺産リストから外されることが決
定される。ケルン大聖堂が危険遺産リストから外されたことで、ケルン市とユ
ネスコ間の実質的な論争は終結する 
ただし今後もケルン大聖堂の周囲環境はユネスコの監視下におかれること
が表明され、またバッファゾーンの設定があらためて求められた。 
２００６年９月２日 ＬＶＲタワーがオープンする。ほかのビル計画が中止となったため、皮肉にもラ
イン右岸でもっとも大聖堂への眺望がよい建物となった。 
 
ケルン市やポツダム市で起きたような事態を防ぐため、ドイツ連邦・州記念物保存官連盟
は、B プランにおいて建築法典に照らして記念物保護の側から検討されるべき点をあげてい
る75。B プランに対する専門的立場から意見を与えるのは、記念物の周囲環境を予防する
重要な業務である。そして都市計画関係部局と記念物保護関係部局の調整の成否は、
記念物の周囲に注意を払う立場にいる担当者が、都市計画に精通しているかどうか、が
分かれ目となっているようだ。 
州立の記念物専門機関には、複数の自治体を監督する職員がおり、各自治体の記念物
保護の担当者に対して、直接の助言や指導を行うか、あるいはセミナーなどを通じて、自治
体レベルで記念物保護の取り組みが向上するよう、働きかけている。 
 
４．記念物保存プランによる保護手法 
 
前節では B プラン作成に記念物保護の立場から専門家が関わることで、記念物の周囲を
保護する手法を取り上げた。そして記念物の周囲を保護するには、都市計画との連携が必
要であることがわかった。しかしポツダムの事例に見られるように、記念物保護の観点が常
に優先されるとは限らない。記念物の周囲保護は、公益調整を通じて実現されるものであり、
公益調整の中で記念物保護の必要性が、十分な論拠を持って主張されなければならな
い。 
では記念物保護の立場より、都市計画の作成に際して、事前にできることはあるだろうか、も
しあるとすれば、それはどのようなものか。 
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準備すべきは、記念物の位置を地図に落とし、記念物周囲の状況を把握することである。
記念物の立地とその周囲になにがあるか（他の記念物、将来的に登録される可能性のあ
る建物、記念物の地勢など）把握し、問題となりそうなエリアを公布できるエリアを抽出する
必要がある。これを実現したのが記念物保存プラン(Denkmalpflegeplan)76と呼ばれるプランで
ある。 
記念物保存プランは、複数の利害が拮抗する都市計画において記念物保護を可能な限
り実現するための手段である。記念物保存プランは記念物の分布や周囲環境を面的に把
握しており、保護すべき眺望や記念物周囲の環境について、その根拠を示す資料である。
以下記念物保存プランの内容、効果、課題について述べる。 
 
４．１ 記念物保存プランの内容 
 
記念物保存プランをどのような体裁や内容とするか、フォーマットは定められておらず、プラ
ンを作成する自治体に委ねられている。 
そこで本稿では、ボン市を事例として記念物保存プランの内容をまとめる。ボン市は比較的
早い時期（表１参照）より記念物保存プランの作成に着手し、後説する記念物地区登録
などにおいて成果をあげている自治体である。 
ボン市の記念物保存プランは、ラインランド州記念物保存局が積極的に協力して、今後作
成されるプランの見本となるように、作成が進められた。そのため内容が充実しており、参考
となる点も多い。チューリンゲン州の記念物保存プランは法的拘束力があるものの、今日ま
でほとんど作成されていないため、本事例を取り上げた。 
ボン市では1986年に「ボン市記念物保存プラン基本方針」が作成された。このプランでは、
ボン市全体の保存指針が定められた。続いて 1990 年にボン市に属するバードゴーデスベ
ルク（Bad Godesberg）の記念物保存プランの作成が行われた。バードゴーデスベルクはボン
市に属する地区のひとつである。 
記念物保存プランの内容は下記のようになる。 
１．プラン作成地域の歴史的発展過程の分析と、歴史的発展過程による地域の
分類（中世に成立した中心市街地から戦後成立の郊外住宅地まで） 
２．分類した地域の歴史的価値付け 
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３．分類した地域において想定される課題と問題点、その対策について（条例の公
布、記念物登録など） 
３では保護すべき対象がどのような問題を抱えうるのかテキストとして整理されており、それ
に対してとることができる行政側の対応（条例の公布、Bプランによるコントロール、所有者へ
の助言など）が列挙されている。さらに今後ボン市バードゴーデスベルクのどの地域に保存
条例や記念物保存条例を公布するべきかが、提案として図面化され（図２）、これが記念
物保存プランとしての結論となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ ボン市バードゴーデスベルク記念物保存プラン 
出展：Denkmalpflegeplan Bad Godesberg 
■ 記念物地区条例または保存条例を公布すべきエリア 
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４．２ 記念物保存プランによる記念物の周囲保護 
 
記念物保存プランが、記念物の周囲保護に対してできることとはなんだろうか。 
記念物保存プランを作成することで、記念物保護に関わる専門家は、記念物の地理的な
分布を見て、眺望や周囲環境上重要となるポイントを整理して把握することができる77。 
また、未登録の歴史的地区、歴史的建造物をプランに記載し、将来的に地方自治体が
記念物保護において取るべき方策の見通しを与えることができる。 
図３は、バードゴーデスベルクのある地区の記念物の状況を示している。図では町並みの構
成や記念物の位置と、特定の場所からの眺望や眺望の妨げとなる可能性のある建物の
位置などが定められている。仮にこの地区において記念物の周囲で建物の建築・改造・
取り壊しのいずれかが行われた場合、それが記念物に与える影響は、これらの図から検討
することにより、評価することができる。さらに悪い影響が出ると判断されれば、現在の状況を
示し、建築計画を見送る根拠を明確に示すことができるだろう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図３ バードゴーデスベルク地区の眺望に関する分析（保存すべき眺望が矢印で示されている） 出展：Denkmalpflegeplan Bad Godesberg 
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４．３ 記念物保存プランの課題 
 
記念物保存プランには次のような課題がある。 
１）記念物保存プランの作成数が少ない 
ノルトライン＝・ヴェストファーレン州は、1980 年制定の記念物保護法において、記念物保存
プランの作成を地方自治体の義務とした、しかし、これまでに 396 の自治体のうち、11 の自
治体が、20 の記念物保存プランを作成したに過ぎない。 
記念物保存プランの作成は、ノルトライン＝・ヴェストファーレン州、ブランデンブルク州、ザク
セン＝アンハルト州、チューリンゲン州で取り組まれているが、いずれの州でも作成数は低
いままである。 
その理由は、ひとつは記念物保存プランを作成する人材や資金を組むことが難しいこと78、
もうひとつは建造物記念物、埋蔵記念物、記念物地区の登録作業がいまだ進行中で、ま
ずは登録作業の目処をつけることを優先課題としている自治体があること、などがあげられ
る。 
前回事例79で取り上げたノルトライン＝・ヴェストファーレン州モンシャウ市は、記念物保存プ
ランを作成していない。下級記念物保護課の職員は、記念物保存プランの作成は望まし
いが資金も人手も足りない、と述べていた。州の専門機関は広報などを通じて、地方自治
体は記念物保存プランの作成に取り組むべきである、と呼びかけているが80、ノルトライン＝
ウェストファレン州の自治体での取り組み状況はそれほど進んでいない。記念物保存プラン
をめぐる、州と地方自治体の考えの違いには、制度をつくる州の専門家と、それを利用する
地方自治体の立場の違いが出ている。 
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表２ ノルトライン＝・ヴェストファーレン州の記念物保存プラン作成状況 
記念物保存プランを作成した自治体 刊行年 
Düsseldorf-Kaiserswerth 1981 
Bottrop 1984 
Bonn 1986 
Krefeld-Linn 1987 
Brühl 1987 
Schleiden-Olef-Ortsmitte 1987 
Schleiden-Vorburg 1988 
Schleiden-Oberhausen 1988 
Dortmund-Borsigplatz-Viertel 1988 
Dortmund-Ortskern Oespel 1988 
Dortmund-Gartenstadt-Mitte 1989 
Schleiden-übrige Baudenkmäler 1990 
Bonn-Bad Godesberg 1990 
Bochum-Stadtpark-Viertel 1990 
Olpe-Innenstadt 1991 
Radevormwald-Altstadt 1991 
Dortmund-Eving 1994 
Bonn-Stadtbezirk Bonn 1995 
Bad Laasphe 1996 
Bonn-Beuel 2003 
 
*出典: Ministerium für Stadtentwicklung und Verkehr Nordrhein-Westfalen und Recherchen des 
Deutschen Instituts für Urbanistik. 
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２）法的拘束力が持たされていない 
記念物保存プランは、チューリンゲン州をのぞき、プランに法的拘束力が持たされていない。
したがって作成されたプランが建築誘導計画などに確実に反映される法的根拠はない。 
しかし、作成したプランが無視されるような事態を避けるため、ボン市バードゴー
デスベルクの場合は、1991 年に都市計画委員会、交通委員会、記念物保護委員
会、ボン市中央委員会が、記念物保存プランの承認を行った。これによってボ
ン市では、記念物保存プランが Bプランに反映されることが保証された。 
このように記念物保存プランが B プランに確実に反映するには、法的拘束力を
持たないために、委員会の承認が必要となることがある。 
 
５．結論  
 
本論では、眺望のように面で覆うことのできない場合、どのように保護ができるのか、ドイツの
事例をもとに、その手法を考察した。記念物を孤立させるような周囲環境は、極力つくるべき
ではない。このような見地から、ドイツでは記念物の周囲を保護することを、記念物保護法で
定めている。 
記念物保護法では、記念物の周囲において建設・改造・取り壊し等の工事を行う場合に
は、記念物保護課に許可を求めなければならないことを定めている。周囲は具体的には定
められていない。また許可を必要とする「記念物の外観を大きく損ねる行為」の解釈につい
ては、状況に委ねられている。 
記念物保護法は、周囲環境が変化する際には、記念物保護課への申請を義務化するこ
とで、記念物の周囲環境を保護しようとしている。しかし実際には周囲環境での変化は、記
念物保護課の管理下には置かれているとはいえず、気がついた時には、変化がすでに起
こっていることがある。 
そこで実際の記念物周囲環境の保護では、B プランの作成に記念物の専門家が関わるこ
とで、保護が達成されている。記念物周囲において記念物プランを利用し、B プランに専門
的立場から意見を与えるのは、記念物の周囲環境を予防する重要な業務といえる。このた
め記念物の周囲に注意を払う立場にいる担当者は、都市計画に精通していることが、望ま
しい。 
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B プランに対して記念物保護の専門的立場から所見を与えるにあたり、市町村に記念物保
存プランの作成を義務づける州がある。記念物保存プランは、記念物の地理的分布から、
眺望や周囲環境上重要となるポイントを示している。
                                                                  
62 記念物保護機関は、記念物保護行政が各州に委ねられていることから、その行政機
構は様々である。ただし、ほとんどの州において、上級記念物保護機関(Obere 
Denkmalbehörde)、下級記念物保護機関(Untere Denkmalbehörde)、記念物専門機関
(Denkmalfachbehörde)を設置している。下級記念物保護機関は、役所の課として記念物所
有者からの申請を受けたり、記念物保護法に照らした行政指導を行うなど、記念物保護の
実務に関わる立場にあり、州によって市町村レベルで、あるいはクライス（県）や独立都市レ
ベルで設置されている。もし下級記念物保護機関での判断が困難な場合、判断は上級
記念物保護課へと上げられる。上級記念物保護機関は州政府内に設置されることが多く、
ゆえに上級と下級の関係は、州と地方自治体の関係と捉えられる。 
63 文化的記念物（Kulturdenkmal）。記念物保護法では自然記念物（Naturdenkmal）と区別す
るために、本呼称を用いている。 
64 建築施設のグループ（Gruppe baulicher Anlagen）ニーダーザクセン州における面的記念物の
呼称 
65 記念物ゾーン（Denkmalzonen）ラインラント＝プファルツ州における面的記念物の呼称 
66 Achim Weber: Instrumente und Grenzen des Umgebungsschutzes bei Baudenkmälern , jur. Diss., 1998, 
Köln 
67 ニーダーザクセン州リューネブルク（Lüneburg）上級行政裁判所判決（1990 年 9 月 13 日）によ
る。本判決では、埋蔵記念物として登録された 10 箇所の墓丘が点在するエリアの周囲を保
護するため、その近くのエンドモレーン（終堆石）を採石場として利用する計画が却下され
た。 
その他の記念物の眺望に関わる保護についての判決を、下記にあげる。 
ヘッセン州上級行政裁判所判決（1994 年 12 月 30 日）：4.3ｍ高さのネオンサインが全体施
設（Gesamtanlage、ヘッセン州での面的記念物の呼称、注７を参照）である農園（Gutshof）を
阻害すると判断され、設置が却下された 
ラインラント＝プファルツ州上級行政裁判所判決（1993 年 10 月 28 日）：記念物登録され
た教会に隣接する建物の上屋を建増しする建築計画について、教会や墓地に調和しない
と判断され、建築計画が却下された。 
ザクセン＝アンハルト州デッサウ（Dessau）行政裁判所判決（1998 年 11 月 19 日）：ヴィッテン
ベルク市（Wittenberg）の記念物地区に登録された歴史的市街地の広場に、売店テントを設
置する計画について、記念物地区の価値を損なうものとして却下された。 
ノルトライン＝＝ヴェストファーレン州上級行政裁判所判決（1997 年 9 月 11 日）：記念物に
登録された教会から 20ｍ程度離れた位置にある看板の設置計画について却下された。 
68 野呂充：ドイツにおける都市景観法制の形成（一）―プロイセンの醜悪化防止法
〔Verunstaltungsgesetze〕を中心に―、広島法学、26 巻 1 号、pp. 117～143、2002.6 
69 建築法典第１条（抜粋） 
第１条 建設誘導計画の任務、概念および基本 
（６）建築誘導計画策定の際には、とくに次のことが考慮されなければならない。 
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５．建築文化の利益、記念物保護と記念物保存の利益、歴史的、文化的または都市計画的な
意義によって保存価値のある地区、道路および広場の利益、地区と自然の景観形成 
70 ニーダーザクセン州リューネブルク（Lüneburg）上級行政裁判所判決（1983 年 3 月 25 日）によ
る。Quakenbruck という町の高さ７８ｍの送信塔の建設に関する判決で、電波塔は、１５０ｍほど離れた
距離に所在する Sｙｌvester 教会の高さとほぼ同じ高さであるため、建設を認めない判決が下された。 
一方、ニーダーザクセン州リューネブルク（Lüneburg）上級行政裁判所判決（1986 年 6 月 25 日）
では、高さ９０ｍの電波塔の建設許可を認める判決が下されている。塔は St.Lugredi 教会より２００ｍほ
ど離れた位置にあったが、電波塔の公益性が優先され、建設は許可された。 
71本節は、プロイセン時代の宮殿および庭園保護財団の Gabriele Horn 博士への聞き取り
（2002 年 8 月 28 日）をもとに作成した。また、博士はポツダムの景観保護の問題について、
第 15 回イコモス総会（西安開催、2005 年）にて、発表している。（THE WHS ‘ PALACES AND 
PARKS OF POTSDAM AND BERLIN ’ IN GERMANY – HOW TO MANAGE A SITE TAKING NUMEROUS 
POINTS-OF-VIEW INTO CONSIDERATION） 
72 ポツダム庭園の周辺開発で、最初に眺望論争の端緒をつくったのは、グリニカーホルンの住宅
地開発である。 
グリニカーホルンは、バベルスベルクの庭園に面する高級住宅地で、東西ドイツの統一直後に、西
ベルリンの不動産開発会社である Groth & Graalfs により計画された。アルカディア（Arkadien）と名付け
られた住宅地は、およそ 28,000 ㎡の土地に住宅棟を建設したもので、庭園への眺望を売り文句とし
ていた。しかし、住宅棟の外観はポツダム庭園に配慮したものではなく、眺望を妨げる位置に計画さ
れたために、大きな批判を浴びた。グリニカーホルンの住宅地をはじめとして、ポツダム庭園の周辺
開発はドイツ統一以降、徐々に問題化していった。その中でもメディアに大きく取り上げられ、ユネスコ
を巻き込んだ議論に発展したのが、ポツダムセンターの建設計画である。1992 年にポツダム市とドイ
ツ鉄道(Deutsche Bahn)により進めた計画は、ポツダム駅を改修し、床面積 580,000 ㎡のショッピングア
ーケード、ホテル、オフィス、集合住宅を併設した大型駅施設とする計画だった。しかし計画された駅
の容積的な大きさは、ポツダムの眺望上あまりにも目立つもので、景観を損なうとの批判が寄せられ
るようになった。ユネスコもポツダムセンターの計画には関心を寄せ、警告の意味を込めて、危険遺
産リストへの登録を検討する旨を市に通知した。また 1996 年 10 月には、「世界遺産と都市開発」と
いうシンポジュウムをポツダムで開催し、ポツダム市長やポツダムセンター開発責任者をはじめとした
関係者を招致して討論を行い、世界遺産保護のための合意形成を図った。ユネスコに促される形
で、市は環境影響調査を行うなどの計画見直しを進めた。結果、ポツダムセンターは床面積
185,000 ㎡へと規模縮小されることとなった。 
73 上級記念物保護課は、下級記念物保護課にて判断が困難である案件について、より
高次の立場より判断を担う立場にある。行政機構の位置づけより、下級記念物保護課に
対して、上級記念物保護課と呼ばれ、職務を担う局は、各州によって異なる。ブランデンブ
ルク州では、州文化省がその立場を担っている。これに対して、政治的影響を受けることなく
記念物保護に対する助言または指導を行うために、行政機構から独立しているのが、記念
物専門機関（ブランデンブルク記念物保存局および州立考古学博物館）である。 
74 その後の報告では同じエリア内の別の物件で、現在ビアガーデンとして利用されている敷
地のオーナーが、3 階建ての建物を計画しており、財団は計画の撤回を求めている。参考：
Gabriel horn, ”THE WHS ‘ PALACES AND PARKS OF POTSDAM AND BERLIN ’ IN GERMANY – 
HOW TO MANAGE A SITE TAKING NUMEROUS POINTS-OF-VIEW INTO CONSIDERATION” 
75 内容については、下記を参照 
 ドイツ・ヘッセン州の記念物地誌 : ドイツの記念物保護手法の研究 日本建築学会計画系論文
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集，第 619 号，pp. 245-250，2007.9 
76 記念物保存プランはノルトライン＝・ヴェストファーレン州記念物保護法にて下記のように定められ
ている。 
第 25 条 記念物保存プラン 
（１）地方自治体は、記念物保存プランを策定し、これを進展させるべきである。  
（２）記念物保存プランとは、記念物保護と記念物保存の目的と必要条件を示し、建築誘導計画
への通知による提示と決定を示すものである。記念物保存プランは次のものを含む。 
１．集住史的視点よる自治体の地域の調査と分析 
２．建築記念物、埋蔵記念物、記念物地区、発掘保護地区、さらに－通知として－保存価値の
ある建築物の提示 
３．記念物の保護と保存と利用が都市発展の中で実現できるような、目的と方法決定のためのプ
ランコンセプトと利用コンセプト 
77 記念物保存プランは、地区内の歴史的建造物に関する情報を整理したプランであり、記念物
地区や埋蔵記念物、建造物記念物に加えて「歴史・文化的に保存価値のある建造物」という未
登録の歴史的建築物に関する情報も掲載している。 
ボン市バードゴーデスベルクでは、当時は十分に評価されていなかった 50 年代の集合住宅の調査
と保護の提案が、記念物保存プランでなされた。そして記念物保存プランの調査結果を踏まえ 50
年代の集合住宅である Siedlung Pennenfeld が記念物として登録された。 
また、プランで提案された地域のうち Rüngsdorf が 1998 年に記念物地区として登録されている。州の
記念物保存官は、このような成果により記念物プランは「記念物地区を生み出す手段」と捉えてい
る。これはあらかじめ記念物保存プランにおいて、保存価値の高い歴史的地区を定めていたことが、
その後の記念物地区登録に繋がったといえる。 
78 資金不足により記念物保存プランが作成されない問題を解決するため、1987 年より、主に都市
再開発計画が立ち上げられた地方自治体記念物に対して、保存プラン策定のための補助金が支
出されるようになっている。 
79 井川博文：ドイツにおける面的記念物保護制度の研究 : ヘッセン州とノルトライン＝・ヴェストフ
ァーレン州を中心として 日本建築学会計画系論文集，第 608 号，pp. 219-225，2006.10  
80 Jörg Schulze 博士聞き取り、あるいは Heinrich Walgern “Der Denkmalpflegeplan nach §25 DSchG 
Nordrhein-Westfalen” in: Im Mittelpunkt: Rheinischer Verein für Denkmalpflege und Landschauftsschutz “Die 
Denkmalpflege” Köln, 2001  
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第６章 結論 
 
ドイツの都市景観保護ー都市景観を記念物として条例により保護する手法（記念物地区制度）の研究
第
５
章
第
４
章
第
３
章
第
２
章
都市景観保護の動機
面的記念物保護制度の特徴
どうやって記念物を保護す
るのか？
-州による手法の比較-
ドイツの都市条例―建築の
外観規制による都市景観の
形成と継承・発展
なぜ都市景観を記念物とし
て保護するのか？
都市景観保護の発展
ドイツ・ヘッセン州の記念
物地誌
記念物の情報は、どのよう
に整理するのか？
都市景観保護の手法都市景観保護の条件
ドイツにおける記念物周囲
の保護手法について
より広い都市景観を保護す
るためにはどうすればよい
か？
ドイツには美観の創出と歴史の保護が
混同されてきた歴史があり、
その反省を踏まえて、都市景観の発展
と歴史の継承を分けて捉えるため、記
念物としての都市景観保護制度が生ま
れた
個々の建築物を目録化
し、地理情報を統合して、
どこの何にどのような歴史
があるのか明らかとする
記念物地誌を根拠に面を構成する記念物の保護を行う
記念物地区条例を定めて、ものとして捉えられない景観
に対する保護の網をかける
→条例による面的記念物保護の方が、保護に幅が出る
都市計画上の意思決定プ
ロセスに文化財保護の専
門家が積極的に関わる
 
 
 
本稿は、日本の都市景観保護の課題を踏まえて、ドイツの都市景観保護の手法に関する
考察を行った。ドイツでは都市景観を記念物として保護する制度があり、都市再開発や眺
望の保護などにおいて成果をあげている。 
 
第２章 都市景観保護の動機（なぜ都市景観を記念物として保護するのか） 
第２章は、なぜ都市景観を記念物として保護するのか、ドイツの都市景観保護の歴史を
紐解いた。ドイツにおける都市景観保護の歴史を素描し、どのような方法で保護が試みら
れてきたのか、また、どのような課題を抱えて、現在の記念物としての都市景観保護が生ま
れたのか、明らかとした。 
ドイツには美観の創出と歴史の保護が混同されてきた歴史があり、その反省を踏まえて、
都市景観の発展と歴史の継承を分けて捉えるため、記念物としての都市景観保護制度が
生まれた。ドイツにおける景観保護の歴史を紐解くと、その発展は、まず条例という地方に根
付いた規制方法をとること（醜悪化防止法）、それをより具体的な規制とすること（建築形成
法）、そして都市景観形成に目的を絞り規制を行うこと（外観条例）、最後に都市の歴史保
護を考えること（面的記念物としての都市景観保護）、といった段階を経てきたことがわかる。
現在の条例制度は、規制の方法と、規制が都市建築にあたえる影響の模索の上に成り
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立つ、美観と歴史保護のバランスがとれた地方主導の制度といえる。 
 
第３章 都市景観保護の条件（どのようにして都市景観のなかの記念物の情報を整理
するのか） 
 都市景観の歴史保護を行うためには、歴史という知識を整理して、公に共有できる資
料つくる必要がある。第３章では、都市景観を構成する要素について、どこに何が、どのよ
うな形で残されているのか、これを整理する仕組みであるドイツ・ヘッセン州の記念物地誌を
取り上げ、その手法を考察した。 
 記念物地誌は 22 年間で目録の手法として定着し、ドイツのほぼ全ての州で作成が進め
られている。本稿で取り上げたヘッセン州は、28冊の記念物地誌が公刊され、ドイツの州の
なかでも牽引的立場にある。記念物地誌の目的は「1．公刊による市民啓蒙」「2．記念物
に関わる専門家が共有できる情報源」があげられる。 
記念物地誌は、ものの地理的な関係を把握し、歴史に関する記述を付記して、俊の空
間的・時間的関係を明らかにしている。これを作成することで、記念物に関係する専門家
は都市計画などにおいて、その知識を生かすことができる。 
記念物地誌の課題は、その作成にかかる労力により、更新がなかなか進まないこと、戦
後建築など所有者の理解が得がたい記念物の場合には、掲載されてもそれが取り壊され
てしまうことなどがあげられる。（ただし後者については、インターネットに目録を掲載することに
より解決が図られている） 
 
第４章 都市景観保護の手法（どのようにして都市景観を記念物として保護するのか） 
第４章では、都市景観を面的記念物として保存する手法について論じた。ドイツの面的記
念物保護制度について述べ、具体的な自治体の取り組み事例をあげて実務面での制度
の運用状況について考察した。 
 外観条例は両市で用いられており、ドイツの都市景観保護において重要な制度であるこ
とがわかる。面的記念物制度は、この外観条例に対してどのように位置づけられるか、とい
う点に特徴が表れている。 
 ヘッセン州イドシュタイン市の全体地区は、条例がないため記念物保護法に照らした物質
 127
面の保護と解釈できる。全体地区では保護の対象は建築物の外観に限定されている。
建築物の外観規制は、外観条例によっても行われており、外観条例と全体地区は規制対
象が重複している。しかし外観条例は「町並み形成」のための規制として、全体地区は町
並みをどう守るかという「町並み保護」のための規制として区分されていた。 
 ノルトライン＝ヴェストファーレン州モンシャウ市の記念物地区は、外観条例による建築物
の物質面の規制に対して、条例による都市景観の形式面での保護を担っている。記念物
地区条例では保護すべきモンシャウの景観や眺望が記載され、外観条例では都市景観
を構成する都市建築物の外観規制が記載されている。したがって、記念物地区条例と外
観条例は異なる規制対象を持ち、互いに補い合う関係となっている。モンシャウ市の記念
物地区制度は、この点でイドシュタイン市全体地区とは異なる面的記念物制度の運用方
法であり、モンシャウ市記念物地区制度の方が、保護対象（都市建築物と都市景観）に
幅があるといえるだろう。 
 モンシャウ市でもイドシュタイン市においても、全体地区や記念物地区内で特に内観の保
護が必要な建築物は、単独で記念物として登録されていた。法律では明確に定義されて
いないが、面的記念物保護制度が、建築物の外観保護を対象にしていることがわかる。 
 
第５章 都市景観保護の発展（より広い範囲（眺望など）はどのようにして保護するのか） 
第５章では、眺望のように面で覆えないような景観の保護はどのようにして可能とすることが
できるのか、記念物の立場から、記念物の周囲環境の保護にどのようなアプローチが考え
られるのか、ドイツにおける事例を取り上げ、その手法について考察した。 
 記念物を孤立させてしまったり、記念物に悪い影響を与えるような周囲環境は、極力つく
るべきではない。このような見地から、ドイツでは記念物の周囲の保護を行っている。 
具体的には、記念物の周囲において建設・改造・取り壊し等の工事を行う場合には、記
念物保護課に許可を求めなければならない。ただし、周囲や許可を必要とする「記念物の
外観を大きく損ねる行為」の解釈については、状況に委ねられており、一定の基準があるわ
けではない。 
記念物保護法は、周囲環境が変化する際には、記念物保護課への申請を義務化するこ
とで、記念物の周囲環境を保護しようとしている。しかし実際には周囲環境での変化は、記
 128
念物保護課の管理下には置かれているとはいえず、気がついた時には、変化がすでに起
こっていることがある。 
 そこで実際の記念物周囲環境の保護では、B プランの作成に記念物の専門家が関わる
ことで、保護が達成されている。記念物周囲において記念物プランを利用し、B プランに専
門的立場から意見を与えるのは、記念物の周囲環境を予防する重要な業務といえる。こ
のため記念物の周囲に注意を払う立場にいる担当者は、都市計画に精通していることが、
望ましい。 
 B プランに対して記念物保護の専門的立場から所見を与えるにあたり、市町村に記念物
保存プランの作成を義務づける州がある。記念物保存プランは、記念物の地理的分布
から、眺望や周囲環境上重要となるポイントを示している。 
 
 本研究では、今後の歴史的都市景観の保護を行うにあたり、記念物保護の立場と都
市計画の立場をつなぐような新しい手法の提案に繋がることを狙いとして、先行事例である
ドイツにおける各種制度の調査研究を行った。 
 本研究で明らかにしたドイツでの取り組みのベースは次の４点である。 
１）記念物地誌等による保存ための記録（第３章関連） 
２）国の施策と地方自主的な施策の取り組み（第４章関連） 
３）柔軟に制度を組み合わせ体制つくりと他の公益と調整（第４、５章関連） 
４）面的保護のための綿密なプランつくり（第５章関連） 
 これらの点は日本における今後の取り組みに有益であると考える 
 記念物保護が取り組むべきことは、何を保存するのか記念物地誌による歴史的建造物
の把握を行うということである。これによって都市計画と調整を行うべきポイント（建物の保
存）が明らかとなる。 
 そして次に、どうやって保存するのか、制度を運用する側（地方自治体）が、実状にあわ
せて柔軟に制度を組み合わせ、また記念物保護について、他の公益と調整する機会をつ
くる必要がある。これによって都市計画と対話を行う機会が生まれる。 
上記に加えて、同時になぜ保存するのか、という問いかけが必要である。ドイツは７０年代
～８０年代にかけて社会の新しい潮流にあわせて現在の制度を作り上げた。その潮流と
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は、 
①多様性 
・地方自治への委任による取り組みの多様性 
・記念物の増加による記念物定義の多様性 
②都市建築物及び景観を残す意志 
・都市景観および建築の歴史的価値の評価 
③持続性 
・経済成長の限界と建設業界の転換期の下支え 
・歴史的なものを持続的に維持してゆくために 
だった。 
 こうした潮流は日本の社会においても重要視されるようになっている。 
 本研究では、ドイツにおける歴史的都市景観の保護を事例として取り上げ、長年の保護
の制度化において成果をあげていることを明らかとし、その手法（記念物地誌の作成など）
について調査し、日本の文化財保護に参考となる手法を抽出することができた。 
 一方で、今後の残された課題として、都市を記念物として保護する上での経済効果（雇
用の創出、観光による収益性、その他資金の流れとして捉えられないが公共に資するよう
な社会活動）に関する考察等が必要であることを指摘した。 
 また、ドイツには所得税控除を行うことで間接的に記念物所有者を支援するシステムもあ
ることから、これらについても政策面での研究が必要であると思われる。 
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おわりに 
 本稿は、日本の都市景観保護の課題を踏まえ、ドイツの都市景観保護手法に関する
考察を行った。ドイツには都市景観を記念物として保護する制度があり、都市再開発や眺
望保護において成果をあげている。もし今後日本において、ドイツのように都市計画と文化
財保護の連携を深め、都市景観づくりを進めるのであれば、下記の点を考慮すべきである。 
①文化財保護の専門家のための基礎資料を作成する 
都市計画のなかで文化財保護を進めるには、本稿第３章で述べた記念物地誌のように、
都市に存在する文化財の位置と種類を把握する必要がある。地域のどの部分を保護対
象とするべきか。保護を行う理由はなにか。保護によってどのような公益が生まれるのか。こ
の判断は、地域にどのような価値や特長をもつ歴史的建造物があるのか把握して、はじめ
て下すことができる。 
②都市計画のなかで文化財保護の立場から意見を述べる場をつくる 
 ドイツでは都市計画策定の過程で、文化財保護の専門家が係わる仕組みがあること
を、第３章および第５章で述べた。都市計画の公益調整に文化財保護の専門家が係わる
ことで、都市の文化財を保護すること、さらに文化財周囲の環境を保護することまでが可能
となる。 
③文化財を今の時代に生かす重要性を明確にする 
ドイツは日本以上に文化財保護が社会に影響を与えている。 
日本の文化財の数は、国宝・重要文化財 4,602 棟、登録文化財の数をあわせても、
12,461 棟である（平成 22 年 3 月現在）。一方、ドイツの文化財の数は、880,000 棟～
1,200,000 棟とされており、ドイツの全建築物の 5.1～6.9％にあたる。ドイツの文化財の数は、
日本と比較すると非常に多い。 
予算も同様である。ドイツの文化財保護に対する予算額は、2001 年の統計によると、国
庫負担が 328,600,000Euro（約 540 億円、ドイツの国家予算の約 0.08％）、州負担が
75,700,000Euro（約 124 億円）である。国庫の支出は、日本の文化財保護予算のほぼ 2 倍
弱（2008 年は 83 件の国宝・重要文化財が合計 239 億円の補助金を受けた）だが、文化
財に関わる資金はこれだけではない。 
 ドイツでは 1970 年より、歴史的建造物の所有者に対する所得税控除を行っており、文
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化財所有者は、修理工事費に対して毎年工事費の 9％を上限として所得税控除を受ける
ことができる 。2004年に申請された文化財修理工事の総額は2,131億円。控除額の総額
は 195 億円である。所得税控除に対する市場のインセンティブは非常に強く、不動産業界
にはこの制度を見込んで文化財を購入し、改修を行い、優良物件として転売する会社もあ
る。物件にもよるが、新築するよりも安く不動産価値の高い物件を売却することができるため
である。 
ドイツの文化財制度を見ると、日本の文化財制度も同様の施策により、より広い影響を
社会に与えることができるかもしれない。ただし、その際には文化財を今の時代に生かすとい
う姿勢がこれまで以上に求められるだろう。文化財保護の意義を明確にし、ほかの公益に
負けないものであることを説明する必要がある。 
では、今の時代における文化財保護の意義とはなんだろうか。それは都市計画との関わ
りからいえば、文化財によって都市景観を良好な状態に保ち、都市の価値を高く維持するこ
とではないか。 
都市の価値は、不動産地価のように数字として示される面がある。地価は数字として示さ
れるため、客観的な評価と捉えられてしまいがちだが、実際には明確な根拠がない。不動
産地価は投機によって、バブルのように漂う可能性を持っている。だからこそ、地価が漂わな
いよう実質的（にみえる）価値が必要であり、その町のイメージや雰囲気によって形成される
価値こそが、その役割を担うのではないだろうか。本稿で取り上げた都市（モンシャウ、イドシ
ュタイン、ポツダム）は文化財を積極的に残すことで都市の価値を高く維持することに成功し
ている。   
文化財保護は、長期的に都市の価値を高く維持することができる。ただし、文化財を景
観として生かすためには、都市に存在する文化財について、個々に保存のあり方を考え、
都市計画のマクロな視点と文化財保護のミクロな視点を組みわせる必要がある。そのため
には、文化財保護と都市計画の間で、新しい制度や考え方が必要である。この点におい
てドイツの制度を参照できるのではないか。 
④文化財保護の主体を地方自治体とする 
ドイツの文化財保護を推進する主体は、原則として州である。しかしながら州は、地方自
治体に文化財保護に関わる重要な業務の多くを委譲している。結果、州と地方自治体は、
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さまざまな文化財保護の課題を分担している。 
分担とは、学術的な観点から文化財保存に取り組む州の専門機関と、文化財保護法
に基づいて文化財保護に取り組む地方自治体の下級記念物保護課による業務分担であ
る。州の記念物専門機関は、客観的かつ科学的な考察により文化財の登録を行う。地方
自治体に属する下級記念物保護課は、登録された文化財を、法に則って管理する。 
現在の日本の文化財保護において、登録文化財の管理を市町村に権限委譲できるか
どうか、という議論がある。その議論に対して、市町村には、文化財保護業務を行う専門能
力のある人材がいないため登録文化財の管理はできない、という意見がある。 
しかしドイツの制度は、市町村への権限委譲は可能であり、必要なのは専門能力ではな
く、業務区分であることを教えてくれる。 
州の記念物専門機関の業務は、学術的な知識を前提としたものだ。大学で学位を取
得した専門家が、科学的な判断をくだす。それに対して、地方自治体に置かれる下級記念
物保護課は、役所に持ち込まれる記念物に関する申請に対して、記念物保護法を基準と
して判断を下す。必要とされるのは専門的な能力ではなく、行政としての対応力である。 
この業務区分は、日本の文化財保護制度にも活かせないだろうか。 
ただし、ドイツの制度が万能というわけではない。記念物専門機関と下級記念物保護課
の間に信頼関係がない場合、多大な行政上の労力がかかる。２つの組織間で、相互に
意見を確認しあわなければならないためである。 
筆者はヘッセン州記念物保存局で研修生として働いていた時期がある。しばしば記念物
専門機関の職員と、下級記念物保護課職員の打ち合わせに立ち会った。職員のあいだ
に信頼関係があり、重要な点だけを確認しあえば済むケースもあった。逆に毎回意見があ
わず、双方がストレスを募らせるケースもあった。 
遅れがちな行政手続を円滑にするため、工夫もなされていた。州の専門機関の判断を
仰ぐべき点をあらかじめ決めておいて、書面による報告という形をとったり、フランクフルトのよ
うな大都市では、下級記念物保護課に建築史の学位を持つ専門家を配属し、記念物の
管理について専門家の判断をその場でくだせるようにしていた。 
こうした工夫は必要であるが、業務を内容に応じて県と市町村で分担すれば、登録文化
財の管理は市町村が行うことができるのではないだろうか。 
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